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序章 

第 1 節 問題提起 

ここ数十年の間、世界全体において環境・エネルギー問題や労働・人権問題などを始め

とするグローバルな形の環境・社会問題が深刻化し、それへの取り組みが緊要なものとな

ってきた。例えば、1992年にはブラジルのリオ・デジャネイロにて国際連合が主催の地球

サミットが開催され、環境と開発を議論する国際会議が行われた。その後も約10年ごとに

環境や開発に関するサミットが開催されている。併せて国連は、ミレニアム開発目標

(Millennium Development Goals：以下MDGsとする)などの持続可能な社会の発展に向け

た目標を掲げ、その目標に対する取り組みを世界中に要請している。こういった動きは当

然の如く、世界経済にも影響を与えてきた。先述した1992年のリオでの会議に向けて、

1990年には48人の経済人が集い「持続可能な開発のための経済人会議」(Business 

Council for Sustainable Development：以下BCSDとする)が発足し、1995年にはこの

BCSDと「環境のための世界産業会議」(World Industry Council for the Environment：

以下WICEとする)とが合併して「持続可能な開発のための世界経済人会議」（World 

Business Council for Sustainable Development：以下WBCSDとする）と呼ばれる組織が

創設されたのである。このWBCSDは、持続可能な開発を目指す企業約200社のCEO連合

体であり、そこでは企業が持続可能な社会への移行に貢献するために協働しているのであ

る1。 

                                                      
1 Sustainable Japan HP「WBCSD（持続可能な開発のための世界経済人会議）」
https://sustainablejapan.jp/2017/08/06/wbcsd/27723 （最終参照日：2019 年 12 月 10 日） 

https://sustainablejapan.jp/2017/08/06/wbcsd/27723
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このような持続可能性を重視する動きというのは、今まさに内部統制の領域にも直に影

響を与えているのである。具体的には、2018年にWBCSDが、内部統制の統合的フレーム

ワークを作成しているトレッドウェイ委員会支援組織委員会(Committee of Sponsoring 

Organizations of Treadway Commission：以下COSOとする)とともに環境や社会に配慮

したガイダンスを公表している。このガイダンスは、2017年にCOSOが公表した「全社的

リスク・マネジメント―戦略およびパフォーマンスとの統合―(Enterprise Risk 

Management－Integrating with Strategy and Performance—：以下COSO・ERM(2017)

とする)」にESG(Environment, Social, Governance)関連リスクを当てはめたものであ

る。そもそもCOSOの発端はトレッドウェイ委員会の要請を受ける形で組織された委員会

であり、1992年には内部統制の統合的フレームワークを作成している。そしてCOSOは

2004年に、このフレームワークをもとにリスク・マネジメントの視点を加えた「全社的リ

スク・マネジメント(Enterprise Risk Management：以下COSO・ERM(2004)とする)」

のフレームワークを公表している2。 

さて、COSOはなぜこのように新しいフレームワークを公表し続けているのであろう

か。そして、これらのフレームワークが公表されるまでに内部統制はどのように展開して

きたのであろうか。さらに、それぞれのフレームワークが出現した意義とは何であろう

か。それらを明らかにするために、まずCOSO「内部統制」(1992)の出現について深堀す

る必要があると考える。そこで本稿では、COSO以前の内部統制からどういった契機で

                                                      
2 なお、このフレームワークの翻訳本のタイトルでは Enterprise Risk Management を「全社的リスクマ

ネジメント」と表記しているが、本稿では統一的に「全社的リスク・マネジメント」と表記する。 
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COSO「内部統制」が出てきたのかを明らかにしたい。 

もともと筆者は会計監査論の領域において内部統制について研究を進めてきた。そのた

め、特に意識することなく、内部統制を会計監査論のなかで捉え、内部統制をもっぱら監

査のためのシステムと位置づけてきたのである。しかし、研究が幾分か進み、会計監査論

からさらに視野を広げてこの問題に取り組むようになってくるにつれ、少々、違和感をも

つようになってきた。さらにまた、そのなかで逆に内部統制のもつ新たな可能性も見えて

くるように思われたのである。そこで、内部統制をコントロール論、とりわけCOSOの内

部統制の統合的フレームワークと親和性の高いフランスのコントロール論の視点から分析

を加えたり、さらにこれまでの監査論の延長線上にある「監査社会論」の著者であるM.  

Powerの規制哲学といった新しいコントロールの視点から内部統制の生成とその意義につ

いて考察を試みたりしたのである。特に規制哲学の視点からは、パブリックセクターの監

査の強化などを背景に会計監査が拡張してきたこと、それによって監査が公共部門のみな

らず民間部門の品質管理や環境管理という活動にまで入り込んできていることが明らかに

なってきたのである。そこではまた、会計不正といった監査の失敗に対し、規制を強化す

るという弁証法が繰り返されてきたが、それでは根本的な解決にはならず、何らかの別の

規制形態が求められるようになってきていた。すなわち、そうした状況をいわゆる社会統

治の問題と捉えるならば、その社会統治をうまく進めるための手段は管理主義的転換

(Managerial turn)を迎え、政府の直接的規制から自己規制システムへと大きく転換する

ことが求められるようになってきたのである。要するに、ここで言う自己規制システムこ

そ、本稿で取り上げる内部統制システムである。 
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上記の規制哲学の視点に加え、歴史的視点から内部統制の制度的展開を捉えた場合、

COSO・ERM(2004)の出現などにより、そのフレームワークの焦点がリスクから利益機会

へと変わってきていることが認識されるのである。そして、そのCOSO・ERM(2004)では

財務的な面に収まらず、社会的リスクをも考慮する事態になってきており、さらにその対

象範囲は拡大している。他方で、前述したフランスにおけるコントロール論の新しい動向

に着目するならば、そこには「企業の社会的責任(Corporate Social Responsibility：以下

CSRとする)」の視点を全面的に包括し、利益機会からリスク・マネジメントへと焦点を

移動させる動きがみられるのである。この動きの背景として、当然ながら昨今の環境問

題、気候変動問題を始め、企業不祥事・会計不正問題などを契機としたCSR活動の隆盛が

挙げられるであろう。企業組織は多様なステークホルダーの存在を意識し、経済性と社会

性、さらには人間性とを同時に追求し、長期的で持続可能な価値を創造しなければならな

くなってきており、こうした流れが世界的に流布しているのである。 

企業内部に目を移すならば、企業の事業戦略においても、経済的価値と社会的価値を同

時追求するためにCSR活動を組み込む企業が増えてきており、それに伴い積極的にCSR活

動に取り組むように促すコントロールが行われるようになってきた(これをCSR戦略コン

トロールと呼ぶが、これについては後述する)。さらに、事業活動全体から見たCSRや透

明性、説明責任などへの意識の高まり、加えてグローバルな事業展開に伴うM&Aの増加に

よる新たなガバナンス体制やリスク管理体制、さらには本稿の研究対象である内部統制シ

ステムが必要とされているのである3。まさに内部統制はコントロール論の影響を受けなが

                                                      
3 新日本有限責任監査法人編(2014),12 頁。 
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ら、利益機会の実現から新たな観点からのリスク・マネジメントへの対応を求められるよ

うになってきているのである。 

以上のこうした様々な事情は、内部統制論が制度的な展開を繰り広げるなかでコントロ

ール論との展開と並べてみた場合に、それらは相互に包摂し合う状況にあると捉えること

はできないであろうか、というのが本研究の基本的立場である。すなわち、制度的展開か

ら内部統制を見ると、その焦点はリスク・コントロールから利益機会へ移りかわってきて

おり、他方、コントロール論においては焦点が利益機会からリスク・マネジメントへと移

行してきており、互いの要素を包摂し合う形になってきていると言えるのではないだろう

か。そのことはまた、すでに述べた規制哲学の視点から見ても、企業組織の内外のコント

ロールのあり様の識別・区分が曖昧になってきており、このことをもってしても、本稿は

内部統制論がその制度的な展開のなかで、コントロール論と互いに包摂してきている状況

にあるのではないかと捉えているのである。 

本稿では、このように内部統制論とコントロール論が互いに包摂し合う視点から、内部

統制のフレームワークがどのように発展してきたのか、またどのように発展するのであろ

うかということについて考察している。そして、この相互的包摂によって筆者が描き出し

た内部統制論の理論的な展開が現実の方向性とどのような関係をもつのかということを考

察している。また、内部統制のフレームワークは時代の変化とともに発展していくなか

で、様々な要素を取り込むことになるが、そのように様々な要素を包摂した内部統制は果

たして内部統制と呼べるのであろうか。いわゆる内部統制が様々な機能をもつことによ

り、本来の役割が不明瞭になってきていることは明らかである。内部統制の在り方につい
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て見直しが行われている今こそ、その本源的機能に今一度立ち返る必要があると考えるの

である。そうすることによって、内部統制の本来の意義を明らかにし、内部統制の現実的

な必要性を説くとともに、現在のフレームワークのように様々な要素を取り込んでいる状

態が果たして望ましいのかどうかを検討することにしたい。 

こうした問題意識のもと、本稿では、以下、内部統制論とコントロール論との相互的包

摂の動向について検討しながら、その本源的機能を明らかにすることになるが、こうした

問題関心に関わる先行研究の成果を少し整理しておきたい。併せて、そのなかで、これま

での内部統制の概念とコントロール論の展開過程についても、本稿での目的に必要な限り

で整理しておきたい。 

 

第 2 節 先行研究 

前節でも述べたように、本稿は内部統制を会計監査論の制度的展開を詳細に跡づけてい

るのみならず、内部統制にフランスのコントロール論からも接近することになっているた

めに、そのコントロール論自体の展開についても、特にそのための章を設け、詳しく紹介

している。したがって、本研究の先行研究としては、内部統制論を始め、会計監査論、コ

ントロール論などといった領域を網羅して検討しておく必要があるが、ここでは、研究論

題に関わる本論考の目的に関連する限りで、重要と思われる先行研究を取り上げることに

したい。そこで以下では、本研究論題との関わりで、そこでどのようなことが議論されて

きたのかを検討しておきたい。 

さて、鳥羽(2007)は制度・理論的側面から内部統制の研究を行っており、マネジメン
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ト・システムと内部統制の関係についてまとめており、内部統制に焦点を当てることによ

って、経営という枠組みでは明確ではなかったコントロールという概念の内容が浮き彫り

になると述べている。また、柿﨑(2005)は法的側面から内部統制の展開についてまとめて

おり、本稿でも詳細に考察するように、内部統制の概念が拡大してきている様子を描いて

いる。要するに、鳥羽(2007)においても柿﨑(2005)においても、内部統制が経営・管理上

の仕組みを取り入れながら、さらに広い概念として理解されるようになってきたことを示

しているのである。 

言うまでもなく、COSO「内部統制」(1992)の発展形態としてCOSO・ERM(2004)が取

り上げられるのだが、このCOSO「内部統制」(1992)からCOSO・ERM(2004)へと発展す

ることよって、内部統制が価値を創造するものへとその機能を変化させるものとなってい

ると考えられている。また、内部統制がもつリスク・マネジメントとしての役割について

は様々な論考で言及されてきているが、COSO以前から内部統制のリスク・マネジメント

機能については触れているものもある。例えば、リスク・マネジメントの古典的テキスト

であるWilliams and Heins(1976)によれば、内部統制とは「会計士を直接リスク・マネジ

メントに巻き込むものである」とし、その過程を「一従業員の作業が別の課業をしている

もう一人の従業員によって自動的に照合され、牽制されて、どちらの側に不適正または非

能率な作業があっても発見される組織と手続きとを必要とする」と述べている4。すなわ

ち、この時点では、内部統制がマイナスの影響を与えるリスクを低下させるものとして位

                                                      
4 Williams and Heins(1976),p.45. 邦訳(1978),49 頁。 
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置づけられていたことが理解される。 

しかし、COSOからERMのフレームワークが公表されると、杉野(2007)はリスク・マ

ネジメントが内部統制の付加価値を高めるものであること主張し、ここでも内部統制が

ERMへ発展したことで内部統制に価値を提供する機能が加わったと考えられている。加え

て、矢野・堀口(2008)においても同じく、COSO・ERM(2004)とそれまでのリスク・マネ

ジメントの大きな違いとしては、その目的の1つに企業価値創造がある点を挙げており、

これらの幾つかの研究からも、COSO・ERM(2004)が価値創造の機能を有していると考え

られていることが理解されよう。 

さらに、上原(2011)は端的に企業の持続的発展が重要視されるなかで企業の管理体制を

「コンプライアンス」、「内部統制」、「ERM」、「CSR」の４段階に分け、法令順守と

いう義務的体制から内部統制、ERMを経て、最終的にCSRへと移行する流れを示してい

る。このように、そもそもマイナスの側面にしか焦点が当てられていなかったCOSO「内

部統制」(1992)は、COSO・ERM(2004)が公表されたことを受けて、利益機会というプラ

スの側面も取り上げられるようになったというのである。さらに、内部統制がCSR活動を

包摂するような方向へと舵をきることで、企業内部におけるリスクのみならず、外部リス

クまでをもその視野を拡大していくようになってきたことが理解されよう。 

一方で、コントロール論の核をなすと考えられるマネジメント・コントロール・システ

ム(Management Control System：以下MCSとする)に関する研究では、財務的な利益を

向上させるコントロールのみならず、それと並行して今では、企業のCSR活動を促進する

コントロールの研究が盛んに行われる傾向にある。例えば、Durden(2008)はニュージー
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ランドの食品製造業者を対象に、MCSにおいて財務的業績の測定と評価に加えて、環境と

社会の側面がいかに測定・評価されているかの実証研究を行っている。また、Riccaboni 

and Leone(2010)では、P＆G社のイタリア支社を対象に、MCSがサスティナビリティを

遂行するためにどのように機能しているかを研究している。その他にもNorris and 

O’Dwyer(2004)では、イギリスの小売業社を対象にCSRの達成に向けてマネジャーを動機

づけるMCSの実態を明らかにする研究を行っている。日本企業に対しても、細田他

(2013)などによって、CSR活動を促進するMCSの研究が盛んに行われている。 

このように、MCSのCSR的側面を重視した実証的または理論的研究はこの約十年の間に

多数なされるようになってきたことから、企業でのMCSの機能やあり方がこれまでと大き

く変わってきている様子が窺える。とりわけ、コントロールの結果として、財務的業績の

みならず環境や社会への影響を考慮した社会的業績の向上が鋭意意図されているのであ

る。このことから、一般的な傾向として、これまでのMCSがもっぱら利益機会を追求して

いたのに対し、近年のMCSでは環境や社会など企業の外部のリスクまでも念頭に置いたシ

ステムへとその在り方を変化させる方向へと向かっていると言える。 

以上のように、内部統制論は相対的にリスク・コントロールから利益機会へ、一方、コ

ントロール論は利益機会からリスク・マネジメントへとその重点を徐々に移動させつつあ

ると考えられる。この動きをもって、内部統制論とコントロール論は互いに包摂しつつあ

ると考えられないであろうか。もっとも、両者の変化がまったく対照的な動きをしている

という訳ではない。また、両者における利益機会やリスクの内実が全く同じものというこ

とはできないということは言うまでもない。しかしながら、歴史的かつ比較の視点からこ
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れを眺めると、確かに、そこに、事実として内部統制論とコントロール論は互いに包摂し

つつある事態は確認できそうなのである。本稿はまさにその点に注目し、研究課題として

いる。 

これまでに、内部統制論とコントロール論を同時に取り上げ、その変化の様子を比較検

討し、そこに両者の相互的包摂のプロセスを見ようとする研究はまだほとんど見受けられ

ない。すでに見たように、内部統制からERMへ、そしてさらに社会的リスクを考慮するリ

スク・マネジメントについての研究の1つとして、サスティナビリティ・リスク・マネジ

メント(Sastainability Risk Management：以下SRMとする)といった概念が出てきてい

るのは確かである5。しかし、それらにおいても、内部統制論とコントロール論との関係と

いった取り扱い方ではないし、ましてやそこに相互的包摂のプロセスを見出すといった方

法・視点はほとんど見られない。 

したがって、本稿では内部統制を歴史的・制度的視点から詳細に跡づけたのち、その内

部統制の展開過程に今度は比較の視点からコントロール論を対峙させて、両者のあり様を

検討することになる。次いで相互的包摂のプロセスのなかで両者がどのように変容するこ

とになるのか、そしてまた、とりわけ変容した内部統制がどのような役割を担っていくの

かを明らかにしていくことを目的としている。そのうえで、制度的展開とコントロール論

との比較の視点から内部統制の展開を分析することで、内部統制とは何か、その本源的な

役割を明らかにし、内部統制を行うことの意義を明示することが本論考の最終的な目的で

ある。 

                                                      
5 例えば Dan and Kenneth(2009); Aziz et al.(2015)など。 
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第 3 節 論文の目的と構成 

前節の終わりに示した通り、本稿の目的は、まずは歴史的な視点から内部統制の制度的な

展開過程を詳細に検討し、併せて、比較の視点からその内部統制論とコントロール論を対峙

させる。次いで、そのことによって、両者が互いに包摂し合っている様子が描き出されるが、

それは両者が外延的にその機能を拡大することになっていることを明らかにする。そして、

最終的には、両者の外延的な機能の拡大がどのような意味内容をもつのかを問いつつ、特に

歴史と比較の視点から考察を加えることによって、内部統制の変わることのない本源的な

役割を明らかにすることが本論考の目的である。 

以上のことを踏まえ、本稿は以下のような構成をとる。本稿の全体的な構図は図表 0-1 に

示す通りである。 

 

図表 0-1 本論文の全体の構成 

(出所)筆者作成 
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本稿では、まず、COSO「内部統制」(1992)から COSO・ERM(2004)へ展開していく過

程を明らかにする。そもそも内部統制はなぜ出現したのか、内部統制は何のために存在して

いたのか。そして COSO「内部統制」(1992)の生成にはどういった意義があるのかについ

て、歴史的な制度の視点、規制哲学およびコントロール論の視点から解明する。そのため第

1 章では、まず歴史的観点から内部統制の制度的な発展プロセスについてアプローチする。 

もともと内部統制は、公認会計士が行う外部会計監査を支えるシステムであった。これに

は次の様な理由があった。つまり、時代の流れとともに経済と企業の規模が拡大することに

よって、それまで財務諸表の監査業務においてすべてを「精査」していたが、これが事実上

不可能になったことが原因であった。監査を行うにあたって「精査」をする代わりに、内部

牽制システムを前提として、監査対象の一部を抜き取って検証する「試査」が実施されるよ

うになったのである。そういったことから、この内部牽制システムが内部統制の始まりであ

ったということができる。さらに、次第に企業の規模が拡大し、組織も複雑化することで、

内部監査の対象である内部牽制システムの信憑性が独自の問題として抽出され、監査のた

めの評価対象としての「内部統制概念」と企業の組織コントロールとして求められる「内部

統制概念」にずれが生じてきたのである。 

このように、「内部統制概念」にずれが生じてきたのは、COSO が統合的フレームワーク

を公表するまで「内部統制の定義ないし枠組み」がなかったためである。 

第 2 章では、COSO「内部統制」(1992)が公表されたことを受けて、わが国ではどのよ

うな影響がもたらされたのかを明らかにする。とりわけ、会社法などの法制度においてどう

いった形で「内部統制」が取り扱われているのかに焦点を当て、我が国における内部統制制

度の現状について解説を加える。 

次に第 3 章では、この COSO の統合的フレームワークがコーポレート・ガバナンス 6を

                                                      
6 吉野(2012b)によれば、コーポレート・ガバナンスは、(ⅰ)株主を中心とするステークホルダーが経営
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契機として生成してきた経緯について検討している。つまり、第 3 章では、COSO「内部統

制」(1992)がそれまでの会計監査論における内部統制の枠を越え、一方でマネジメント・

プロセスから導出されながら、他方でそのプロセスに影響を与える形で生成してきた事情

を明らかにする。とりわけ、「内部統制」が 1990 年代にコーポレート・ガバナンスを契機

として生成してきた理由を、特に M. Power の理論(特に規制哲学の理論)に基づいて明らか

にする。つまり、内部統制が会計監査という枠を越え、それから概念的に独立する形で新た

な「内部統制」概念が構想されてきたプロセスを明らかにしている。特に、新自由主義的 7

な政治経済的理念の下で規制緩和・構造改革などが進められ、自由をもたらすはずの自律性

がかえって規律を生み出し、自省的に組織が「内部を外部化 8」することによって「内部統

制」が生成されてきた事情を明らかにする。 

さて、以上から、組織が「内部を外部化」することで、COSO「内部統制」(1992)がそれ

までの内部統制とは異なる仕組みであることが示されることになったが、第 4 章では、「内

部統制」において、コントロール論、とりわけマネジメント・コントロール論から検討を加

える。そこでは「内部統制」とマネジメント・コントロールが重なり合う部分が多いことが

明らかになる。なぜならば COSO「内部統制」(1992)はマネジメント・プロセスからコン

トロールと監査の要素と考えられる要素を引き出して形成されているからである。それで

は、マネジメント・コントロールと「内部統制」はどのように異なり、またどのような関係

にあるのであろうか。第 4 章では、1990 年代初期のコーポレート・ガバナンスの隆盛を契

機とした「内部統制」がマネジメント・コントロールといかに異なり、またどういった関係

                                                      
者を統制する側面(経営者の監視・監督)に視点を置いた「狭義」のものと、(ⅱ)経営者を統制するととも

に、さらに広くリスク管理を含む企業の内部管理体制全般、経営者による業務執行管理全般をも包含し、

企業活動全般を意味する「広義」のものの 2 つに分けられる。本稿では、経営者と企業の内部管理体制を

別にして検討しているため、狭義の定義をとることとする。 
7 新自由主義について Harvey(2005)は「何よりも、強力な私的所有財産権、自由市場、自由貿易を特徴

とする制度的枠組みの範囲内で個々人の企業活動の自由とその能力とが無制約に発揮されることによって

人類の富と福利が最も増大する、と主張する政治経済的実践の論理である。」と説明している(p.2)。 
8 組織の「内部を外部化」するという意味内容については第 3 章で説明する。 
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にあるのかについて検討している。少し結論を先取りすれば、この関係とは、株主や取締役

会がマネジメントに対する視点を強めることによって、いわゆるマネジメントに対するガ

バナンス機能を果たすことを意味している。つまり、COSO「内部統制」(1992)は、会計監

査の枠をこえて、財務諸表監査のための内部統制から独立した新たな仕組みとして出現し、

それまでの経営者の視点に加え、ガバナンスの視点をも加味した仕組みとなっているので

ある。また、ここで注目すべきは、COSO「内部統制」(1992)のフレームワークが示された

ことで、マネジメントという枠組みでは必ずしも明確ではなかったコントロールの概念の

内容が、「統制目的」と「構成要素」という両視点の結合によって浮き彫りになり、その結

果マネジメントを見つめる視点を一段と広く、そして厳しくすることができるようになっ

ているのである 9。しかしながら、マネジメントを見る目が広く、厳しくなったとしても、

不正問題が収まることはなかった。そこで、COSO は 1992 年に公表した統合的フレームワ

ークを基盤として 2004 年に ERM のフレームワークを公表することになるのである。 

次の第 5 章では、この COSO・ERM(2004)がどのように構成され、機能するのか、その

中身を詳細に検討する。つまり、COSO「内部統制」(1992)の構成要素である「リスクの評

価」に COSO・ERM(2004)において「リスクへの対応」が加わり、また目的に「戦略」が

加わることで、COSO・ERM(2004)が COSO「内部統制」(1992)とどう異なってくるのか

ということを検討する。また、COSO・ERM(2004)によって全社を通したリスク・マネジメ

ントの視点が加わることで、COSO「内部統制」(1992)を基盤にした COSO・ERM(2004)

がいかに価値を創造する方向に向かったのかを検討する。要するに、第 5 章では COSO・

ERM(2004)を介して、「内部統制」はリスクの視点から利益機会を最大化し、価値創造に結

びつけていくことが可能になる事情を明らかにするのである。このことから、第 5 章では

COSO・ERM(2004)が「内部統制」を基礎としながら価値を創造することによって、「内部

                                                      
9 鳥羽(2007),119 頁。 
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統制」が COSO・ERM(2004)を介して企業にとってプラスに働く仕組みとなっていること

を示すことにしたい。 

以上のように、COSO「内部統制」(1992)はそれまでの内部統制とは異なり、マネジメン

トを見つめる視点をより広く、一層厳しい目で見ることができるようになっているのであ

る。そして、この COSO・ERM(2004)を介して「内部統制」は、全社的にリスク・マネジ

メントを行うことにより価値を生み出し、企業に長期的に貢献することが可能な仕組みへ

変貌したことが明らかにされている。ここにおいて「内部統制」が形を変えて、価値創造の

機能をもつ「内部統制」として出現したことが示されるのである。 

しかしながら、近年において、企業経営はただ企業価値を上げるだけではなく、CSR に

注目し、それを実践的に事業戦略に組み込むことで、多様なステークホルダーに利益をもた

らしながら企業価値を向上させるような積極的な CSR 活動を行う企業も増えてきている。

これを本稿では「CSR 戦略コントロール」として、この領域でのフランスの理論的成果と

具体的実践を紹介する。 

それゆえに、企業もただ短期的な利益を追求する株主志向のコントロールから、長期的

で持続可能な発展に重きを置くような、CSR活動を戦略に包含するようなコントロールへ

と移り変わってきているのである。コーポレート・ガバナンスにおいても、株主志向の閉

ざされたコーポレート・ガバナンスからステークホルダー志向の開かれたコーポレート・

ガバナンスが求められるようになってきている。このようなコントロールの変化に直面す

るなかで、マネジメントやガバナンスの機能を備えるCOSO「内部統制」(1992)はどのよ

うな影響を受けるのであろうか。さらに、COSO「内部統制」(1992)の発展形態である

COSO・ERMの統合的フレームワークは、この状況下でどのように捉えられるのであろう

か。 
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第6章では、後の内部統制論とコントロール論とが相互に包摂し合う動きを捉えるため

に、上記のコントロールの変化について取り上げ、特に北米モデルのコントロールと社会

的コントロールの比較検討を行う。ここで北米モデルのコントロールとは、すなわち短期

的利益を追求し、財務面を重視するコントロールである。このコントロールは財務的な利

益を獲得することに重点を置いている。一方で社会的コントロールとは、前者のコントロ

ールとは異なり、株主や経営者のみならず、企業の従業員やその他の利害関係者も重視し

ている。これは時代が進むにつれて企業も財務的利益のみならず、環境や社会を考慮しな

がら事業活動を行っていかなければなくなってきたことが背景としてあげられる。環境や

社会における問題をステークホルダーと協力しながら解決していかなければならないので

ある。そして、このコントロールの下では、長期的で持続可能な将来ビジョンを生み出

し、育み、価値を創造し、それを利害関係者全員と分け合っていくことが目標とされるの

である。このように、時間の経過とともに社会的コントロールが台頭してきたことによ

り、いくつかのグローバル企業においても社会的な利益と経済的な利益を同時に追求する

ようなCSR戦略コントロールが行われるようになってきた。すなわち、利益機会を追求す

るコントロールから、同時にリスク、さらに社会的なリスクも考慮する流れへと移行して

きているのである。 

そこで、第7章では実際にCSR戦略コントロールに取り組んでいる企業であるダノン社

とラファージュ社(現在はラファージュホルシム社となっている)の事例を取りあげ、それ

以前のコントロールとどのように異なるのかを明らかにする。そして、CSR活動への取り

組みが先進的である欧州企業のコントロールに詳しいA.C. Moquet(パリ東クレターユ大
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学)の研究を手掛かりとして、CSR戦略がマクロレベルからミクロレベルへ浸透していく

過程を分析する。 

このようなコントロールの変化は、当然のこととしてマネジメント・コントロールの要

素を包含している内部統制にも影響を与えることになるであろう。すなわち、内部統制の

統合的フレームワークはCSR戦略コントロールの一助になり得るのではないかと考えるの

である。 

このように内部統制とコントロール論とが相互に包摂し合うなかで、COSO・

ERM(2004)は将来的にはCSRを考慮したものへと発展していくのではないか。そのため本

稿では、内部統制が伝統的で短期的な利益を追求するような、またリスク・マネジメント

の側面を重視するようなものではなく、コントロール論と包摂し合うことで、CSR戦略コ

ントロールの影響を受けた、長期的で持続可能な発展を志向するフレームワークへと変わ

っていく必要性があると考えている。 

このため第8章では、第2章から第7章までの議論を踏まえ、内部統制論とコントロール

論とが相互に包摂するなかで、内部統制がCOSO・ERM(2004)から論理的に今後さらにど

こへ向かうのかを示唆する。併せて、2017年に新しく公表されたCOSO・ERMのフレー

ムワーク(COSO・ERM(2017))を検討し、CSR活動を考慮したERMがどのようなものに

なるのかを明らかにする。 

ここでも少し結論を先取りして言うならば、COSOはWBCSD(持続可能な発展のための

世界経済人会議)とともに環境や社会を考慮したERMの『ガイダンス』を公表しており、

内部統制論とコントロール論が相互に包摂し合った結果、ERMはCSRを考慮するフレーム
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ワークへと方向を決めているのである。要するに、本稿で考察した研究成果に基づくなら

ば、上記『ガイダンス』が提案した構図が論理的に求められることが明らかになったとい

うことである。 

最後に、終章では全体を総括し、内部統制論とコントロール論の相互的包摂の様子を踏

まえた上で内部統制の本源的機能を明示し、今後の課題を示すことにしたい。 
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第 1 章 会計監査論における内部統制の意義 

 第 1 節 はじめに 

本章では、会計監査論において内部統制という概念が出現してきた理由を明らかにする

ところから始めてみたい。 

もともと内部統制という概念はどこから出てきたのであろうか。内部統制概念は、企業の

会計監査の歴史とともに変遷してきたと言っても過言ではない 10。19 世紀後半において、

監査の目的は経営者、出資者のためのものであり、従業員の不正を発見・防止することであ

った。そのために、当初、内部統制は内部牽制として現れ、会計不正を防止するという意味

で後ろ向きであった。のちに見るように、それが次第にマネジメントを支援するという意味

で前向きになってくるのである。ともかくも、内部統制概念の発展の経緯を追うことで、会

計監査論において内部統制概念が変化してくる事情を明らかにしよう。もっとも内部統制

の仕組みが導入されるにもかかわらず、実際に不正が発生し続けてきたことと、そしてその

不正のたびに対策を講じてきたことで、内部統制の概念が徐々に変化することになること

を示すのが本章の目的である。 

そこでまず、次節では、いかにして内部統制概念が会計監査論の領域から出現し、どのよ

うに変化してきたのかを検討する。当初、会計監査論においては、内部統制は内部牽制とし

て現われたが、現在の内部統制については、一般に COSO の「内部統制」が基礎的な概念

として広く受け入れられている。この COSO「内部統制」(1992)の生成についての本質的

な議論については、Power の研究業績に依拠しながら第 3 章で詳述することにして、本章

では後の議論に必要な限りで、内部統制の歴史的な生成と展開のプロセスについて書き留

                                                      
10 柿﨑(2005),10 頁。 
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めておきたい。 

 

第 2 節 会計監査論における内部統制概念の変遷 

本節では、まず、財務諸表監査の視点から内部統制の歴史的展開を検討する。今日、世界

的に浸透している内部統制の概念は、 COSO によって公表されたものである。しかしなが

ら、それ以前にも内部統制の概念は存在しており、時代の流れとともにその概念は変化して

きた。では、内部統制の概念はどういった経緯のもとに生成し、形成されてきたのであろう

か。そこで、内部統制概念の形成の歴史を概観した上で、COSO「内部統制」(1992)出現の

事情について検討することにしたい。 

 もともと内部統制は、発生史論的には内部牽制を母体とし、それが発展・拡大された概念

である。では、そもそも、内部牽制という用語はいつ頃でてきたのだろうか。鳥羽(1983)に

よれば、内部牽制という用語は、19 世紀に出版された監査書ではまだ、ほとんど見受けら

れなかったと言う 11。しかし、19 世紀末になると、米国では、資本と経営が必ずしも分化

していないなかで、資本家(経営者)が従業員の会計的不正や誤謬を摘発し、資産を保全する

目的で、外部の会計士に監査を依頼する形が一般的になっていった 12。つまり、この頃の監

査というのは、経営者の直接的監視を補足するために行われていたのである。 

その後、19 世紀末から 20 世紀初頭にかけ、国際的な貿易の拡大や技術革新の加速化 13を

背景に世界経済が急速に成長するなかで、企業規模が拡大していった。それに伴い、内部統

制の仕組みも変化してきた。企業が拡大していくと、経営者の直接的統制では企業を律しき

                                                      
11 鳥羽(1983),261 頁。 
12 松井(2011),4 頁。 
13 増山(2002),16 頁。 
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れなくなり、また、貸借対照表監査では、精査の実施が困難になった。そこで、企業内部に

内部牽制システム 14を構築して、これに会計的不正や誤謬の防止・摘発および会計手続の準

拠性の確保に関する第一次的統制が委ねられるようになったのである 15。しかし、内部牽制

システムが存在するからといって、そのシステムが必ずしも機能しているとは限らない。内

部牽制システムが継続的に運用されているかを検査し、それを評価する機能として「内部監

査」が生まれてくることになるのである 16。 

このように、20 世紀に入るまで内部牽制という用語は一般的に認識されていたものでは

なかったということが窺える。再び鳥羽(1983)によると、内部牽制に初めて的確な認識を

与えたのは、モンゴメリーであると言われている 17。1912 年の『モンゴメリーの監査』で

は、内部牽制と内部監査との関係について、良好な内部牽制が存在する場合には、監査人が

精査することは期待されないし、また、すべきではないと述べている 18。つまり、19 世紀

初頭において、監査人の間では、内部牽制とは、それが良好であればすべての取引を検査、

すなわち精査する必要はないもの、という理解が一般的であったのである。さらに、内部牽

制は、記帳事務の分掌化を通じて、会計数値の正確性を確保する会計上の手段として捉えら

れていた。このことから、内部牽制は、外部監査の立場から認識され始め、その内容も、外

部監査が必要とする範囲に限られていたと理解できる。そして、企業規模の拡大によって実

施困難であった貸借対照表監査の精査も、内部牽制システムと内部監査の構築により、試査

                                                      
14 ここでの内部牽制システムとは、1 つの取引に複数の人が関与するようにして、お互いの行為をチェッ

クさせるシステムである。 
15 松井(2011),5 頁。 
16 松井(2011),5 頁。 
17 鳥羽(1983),261 頁。 
18 Montgomery(1912),p.82. 鳥羽(1983), 261 頁。 
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の方法がとられるようになっていったのである。 

 上述したように、19 世紀末から 20 世紀にかけて急速に経済が成長したことで、株式市場

からの資金調達が増加し、資本家所有の株式の細分化が起こり、この過程で経営と所有の分

離がさらに進んでいくことになった。出資者が株式会社に出資するかどうかの判断をする

ために、信頼にたる会計制度と、自社の経営内容に関わる情報を開示する制度であるディス

クロージャー制度が発達していった。その一方で、自らに対して多大な富を提供することし

か考えない経営者が現れてくるのである。その結果、会社の会計情報が隠蔽され、また、公

表されている情報も誤表示であったり、情報操作がされるようになった。加護野他(2010)

によれば、これが後の 1929 年に起きる大恐慌へ繋がっていったという 19。従って、会計情

報の操作が行われているということは、監査機能が脆弱していたと解釈できる。また、当初

の内部牽制の目的が従業員の不正・誤謬の発見、防止であり、経営者に矛先が向いていなか

ったことも原因であると考えられる。この大恐慌を契機として、1933 年に証券法が、1934

年には証券取引所法が制定された 20。そして、証券取引所法に基づいて設定された証券取引

委員会(Securities and Exchange Commission：以下 SEC とする)によって、企業のディス

クロージャーと会計士の監査は規制されるようになるのである 21。 

 しかし、その後も粉飾決算は収まることなく、1938 年にはマッケソン＝ロビンス会社事

件 22が発覚することになる。この事件をきっかけに、社会全体で監査の信頼性が問題になり、

                                                      
19 加護野他(2010),288 頁。 
20 岡嶋(2018),12 頁。 
21 岡嶋(2018),22-24 頁。 
22 この事件は、架空仕入や架空銀行を用い、架空資産を計上していた事件である。詳しくは SEC(1940),
邦訳(1998),1-7 頁を参照されたい。 
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内部統制組織をチェックし、その範囲での監査結果を監査報告書に記載することが要求さ

れるようになった。すなわち、監査手続きが拡張され、法定監査が強化されたのである。 

 1940 年代に入ると、監査書において内部統制という用語が積極的に用いられるようにな

り、内部統制に対する世間の関心が大きくなっていったことがわかる 23。しかし、関心が大

きくなったといっても、内部統制に対する概念的理解が確立されていたというわけではな

かった。この時点で内部統制はまだ、依然として内部牽制の域を脱していないものとして理

解されていたのである 24。 

 しかしながら、その後の内部統制は内部牽制の域を越え、その定義を拡大させていくこと

になる 25。1949 年に、米国会計士協会(American Institute of Accountants：以下 AIA と

する)が特別報告書で、「内部統制」を「企業の資産を保全し、財務資料の正確性と信頼性を

検討し、さらに経営効率を高め、定められた経営方針の遵守を促進するために、企業で採用

された組織計画及び調整方法と手段をすべて含むもの 26」と定義した。ここに、それ以前と

比べて内部統制が広義に定義されるようになった。つまり、内部統制が管理統制をも含み、

内部牽制の域を脱したことがわかる。AIA の特別報告書における「内部統制」の定義から、

「管理統制 27」が、「経営効率を高め、定められた経営方針の遵守を促進するために、企業

で採用された組織計画及び調整方法と手段を全て含むもの」と捉えることができる。また、

                                                      
23 鳥羽(1983),271 頁。 
24 鳥羽(1983),271 頁。 
25 本稿において、米国における内部統制の歴史的展開については、とりわけ以下の邦語文献を参照した。

小西(1996)、千代田(1998)、柿﨑(2005)。 
26 AIA(1949). 千代田(1998),352-353 頁。 
27 AIA の特別報告書において「管理統制」は、「administrative control」となっているが、そこでの定義

からすれば、第 4 章で述べることになる「マネジメント・コントロール」とほとんど同じ意味と考えてお

いてそれほど問題はないであろう。しかし、両者の関連についての詳細な分析は今後の課題としておきた

い。 
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内部統制に対する理解が「会計監査のための内部統制」から「経営者のための総合的管理方

法・手段としての内部統制」へと発想が転換されていったことが読みとれる。 

このように定義を拡大した背景には、もともと監査人の主な関心は資産の保全および会

計記録の信頼性にあったため、実務上発展しつつある経営管理的側面を認識させることが

求められた事情があった。広義の内部統制概念を採用し、監査人の関心との調整を意図して

いたことが挙げられる 28。このように、内部統制概念は、発展する管理統制に監査人が対応

するようにその概念を発展させる必要があったのである。 

以上で示した通り、監査人の評価対象である内部統制の範囲が広がることで、会計記録や

財務諸表の虚偽表示につながる可能性がある不正等の発見が容易になり、「財務諸表の適正

性」の表明に対する信頼性は高まると考えられたのである。つまり、監査人の対象が管理統

制に及ぶことが、不正等の発見に役立ち、結果として監査人の「財務諸表の適正性」への表

明が信頼性を増すようになっていると捉えることができるのである。しかしながら、ここで

確認しておかねばならないことは、確かに、内部統制概念が管理統制に対応するようになっ

ていったが、この状況からはまだ、内部統制が財務会計のための仕組みとして強調されてい

ると言えるということである。 

 とはいえ、当時の内部統制の評価方法は必ずしも明らかではなく、監査費用や時間も限ら

れており、現実的な制約があることも否めなかった 29。そこで、その後の監査基準書

(Statement on Auditing Standards：以下 SAS とする)における内部統制概念の変遷は、

                                                      
28 柿﨑(2005),13 頁。 
29 柿﨑(2005),13 頁。 
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いわば公認会計士監査の監査証明責任を画する基準として求められる明確性の要請と、他

方、企業の実態的側面を把握するための内部統制評価の要請との間の攻防によって展開し

ていくのである 30。その様子を明らかにするためには、内部統制概念の展開について、米国

公認会計士協会(American Institute of Certified Public Accountants：以下 AICPA とする)

における内部統制概念の展開を跡づける必要がある。 

1958 年の監査手続書(Statement on Auditing Procedure：以下 SAP とする)29 号 31「独

立監査人による内部統制のレビューの範囲」では、監査人の内部統制に対する評定責任を明

確化するため、「会計統制」と「管理統制」を区分している 32。SAP29 号では、「会計統制」

を「資産の保全および財務諸記録の信頼性に直接的に関連する組織計画および方法・手続」

と定義し、他方「管理統制」を「主に経営効率の増進および経営方針の遵守に関連し、また

通常財務記録に間接的にのみ関連する組織計画および方法・手続き」と定義している 33。こ

のように、内部統制の概念を「会計統制」と「管理統制」に明確に区別している。その上で、

監査人は、原則として「会計統制」を評価し、他方の「管理統制」については評価する必要

がないとした 34。このようにして、監査人の評定責任を明確にしたのである。つまり、この

ときの監査人には内部統制のなかでも「会計統制」の評価にのみ責任があり、「管理統制」

については責任がなかったことがわかる。 

 柿﨑(2005)によれば、1963 年の SAP33 号 35「監査基準および監査手続」では、SAP29

                                                      
30 柿﨑(2005),13 頁。 
31 AICPA(1958). 千代田(1998),353-354 頁。 
32 柿﨑(2005),13 頁。 
33 柿﨑(2005),13 頁。 
34 柿﨑(2005),13 頁。 
35 AICPA(1963). 小西(1996),1-29 頁。 
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号の流れがそのまま引き継がれたが、「会計統制」と「管理統制」の区分が不明確になり、

監査人はどちらも考慮しなければならない場合が増加したと言う 36。監査において、「管理

統制」を含めて「会計統制」と捉えざるを得なくなったと言える。その結果、監査人の評価

責任を明確化するために、一度はその範囲を限定したものの、再び、より広義の「会計統制」

概念の工夫が求められ始めたのである 37。このように、「会計統制」概念へ工夫が求められ

たことで、その概念は以下のように変化していくのである。 

 1971 年の SAP49 号 38「内部統制報告書」では、監査人が財務記録の信頼性に関して重要

であると判断した「管理統制」に関しては「会計統制」に含まれることを明示しており、こ

れをより広義の「内部会計統制」という用語で表したのである 39。すなわち、監査人が財務

諸表監査で評価責任があるのは、「内部会計統制」であり、SAP29 号の「会計統制」と「管

理統制」を区分する姿勢をとりながらも、その「管理統制」の範囲は監査人の判断によって

決まるようになったのである。このようにして、広義の内部統制概念の実質を「内部会計統

制」概念に含めるように取り組んでいたことがわかる。しかし、監査人の「管理統制」の範

囲を「会計統制」に含めるかの判断を監査人が担うことで、その責任が明確化されたとは考

えにくい。現に、柿﨑(2005)によるならば、「管理統制」と「会計統制」の範囲の明確化は、

企業のコンピュータの導入や情報システムの発展も原因としてあるが、その区別は一層難

しくなっており、他方で、監査人の責任範囲の明確化の要請も十分に解決されたものではな

                                                      
36 柿﨑(2005),13 頁。 
37 柿﨑(2005),14 頁。 
38 AICPA(1971). 小西(1996),159-162 頁。 
39 柿﨑(2005),14 頁。 
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かったのである 40。 

 そこで 1972 年に AICPA は、SAP54 号 41「監査人による内部統制の調査および評価」で、

「管理統制」と「会計統制」の明確化を図るため、内部会計統制を企業の「取引過程」と関

連づけて捉えた。つまり、ここでの「管理統制」とは、経営意思決定過程に関連する組織計

画並びに手続きおよび記録において経営者の承認を必要とするものを含んでおり、こうし

た承認は、経営者の責務として組織目的の達成責任と直接結びつくと同時に、取引に対する

「会計統制」の出発点であるとみることができる 42。 

一方で「会計統制」とは、資産の保全および財務諸記録の信頼性に関連する組織計画並び

に手続きおよび記録を含んでおり、その結果、以下の事項に合理的保証を与えるものとされ

た。つまり、第 1 に、取引が経営者の全般的または個別的承認に従って行われること、第 2

に、取引について、①一般に認められた会計原則(Generally Accepted Accounting 

Principle：以下 GAAP とする)または財務諸表に適用すべきその他の基準に準拠した財務

諸表の作成を可能にし、②資産に対する会計責任を維持することができるように記録され

ること、第 3 に、資産に対するアクセス権は、経営者の承認に従ってのみ許されること、そ

して第 4 に、資産の会計記録は合理的な期間ごとに資産の現物と照合され、両者に差異の

ある場合には適切な処置が講じられること、である 43。さらにここでの「資産の保全」から

は経営効率化に関連するものは排除され、なおかつ「財務記録の信頼性」に関しては内部管

理目的のものも排除され、外部報告目的に限るなど、その内容を会計監査に関係するものに

                                                      
40 柿﨑(2005),14 頁。 
41 AICPA(1972). 千代田(1998),355-359 頁。 
42 柿﨑(2005),14 頁。 
43 柿﨑(2005),15 頁。 
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限定する試みが積極的に加えられていたのである 44。ここで、広義の内部統制概念は排除さ

れ、監査人の監査対象が限定的になったことが窺える。 

また、この SAP においては、「内部会計統制」に対する一般的評価は、監査人が監査手続

を限定する範囲を決めるためには必ずしも有用ではないとの立場をとっていたため、特定

の種類の取引とそれに関連する資産に特有なタイプの誤謬や不正に焦点が当てられ、それ

らに対する統制を強調するものとしたのである 45。このように、SAP54 号にみられる内部

統制概念が、これまでの内部統制概念のなかで最も限定的なものとされることがわかる。こ

の背景として柿﨑(2005)が挙げているように、監査人の責任限定の要請の高まりが考えら

れる。すなわち、責任の範囲が曖昧なために、監査人がどこまで責任を負うかが不明確であ

り、それをここで限定的にすることで、その責任範囲がより明確化すると考えられたのであ

る。 

 しかし、監査人の責任範囲を明確化したからといって、不正の問題が解決するわけでは

ない。その後も深刻な不正が発生し続けたのである。そして、不正が起こればその対応策

を考えなければならない。そこで、1977 年に海外不正支払防止法(Foreign Corrupt 

Practices Act of 1977：以下 FCPA とする)の会計条項(102 条)、およびそれに伴う 34 年

法 13 条の改正が行われた。これは、議会が虚偽の情報開示および企業の不祥事に敏感に

対応し、健全な内部統制の存在が、不正支出を防止する助けになるとの考えにもとづいて

制定されたものである 46。不正問題が議会で議論され、FCPA が定められるなど、より深

                                                      
44 柿﨑(2005),15 頁。 
45 柿﨑(2005),15 頁。 
46 柿﨑(2005),30 頁。 
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刻な問題として捉えられるようになってきたのである。 

また、1978 年には、AICPA はコーエン報告書 47を公表している。この報告書では、「財

務報告の信頼性」と「会社財産の保全」に果たす内部統制の役割を確認し、経営者に対して

は、内部統制の機能状況に対する言明を内部統制報告書として作成すること、また、公認会

計士に対しては、内部統制報告書の信頼性の保証に関与することを提言した 48。ここで、内

部統制に対する経営者や公認会計士の責任や役割が明確化されている。 

 このようにして FCPA の制定や SEC の規則提案とともに、SEC の内部統制規定に基づ

く法執行の展開などを通じて、経営者の不正・違法行為に対する企業の対応について、次第

に関心が寄せられるようになっていったと考えられる 49。その一方で、その関心に対処でき

るだけの企業内の内部統制の全体的整備が進展していたとは言い難く、監査人は、自分たち

が行う職務の基礎となる内部統制の不備と、彼らに寄せられた期待との間のギャップに直

面し、それに応じて社会が要請する広範な監査目的を達成するために、従来の限定的な監査

基準の見直しが迫られることになったのである 50。つまり、深刻な不正問題から、それに対

処する法令や制度が定められたことで、社会的に関心が高まり、監査人に対する要請も広範

になったことが原因となり、限定的であった監査基準が見直されることになったのである。

当初想定していた以上に、世間は監査人に期待をしていたことが窺える。 

そこで、AICPA は、SAS30 号 51「内部会計統制についての報告」において、初めて「全

                                                      
47 AICPA(1978), 邦訳(1990)。 
48 鳥羽(2007),23 頁。 
49 柿﨑(2005),90 頁。 
50 柿﨑(2005),90 頁。 
51 AICPA(1980a). 千代田(1998),364-366 頁。 



 30  

般的統制環境(Overall control environment)」の概念を SAS に導入し、それを内部会計統

制の評価にあたって考慮すべきであるとした 52。従来の基準において、内部会計統制が個別

的な手続きに限定されていたために、内部統制から除外されてその位置づけが不明瞭にな

っていたものを「統制環境」の概念に収めるとともに、さらに積極的に内部統制の会計統制

手続きの有効性に関連する諸状況の重要性を認識し、それを「統制環境」概念に含めたので

ある 53。すなわち、これによって、困難であった「管理統制」と「会計統制」との区分けが

もはや不要になったと言える。 

加えて、会計システムと内部会計統制とが、さらに明確に区分されることになった 54。会

計システムはあくまで取引処理を目的にするもので、公認会計士は取引処理、資産の取り扱

いにおいて不正、誤謬の発生のおそれがある箇所を認識する前提としてその会計システム

を理解している 55。会計システムは統制手続きが加えられる以前の取引を処理する目的のた

めのものであるのに対し、内部会計統制は一連の取引の流れを、特定の統制目的、及び特定

の統制手続に結びつけるものとされている 56。SAS30 号の公表によって、内部統制におけ

る役割、つまり、「会計監査」のための内部統制と、「経営者が経営を行う上で役立つ手段」

としての内部統制との境界線が明確になったのではないかと考えられるようになった。す

なわち、ここで「全般的統制環境」の概念が出てきたことは、大きな意義があったと言える。

加えて SAS30 号は、内部統制システムが重大な過誤または誤謬を防止または検出するのに

                                                      
52 柿﨑(2005),90 頁。 
53 柿﨑(2005),91 頁。 
54 柿﨑(2005),91 頁。 
55 柿﨑(2005),91 頁。 
56 柿﨑(2005),91 頁。 
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十分であるかについて監査人が意見を述べることを認めているのである 57。 

同年、1980 年、SAS31 号 58「監査証拠」は、監査人に対して、財務諸表の意見表明に関

連する資料の収集とその評価を要求し、さらに 1982 年、SAS43 号 59の「オムニバス監査基

準書」においては内部会計統制システムに依存する場合としない場合とにわけて、そのどち

らを採用するかを決定するために、必要最小限度の内部統制の調査と監査を別途監査人に

要求しているのである 60。FCPA(海外不正支払防止法)の制定は、企業に対して、財務諸表

の作成のみならず、資産の保全にも役立つ、より範囲の広い内部会計統制システムの整備を

要求したために、監査人の方でも、会計統制以外の側面も積極的に含めた内部統制を評価対

象としなければならなくなったのである。 

以上述べてきたように、内部統制概念は様々な変遷を繰り返してきたのだが、1980 年代

前半の SAS の改訂にもかかわらず、不正問題が収まることはなかった。結果として、企業

の倒産が相次いだことを受けて、そのさなかで不正な財務報告の原因発見とその是正のた

めの勧告を目標に掲げたトレッドウェイ委員が設置されることになったのである。そして、

1987 年に同委員会の報告書が公表された。この報告書は、コーエン委員会の立場を引き継

ぎながら、勧告の名宛人を会計のプロフェッションのみならず、広く企業関係者一般として

いた。その背景として、企業の財務報告プロセスにおける不正の問題は、監査人のみで対処

できるものではなく、財務報告プロセスに関与しているすべての者が協力しなければなら

                                                      
57 柿﨑(2005),91 頁。 
58 AICPA(1980b). 柿﨑(2005),91 頁。 
59 AICPA(1982). 千代田(1998),367 頁。 
60 柿﨑(2005),91 頁。 
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ないとの理解が基本にあったのである 61。内部統制においては、とりわけ、SAS が用いて

きた「内部会計統制」ではなく、「内部統制」という用語を用いており、経営者に要請され

る内部統制の構築にも、統制環境、倫理規程、職務遂行能力、監査委員会、及び内部監査部

門の重要性がより強調されたものとなっている 62。ここに、一層、内部統制の概念がその範

囲を拡大させていることがわかる。また、不正問題を解決するための糸口として、統制環境

や倫理規定、職務遂行能力を重視していると言える。 

このように、会計監査論における内部統制概念は以上のような変遷を辿ってきたのであ

る。つまり、内部統制は当初、不正を防止することで生まれたが、次第に国際的な貿易が拡

大し、技術革新が進展するなかで世界経済が成長するとともに、内部統制概念はその範囲を

拡大させた。その一方で SAS においては、監査人の評価責任の明確化のために内部統制概

念は限定的になった。しかし、監査人に対する期待が高まったことや、一向に収まることの

ない不正問題に対して、「統制環境」の概念が加わり、さらに、会計プロフェッションのみ

ならず、財務報告プロセスに関わるすべての者に対しても勧告を行うようになった。そして、

その後トレッドウェイ委員会が設置され、同委員会の要請によって、COSO がフレームワ

ークを公表し、新しい内部統制概念が生成することになったのである。ここに、内部統制概

念自体の拡大と、それに取り組む対象が拡大していったことがわかる。加えて、内部統制概

念の変遷において、法的にも強制力をもつようになってきたことで、より重要度が増してい

ることが理解できる。 

                                                      
61 鳥羽(1991),14 頁。 
62 The National Commission on Fraudulent Financial Reporting(1987). 邦訳(1991),28-29 頁。 
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つまり COSO「内部統制」(1992)はこのようにして誕生し、広く社会に浸透していった

わけだが、COSO「内部統制」(1992)を説明する上で鍵となってくるのが「委託受託関係」

である。 

委託受託関係とは、文字通り受託者と委託者の関係を指す。そして受託責任とは、受託者

たる経営者(代表取締役社長)が委託者に対して負っている、委託受託関係を基礎にして生

ずる出資財産にかかる経営責任を総称する概念である 63。つまり、受託者である経営者は委

託者に対して預かっている財産に関する「報告責任」と「財産の保全管理責任」があるので

ある 64。そして受託者が受託責任を遂行しているかどうかを第三者である監査人がモニター

するのである。この受託責任を果たすためには「内部統制」が不可欠である。なぜなら「内

部統制」は経営者が負っている委託者に対する受託責任を適切に、そして有効に果たすため

の手段であるからである 65。 

それでは、「内部統制」はどのように受託責任を適切に有効に果たす手段として機能する

のであろうか。そこで次節では、この委託受託関係についてさらに詳しく示すとともに、「監

査」と「内部統制」の役割についても述べることにしたい。 

 

第 3 節 委託受託関係 

前節でも示してきたように、内部統制は次第にその概念を拡大させてきたが、COSO「内

部統制」(1992)の統合的フレームワークの根底には委託受託関係が存在していることを確

認しておきたい。 

 

                                                      
63 鳥羽(2018),112 頁。 
64 鳥羽(2018),113 頁。 
65 鳥羽(2018),122 頁。 
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図表 1-1 委託受託関係 

 

(出所)鳥羽・秋月(2018),98 頁。 

 

上記の図表 1-1 は委託受託関係を図表で示したものである。この両者の関係は、財産を

所有する経済主体(委託者)が自己の目的を達成・実現または満たすために、所有する財産を、

それを費消・運用・管理・保全する権限とともに、もう一方の経済主体(受託者)に委託し、

一方、財産を受託した経済主体は委託者の目的の達成・実現のために、委託された財産を運

用・保全する、という関係として規定される 66。しかし、委託者と受託者の間の関係は、委

託者から受託者への財産と権限の一方的な流れで終結するのではなく、受託者が財産の運

                                                      
66 鳥羽・秋月(2018),95 頁。 
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用・保全を任された者としての責任を原理的には負うことになり、この責任を受託責任とい

うのである 67。すなわち、受託者は COSO「内部統制」(1992)によって受託責任を果たす

ことができるのである。 

この COSO「内部統制」(1992)は、「業務の有効性と効率性」、「財務報告の信頼性」、「法

規の遵守」の 3 つの目的をもっている。これらの目的を果たすために、COSO「内部統制」

(1992)は「統制環境」、「リスクの評価」、「統制活動」、「情報の伝達」、「監視活動」の 5 つ

の構成要素からなっている。すなわち、受託者は内部統制の統合的フレームワークの実践を

通して受託責任を果たすことが可能となるのである。そして、受託責任をまっとうしたかど

うかを監査人が検査し、それを監査報告書にまとめ、委託者に報告するのである。 

この図に従えば、監査人は、受託者が委託者に対して負っている受託責任を実質的に解除

するという役割を果たすことになる 68。受託責任を解除できるのはあくまで委託者である

が、受託責任の解除に関する委託者の判断や決定は、監査人からの報告結果によって影響を

受けるため、「実質的に」解除するという表現になっている 69。「受託責任」の存在によって、

委託者は受託者をコントロールしている。つまり、受託責任の実質的解除こそが監査の役割

であり、この受託責任を果たすための手段こそが内部統制なのである。 

 

第 4 節 まとめ 

本節では、内部統制という概念が会計監査論の領域において出現してきた理由を検討し

てきた。その結果、19 世紀末にはじめて内部統制の概念が出現し、それは従業員が不正を

                                                      
67 鳥羽・秋月(2018),95 頁。 
68 鳥羽・秋月(2018),97 頁。 
69 鳥羽・秋月(2018),97 頁。 



 36  

行わないようにお互いに監視するという意味で後ろ向きなものであったことがわかった。

その後、次第にマネジメントを支援するという意味で前向きになってきたことが明らかに

なった。 

まず、会計監査論における内部統制概念は試査のための内部牽制としての役割を担って

おり、事前に内部で不正を摘発するところから始まった。そして、対象は組織内の従業員で

あった。しかし、内部統制の仕組みの導入にかかわらず、実際に不正が発生し続けてきたこ

とや、その原因が経営者や経理担当者などであること、そして不正のたびに対策を講じてき

たことで、内部統制の守備範囲は経営方針や効率化などの管理会計の領域にまで広がって

いき、公的にも規定されるようになったのである。 

以上のように、本節では、会計監査論における内部統制概念の歴史的展開を跡づけ、COSO

「内部統制」(1992)出現の背景事情を制度的な規定の変遷を追うことで整理してきた。

COSO「内部統制」(1992)が出現したことで、わが国の法制度も影響を受けることになるわ

けだが、実際どのように法律のなかで「内部統制」は取り上げられているのであろうか。 

現に日本においても、1992 年に公表された COSO の統合的フレームワークを参考にして

基準がつくられた。では、なぜ日本も内部統制に取り組まなければならなかったのであろう

か。そこで、次章ではわが国でその基準をとり入れる重要な要因の 1 つとなったと考えら

れる大和銀行巨額損失事件を取り上げてみることにしたい。そして、この事件を 1 つの契

機として内部管理体制を構築するに至り、その後 COSO「内部統制」(1992)の影響を受け、

実際にわが国における法律ではどのように「内部統制」が扱われているのかを示すことにし

たい。 
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第 2 章 わが国における内部統制制度の現状 

第 1 節 はじめに 大和銀行巨額損失事件 

 日本において、内部管理体制の構築の発端となった出来事として、大和銀行の巨額損失事

件が挙げられる。この事件は、1983 年当時、大和銀行ニューヨーク支店に勤めていた、あ

る 1 人の銀行員が引き起こしたものである。概要は、当時大和銀行に勤めていた当該銀行

員が変動金利債の取引で 5 万ドルの損失を出してしまい、この損失を取り戻そうと簿外取

引に手を出したことが発端である。結果として大和銀行は 11 億ドルの損失を出す事態にま

でなったのである。問題となるのは、なぜ 11 億ドルという多額の損失がでるまで周りに気

付かれなかったのか、ということである。その理由として大和銀行の管理体制の問題が挙げ

られる 70。当時、大和銀行ニューヨーク支店では、国債のトレーダーと支店の国債保有高や

取引をチェックする人が同一人物という、管理体制の不備が存在していた。取引とそのチェ

ックを行う人間が同じということは、裏を返せば、誰にも注意されることなく、好き勝手に

取引できるということである。もはやチェック機能がその役割を果たしていない状態であ

った。その結果、この銀行員は他人の目を潜り抜け、誰にも怪しまれることなく取引をうま

く隠蔽することができたのである。 

 この事件について大阪地裁は、以下のようにコメントをしている。 

 「健全な会社経営を行うためには、目的とする事業の種類、性質等に応じて生じる各種の

リスク･･･の状況を正確に把握し、適切に制御すること、すなわちリスク・マネジメントが

欠かせず、会社が営む規模、特性等に応じたリスク・マネジメント体制（いわゆる内部統制

システム）を整備することを要する。そして、重要な業務執行については、取締役会が決定

することを要するから、会社経営の根幹に関わるリスク・マネジメント体制の大綱について

                                                      
70 コンプライアンス研究会(2009),13 頁。 
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は、取締役会で決定することを要し、業務執行を担当する代表取締役及び業務担当取締役は、

大綱を踏まえ、担当する部門におけるリスク・マネジメント体制を具体的に決定するべき職

務を負う 71」。ここではリスク・マネジメント体制として内部統制システムの整備の重要性

が語られているし、さらに、「この意味において、取締役は、取締役会の構成員として、ま

た、代表取締役又は業務担当取締役として、リスク・マネジメント体制を構築すべき義務を

負い、さらに代表取締役及び業務担当取締役がリスク・マネジメント体制を構築すべき義務

を履行しているか否かを監視する義務を負うのであり、これもまた、取締役としての善管注

意義務及び忠実義務の内容をなすべきものと言うべきである 72」と述べ、取締役の責任の重

大さを指摘している。 

この事件は被害額が高額であったこともあり、日本での大スキャンダルとして取り扱わ

れている。しかしながら、この事件が発覚した理由が外部からの調査ではなく、銀行員本人

の告白であったことから、当行のマネジメント、ガバナンス体制がいかに杜撰であったかが

理解できる。 

このように、日本では、この事件を 1 つの契機として代表取締役および担当取締役の「内

部統制の構築義務」、並びにその他取締役および監査役の「監視義務」が規定されるように

なっていったのである。そして、この事件を発端にして、日本でも内部統制の構築が要請さ

れるようになり、1999 年に「金融検査マニュアル」において、COSO の内部統制概念が取

り入れられることになった。この裁判においては内部統制をリスク・マネジメント体制とし

て言及しており、内部統制がリスク・マネジメントとして機能することが期待されているこ

とがわかる。また、この事件は日本の法制度にも大きな影響を与えている。どのような影響

を与えたかを示す前に、現在の日本の会社法、金融商品取引法で内部統制を取り扱うにあた

                                                      
71 川村(2001),58 頁。 
72 川村(2001),57 頁。 
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り、その手本となった米国の企業改革法での取り扱いについて取り上げることにしたい。 

 

第 2 節 米国の内部統制に関する法制度 

米国では、エンロン事件 73をはじめとする一連の企業不祥事を受け、財務諸表の信頼性を

向上させるために 2002 年に「米国企業改革法(SOX 法)」が制定された。この法律の目的は

「証券諸法に従った会社の情報開示の正確性および信頼性を高めることを通じて、投資家

を保護すること 74」であった。よって、会社の情報開示は、あくまでも証券諸法の法目的に

合致した形式や内容が要求されること、さらに投資家保護は、会社による情報開示の正確性

の向上を通じて達成されるものであること、経済的弱者を恩恵的に保護するという発想で

はなく、証券市場の情報開示・会計・監査制度の立て直しを通じて投資家を保護することな

どが主旨となっている 75。もとより、米国においては証券市場規制の一環として内部統制お

よびガバナンスの問題が取り扱われてきたが、上記の不祥事を発端として、議会、SEC お

よび自主規制機関などの迅速な法的対応は、従来以上に証券市場の公正性確保のためには、

ガバナンスの強化が不可欠となることは明らかであった 76。とくに企業の内部統制は、証券

市場に対する情報開示が公正に行われるための不可欠な前提であり、そうした観点から米

国においては公開会社の内部統制をさらに充実させるための法的対応が行われてきた。こ

の法的対応としては、内部統制について SOX 法の 302 条と 404 条において言及されてい

る。 

まず、302 条についてであるが、この条文は「財務報告に対する会社責任」を定めたもの

である。とりわけ上級役員に対して、年次報告書および四半期報告書に、①報告書をレビュ

                                                      
73 当時米国で総合エネルギー取引と IT ビジネスを行っていた企業エンロンが、巨額の不正経理・不正取

引による粉飾決算が明るみに出たことで、2001 年 12 月に破綻に追い込まれた事件である。 
74 Pub. L. No. 107-204, 116 Stat. 745(2002). 
75 柿﨑(2005),370 頁。 
76 柿﨑(2005),280 頁。 
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ーし、重要事実の省略や不実記載がないこと、②財務諸表等が公正であること、③内部統制

の構築・維持責任を負い、内部統制の有効性についても評価したこと、④内部統制評価後の

変更・重大な欠陥を監査人および監査委員会に報告したことなど、以上の項目の表明を掲げ

た宣誓書を添付することが義務づけられている 77。これにより、財務報告に係る透明性の強

化が図られているのである。 

次いで、404 条およびその SEC 規律は、SEC 登録会社に対し、年次報告書における経営

者の内部統制の有効性評価の報告とその報告書に対する監査人の証明を義務づけている 78。

すなわち、404 条の対象となる内部統制概念は、SEC 規定により「財務報告に係る内部統

制」に限定されるが、この「財務報告に係る内部統制」が存在するだけではなく、有効に機

能していることを経営者に評価させ、それを開示することが義務づけられた。この経営者評

価の開示について、重大な欠陥がある場合には「財務報告に係る内部統制」が有効であると

の結論を出してはならないとされている 79。そして、有効性の評価を行う時期についても会

計年度末として統一されたこと、また評価基準についても開示の対象とされたことで、投資

対象情報の比較可能性をさらに高めるものとして重要な意義があるとされている 80。そし

て、このタイミングで内部統制に関する法制度が整備されるとともに、その有効性を評価す

る時期も一律となり、このことから投資家のことを考慮していると言えるだろう。ちなみに、

本法 906 条の宣誓は、SEC 登録会社の CEO と CFO に対し、いわゆる「刑事宣誓」の義務

を課している。CEO と CFO に対し、財務諸表を含む報告書が 1934 年の証券取引所法の報

告要件を十分に満たしていること、財務状態と経営成績がすべての重要な点において公正

に開示されていることを宣誓するよう要求している 81。 

                                                      
77 15U.S. Code § 7262. 
78 柿﨑(2005),281 頁。 
79 柿﨑(2005),371 頁。 
80 柿﨑(2005),371 頁。 
81 Lander(2003),p.8. 邦訳(2006),17 頁。 
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上記のような内部統制に関する一連の改革は、監査委員会の機能強化にも影響を与えて

いる。つまり、エンロンやワールドコムの不正会計事件において監査委員会がその役割を果

たしていなかったことを受け、SOX 法 301 条では、監査委員会構成員は、すべて独立取締

役であることが要求され、その専門性の強化として、少なくとも 1 名以上の構成委員に財

務専門家としての資質を実質的に要求し、またその監査委員会の機能強化のための対応と

しては、独立の弁護士やその他のアドバイザーを直接雇用する権限を予算措置とともに認

め、かつ外部監査人の任命、報酬、監査については監査委員会が直接的な責任を負うものと

された 82。つまり、本法は、監査委員会の構成員の独立性、専門性、および職務活動の実効

性を強化させている内容となっているのである。 

また、本法では内部統制制度についての言明(内部統制報告書)を経営者に義務づけた。そ

して、有効な内部統制システムを構築・維持することが経営者の責任であることを経営者自

ら認めた宣誓書の作成を義務づけ、さらに内部統制についての経営者の言明への信頼性の

保証を監査人に求めることを定めた。監査人は内部統制の評価報告書の証明を行うことが

義務づけられているが、あくまでも内部統制の最終的な責任を負うのは経営者であること

は言うまでもなかった。 

このように、それまで経営者の自主的な判断に任されていた内部統制についての言明を

経営者に義務づけており、この法律における「内部統制」は COSO「内部統制」(1992)に

準拠するものとなっていることは明らかであった。 

 

第 3 節 わが国の内部統制制度 

一方でわが国では、「会社法」と「金融商品取引法」において内部統制に関する規定が取

り上げられている。もっとも会社法では、「内部統制」という用語は使用されていない。そ

                                                      
82 柿﨑(2005),374 頁。 
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の代わり、内部統制を「取締役の職務の執行が法律及び定款に適合することを確保するため

の体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める

体制」と規定している(第 362 条第 4 項⑥号)。 

加えて、米国の SOX 法の影響を受け、2006 年には日本版 SOX 法と呼ばれている金融商

品取引法が成立した。この法律では、上場会社は有価証券報告書や四半期報告書と併せて、

それらの書類の記載内容が法令に基づき適正であることを確認した旨の確認書を内閣総理

大臣に提出しなければならない(第 24 条の 4 の 2 第 1 項)。上場会社以外の継続開示会社は

確認書を任意に提出することができる(第 24 条の 4 の 2 第 2 項)。また、上場会社は、有価

証券報告書と併せて内閣府令で定めるところにより内部統制報告書を内閣総理大臣に提出

しなければならず(第 24 条の 4 の 4 第 1 項)、上場会社以外の継続開示会社は内部統制報告

書を任意に提出することができる(第 24 条の 4 の 4 第 2 項)。加えて、内部統制報告書に

は、特別な利害関係のない公認会計士または監査法人の監査証明を受けなければならない

としている(第 193 条の 2 第 2 項)。利害関係のない第三者によって監査証明を受けること

で、内部統制報告書は客観性をもち、内部統制情報の比較可能性を高めると考えられている。 

金融商品取引法が要請する内部統制報告書は、内部統制の目的の 1 つである「財務報告

の信頼性」を確保するために必要な体制について経営者がその有効性を評価したものであ

る。この内部統制報告書には、(a)内部統制の基本的枠組み、(b)評価の範囲、基準日、評価

手続、(c)内部統制が有効である旨、評価手続きの一部が実施できなかったが有効である旨、

重大な欠陥があり内部統制が有効でない旨、重要な評価手続きが実施できなかったため評

価結果を表明できない旨のいずれかの評価結果を記載することになっている 83。内部統制の

評価を行うには、個々の内部統制作業に直接携わっていない者が評価を行うことができる

ように、内部統制が目に見える形で構築されていること、より具体的には内部統制が文書化

                                                      
83 黒沼(2015),99 頁。 
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されていることが重要である 84。そして、このような内部統制を構築させることが、内部統

制報告書を導入した最大の目的である 85。 

法制度においては内部統制を構築させるところまでが目的であり、そこから先に何か期

待をしているわけではない。しかしながら、前章でも述べた通り、「内部統制」とは、委託

受託関係において受託者が受託責任を果たすための手段である。そして金融商品取引法に

おいて、内部統制報告書監査を通じて形成された(財務報告の信頼性にかかる)内部統制の

評価結果を、財務諸表監査における監査意見に結びつける仕組みを確保したことは、受託責

任監査としての財務諸表監査の不足した部分を内部統制報告書監査が補ったことは確かで

ある 86。このように、金融商品取引法においても受託責任を果たすことに対して確かに言及

されている。ここから、金融商品取引法が制定されたことは、大きな変革の 1 つであると言

える。 

ちなみに、内部統制の有効性の評価とその監査が米国で義務づけられたときには、発行者

の負担が増えるとのことから新規上場が減少することが危惧されたため、わが国では監査

の対象を内部統制手続そのものではなく内部統制手続きの有効性を評価した報告書に限定

した 87。これにより、内部統制が有効でないということが内部統制報告書に記され、そのよ

うな記載が正しいと監査法人等が判断した場合には、適正意見が下されるのである 88。 

加えて、2014 年の改正では、新規・成長企業の上場を促すため、新規上場企業(資本の額

などが一定規模以上のものを除く)について 3 年間、内部統制報告書の監査義務を免除する

ことにした(第 193 条の 2 第 2 項 4 号)。確かにそうした処置は企業が新規上場することへ

つながるかもしれないが、それでは投資家たちから支持を得ることは難しいであろう。つま

                                                      
84 黒沼(2015),99 頁。 
85 黒沼(2015),99 頁。 
86 鳥羽・秋月(2018),147 頁。 
87 黒沼(2015),99 頁。 
88 黒沼(2015),100 頁。 
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り、企業は何のために上場するのか、そしてなぜ内部統制が存在しているのかについて考え

る必要があると言える。 

このように、内部統制に関する法制度はエンロン、ワールドコムの不正会計事件に端を発

してはいるが、その内容においては COSO「内部統制」(1992)に根差している。米国の SOX

法も、日本の金融商品取引法、会社法もその内容から COSO「内部統制」(1992)の影響を

受けていると言える。 

現在の内部統制については、法的規制においても一般に COSO の「内部統制」が基礎的

な概念として認識されている。しかし、この COSO「内部統制」(1992)は会計監査におけ

る内部統制システムという枠を越え、それから概念的に独立したものとなっているのであ

る。この点、西村(2006)は、内部統制の基本的な内容は価値創造に対する自己責任統制で

あり、外部利害関係者を保護するために外部から行われる強制的統制・外部監査とは異なる

と主張している 89。このように、内部統制を単に外部監査の補強として掌握しきれないとこ

ろに今日の内部統制の広がりと深みがあるのである 90。 

では具体的に会計監査の枠を越えて、財務諸表監査のための内部統制から独立した「内部

統制」とはどのような仕組みであろうか。上述したように、本章では制度的規定の変遷のな

かから生み出されてきた「内部統制」を論じてきたが、次の第 3 章では、1990 年代前半に

問題視されるようになった、コーポレート・ガバナンスを契機として組織の内部から生成し

てきた「内部統制」について検討することにしたい。特に監査社会論で著名な Power の所

説に依拠しながら、1980 年代から 1990 年代にかけて「内部統制」という仕組みが制度的

視点と平仄を合わせる形で要請されることになった事情を規制哲学の理論に基づいて明ら

かにしておきたい。 

                                                      
89 西村(2006),224 頁。 
90 西村(2006),224 頁。 



 45  

第 3 章 コーポレート・ガバナンスを契機とした内部統制の生成 

第 1 節 はじめに 

本章では前章までの議論を受け、COSO「内部統制」(1992)がコーポレート・ガバナンス

を契機として企業組織の内部から生成してきた事情に焦点をあてている。つまり、第 1 章

で示した内部統制は不正を防止する財務諸表監査のためであったが、その枠を越え、「内部

統制」が企業組織のマネジメント・プロセスから導き出されながら、逆にそのプロセスに影

響を与える形で生成してきた経緯を明らかにしている。 

とりわけ、本章では 1990 年代初めにコーポレート・ガバナンスを契機として「内部統制」

が生成してきた事情を M. Power の規制哲学の理論に基づいて示している。つまり、会計監

査における内部統制システムという枠を越え、それから概念的に独立した形で「内部統制」

が本源的な形で求められるようになってきたプロセスを明示している。 

それでは、なぜ 1990 年代初めにコーポレート・ガバナンスが盛んに議論されるようにな

ったのであろうか。そこでまず、コーポレート・ガバナンスが注目されるようになった事情

を見ておきたい。 

コーポレート・ガバナンスの議論の背景には、新自由主義における政治経済的理念の下で

規制緩和・構造改革などが進められていたことが挙げられる。そこでは自由をもたらすはず

の自律性がかえって規律を生み出し、組織の内部的な活動がかつてないほど透明化され、監

査され、評価されるようになってきていた。本章はそうした経済・社会状況の変革のなかで、

「内部統制」が生成してきた事情を明らかにしている。COSO「内部統制」(1992)の生成を

検討することで、それまでの内部統制と COSO「内部統制」(1992)が異なるものであるこ

とを示し、会計監査論における内部統制と COSO「内部統制」(1992)の機能・役割の相違

点を浮き彫りにしていきたい。 
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第 2 節 1990 年代におけるコーポレート・ガバナンスの出現 

本節では、コーポレート・ガバナンスを契機として生成された「内部統制」を検討する前

に、なぜコーポレート・ガバナンスが議論されるようになったのか、その要因について明ら

かにしたい。そして 1990 年代に注目を集め出したコーポレート・ガバナンスの議論が、ど

のように展開してきたかを示すことにする。 

 1990 年代、様々な理由から、コーポレート・ガバナンスに関する議論が世界的に盛んに

なった 91。議論が盛んになった具体的な要因として、1 つ目に挙げられるのは組織の失敗の

続発である 92。1990 年代には重大なリスク・マネジメントの失敗がいくつか発生し、さら

に、2001 年以降には、エンロンやワールドコムの破綻などの劇的な企業の不正行為が起こ

った。これらの企業は、一時は優良企業と認識されていたが、経営状況が悪化し、その事実

を隠蔽するために会計操作などの不正を行っていたのである。この結果、ステークホルダー

は多大な被害を受け、社会経済にも甚大な影響が及ぶことになった。これらの事例によって、

事業運営の効果的な管理と幅広い監督が欠如していることが明らかになった。これらの事

例を検証した後、規制当局および証券取引所、機関投資家は新たにコーポレート・ガバナン

スに関するベスト・プラクティスの行動規範の遵守を強調するようになるのである 93。その

後、2002 年には、SOX 法が可決され、CEO や CFO の財務諸表の適正性に関する宣誓義

務、監査役および監査役会の独立性強化といったコーポレート・ガバナンスの実践に関する

明確な規則が制定されている。現在、企業はこれに対応する体制を整備することが必要不可

欠となっているのである 94。 

 2 つ目の要因は株式所有パターンの変化である。1990 年代に、機関投資家による新しい

                                                      
91 松井(2011),58 頁。 
92 Bailey et al.(2003),p.8. 
93 Lam(2003),p.57.  
94 Lam(2003),p.57.  



 47  

型のコーポレート・ガバナンスが登場してくる 95。それに先立つ 1980 年代には、株式市場

における敵対的乗っ取りが、経営者のパフォーマンスを外部からモニターし、コントロール

していたが、1990 年代に入ってからは、年金、保険などの機関投資家が直接、間接的に社

外重役を取締役会に送り込み、会社の内部から経営者をコントロールするようになった 96。

このように、株主が企業家から機関投資家へ変わっていくことで、経営者がより株主の意向

に沿うようになり、株主主義の資本主義になったのである 97。そして、米国において株主価

値最大化が会社の目的とされるようになり、開示の仕組みなどが発展してきたのである。経

営者を監視し、コントロールを組織の外側からでなく、内部のことをよく理解できる内側か

ら行うようになってきたことがコーポレート・ガバナンスの議論を促進させたと考えるの

である。 

 3 つ目の要因として挙げられるのは法的環境である。これは代表訴訟により取締役の法的

リスクが増大している環境のなかで、役員(D＆O98)責任保険業者が、自身のリスクを減少

するため、ガバナンス改善を要請するという状況を指している 99。 

 以上のような状況を背景として、コーポレート・ガバナンスは世界的に議論されるように

なってきたのである。では、このコーポレート・ガバナンスをきっかけに、どのように内部

統制が生成し、組織の「内部を外部化」するに至ったのであろうか。そこで次節では、「内

部統制」の出現に関して、後述する規制哲学の視点から検討していくことにしたい。 

 

第 3 節 ガバナンスと「内部から」の規制  

コーポレート・ガバナンスを契機として「内部統制」が要請されることになるが、とりわ

                                                      
95 吉冨(1999),144 頁。 
96 吉冨(1999),144 頁。 
97 Richard(2010),pp.53-64. 
98 Directors and Officers の略。取締役や監査役のような会社役員のこと。 
99 松井(2011),58 頁。 
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け本節では、「内部統制」の出現を規制哲学という文脈のなかに位置づけることで描き出し

ていきたい。そこでまず、Power の研究業績に基づき、自主規制や規制組織と非政府組織の

関係について考察していく。そのなかで「内部統制」の意義深い出現についてみていくこと

にしよう 100。Power の研究領域は、会計学や監査論を中心に、哲学や社会学などにまで多

岐にわたっており、現在の会計実務が直面する社会経済状況を包括的に分析していること

はよく知られている。ここでは特に、Power の規制哲学の理論を援用した「内部統制」の生

成論を紹介し、制度論の論理とは違った視点から考察を加えていきたい。 

前述のとおり、エンロンやワールドコムの不正事件以前にも、世界中で様々な不正問題が

発生してきた。米国政府は会計不正に直面すると、その対応策として、一層監査の強化を行

った。しかし、これは Power の言う「監査の儀式化 101」といった深刻な状況の根本的な解

決にはつながらなかった。現代ではすでに社会の統治手段として、政府による直接的な規制

の限界がきていると考えられるが、これに対する経済学の答えの 1 つが規制緩和であり、

市場による調整重視であった 102。規制論から説明を加えるならば、この市場に委ねる前に、

もうワンクッションあり、それが「自制的なアプローチ」である 103。 

コーポレート・ガバナンスの議論は各国の内部統制議論に影響を与えており、英国で 1992

年に公表されたキャドベリー規程もその影響を受けた 1 つである。このキャドベリー規程

が公表されて以来、イギリスの専門職業団体における小委員会によって「自主的な」ガバナ

ンス原則が策定され、これらは後に修正、応用され、他国の規制システムのための青写真と

                                                      
100 本章では規制哲学を基礎とした内部統制の生成の分析について、特に Power(2007), 邦訳(2011)を参

照した。 
101 Power(1997)は監査が様々な領域へ拡大している一方で、監査の実効性が全く証明されていないにも

かかわらず、またこれまでの財務諸表や監査報告書に実質がなくなっているにもかかわらず、あたかもそ

れが実質であるかのように信じ込まされており、まさにこの状況が監査(検証)の行為プロセスへの信仰で

あり、「儀式」そのものであると主張している。 
102 Power(1997). 邦訳(2003),233 頁。 
103 Power(1997). 邦訳(2003),233 頁。 
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なっていった 104。さらに、キャドベリー規程を支援してきたイングランド・ウェールズ勅

許会計士協会(The Institute of Chartered Accountants in England and Wales：以下 

ICAEW とする)が中心となって、1999 年には「ターンバル報告書 105」が作成され、これに

より内部監査組織の設置の強制や内部統制に関する開示の充実が図られることとなった。 

この他にも上記の ICAEW の発足を皮切りに、様々な種類の非政府組織が、社会秩序や

統治の規範をつくりあげる上で重要な位置を占めると理解されるようになってきたのであ

る 106。つまり、キャドベリー規程によって、非政府組織が自主的なガバナンス原則を策定

するようになり、影響力をもち始めたのである。 

 Power(2011)によれば、上記の結果、規制を生み出す組織が多様化し、それに伴い、複雑

な規制の見通しを示すために、分析的な概念が開発されてきているという。そのうちの 1 つ

が Ayres and Braithwaite の「自己規制の強化 107」という概念である 108。ここで、少しこ

の概念について説明しておきたい。この概念は、簡単にいえば、規制者と被規制者の潜在的

な協力関係の特徴を表しているものである。つまり、規制当局が協調的な様式を選好するた

めに、規制当局が規定するのは原則までであり、詳細な規則については組織自身が開発して

強制することを認め、定期的に検査するというものである 109。そして、規制当局が被規制

組織に対して不満があった場合や被規制機関が違反した場合には、規制当局は段階的に強

制力を増加させていくプロセスを選択肢としてもっており、それによって組織はさらに深

刻な事態を招くことになるのである 110。そして、この「自己規制の強化」モデルは、規制当

                                                      
104 Power(2007),pp.34-35. 邦訳(2011),44 頁。 

105 ICAEW(1999). 
106 Power(2007),p.36. 邦訳(2011),44 頁。 

107 Ayres and Braithwaite(1992). 
108 Power(2007),p.37. 邦訳(2011),45 頁。 

109 Baldwin and Cave(1999).  
110 Power(2007),p.37. 邦訳(2011),46 頁。 
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局が詳細なプロセスを規制するのではなく、規制組織と被規制組織にとって、望ましい成果

に焦点を置いているため、被規制組織には遵守する動機があると考えられるのである。国家

の規制当局は、まずは被規制組織を信頼し、もし信頼が破られた場合には制裁を加え、最終

的にまだゲームが延長されるならば、もう一度信頼することが許されるというしっぺ返し

型の戦略をとっている 111。つまり、規制当局と被規制組織は基本的に協調的であり、被規

制組織が原則に対し違反を犯した場合は規制当局の規制が厳しくなり、規制的な介入は最

終手段とされるのである。「自己規制モデル」ははじめに信頼があってこそ成立するもので

ある。この自己規制の強化モデルが、内部統制概念へ影響してくるのである。そして、この

規制モデルは、多くの自己規制を生み出すことになり、被規制組織に自然と遵守されるよう

な論理になっているのである。 

 このような「自己規制の強化」モデルに限らず、「相互規制」、「分権的規制」、「ソフトロ

ー」といったアプローチが、多くの様々な行為者のなかに、規範の生産と強制を散在させた

のである 112。制裁を強制する能力に関連づけられた便益と権威を、協力する便益と結びつ

けることによって、規制システムが機能していることは一般的に広く受け入れられている

ことである 113。つまり、これは基準違反の事後的な発見から、事前的な参加、また組織が

順応する内部的な遵守システムを通じた予防や自己開示への、大きな規制上の変化を反映

している 114。すなわち、自己規制やソフトローなどのアプローチは、規制者にとっても、

被規制者にとっても望ましいものであるが、これらの規制モデルは結果として、協力や自己

規制を信頼した広範な戦略のなかに埋め込まれるようになってきたのである。 

 以上のように予防的な戦略として自己規制的な遵守を強調することは、リスク・ベース規

                                                      
111 Power(2007),p.37. 邦訳(2011),46 頁。 
112 Black(2001).  
113 Power(2007),p.37. 邦訳(2011),47 頁。 
114 Power(2007),p.37. 邦訳(2011),47 頁。 
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制と呼ばれるものの中心に据えられるようになってきた 115。本質的に、規制者も被規制者

も、望ましい行動規範への遵守性に注意をはらっており、被規制者が自己開示し、報告する

ことが理想である 116。つまり、規制者が被規制者を強く規制するのではなく、規制を受け

る前に、被規制者が自ら開示、報告することが互いにとって望ましいのである。この理想に

おいては、不正のような第 1 段階の失敗や逸脱の可能性は、典型的には統制システムの設

計自体の脆弱性や業務上の逸脱のシグナルとして受け取られるのである 117。このような遵

守を基礎とする戦略は、組織の学習と責任を促進することになると言われており、「道徳的

技術(moral technology)」としての内部統制が、ガバナンスの中心に位置づけられること

になる 118。 

 一般的に、規制の設計は、ますます組織のインセンティブを前提とするような規制様式、

上級管理者の「責任化」を伴いながら実質的な業務の統制を組織自体のなかに組み込むよう

な規制様式への願望を具体化するようになっている 119。このような基本的に協調的な規制

モデルの下では、原則的に外部監査が「階層的な対応策」となっており、規制者は、期限の

限定された法的要請を継続的に基準化することよりも、段階的な選択肢を利用できるよう

になっている 120。つまり、そこでは、基本的に規制組織と被規制組織は協調的で、何かあ

った場合は段階的に対応していく様式をとっているのである。 

 この点、Shapiro(1987)によれば、規制哲学におけるこのような変化、すなわち自己規制

様式と内部統制を強調することは、現代社会を組織化する原則としての「信頼」の生成と関

                                                      
115 Power(2007),p.38. 邦訳(2011),47 頁。 

116 Power(2007),p.38. 邦訳(2011),47 頁。 
117 Power(2007),p.38. 邦訳(2011),47 頁。 
118 Parker (2002).  
119 Power(2007),p.38. 邦訳(2011),48 頁。 

120 Power(2007),p.39. 邦訳(2011),48 頁。 
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係しているという 121。現代社会はあまり信頼しない社会として特徴づけられているが、他

人の財産について慎重に管理することによって信頼されるようなエージェンシー関係が拡

大している 122。すなわち、行為者は、経済関係を個人化し、確実なものにするために懸命

に働くが、こうした行為はコストがかかり、またシステム的な信頼によって支えられる非人

間的な信頼が、機会の論理にとって不可欠の要素となっているのである 123。現代生活にお

けるこうした信頼を基盤とした関係の生成は、信頼についての新しい監視者を必要とし、彼

らはプリンシパルがリスクを取ろうとするインセンティブと、エージェントが逸脱しよう

とするインセンティブの間で、明確にバランスを取ることができるのである 124。これらの

監視者は典型的には規制組織や検査組織のことを指すが、それらは排他的なものではなく、

組織内部の信頼の条件に焦点を置いている 125。つまり、監視者は、組織の内部統制システ

ムや財務諸表のような情報開示に焦点を置いているのである。したがって、このような内部

統制システムや財務諸表のような情報開示は、組織やその代表者の信頼性を示す重要なも

のとなってきたと考えられる。内部統制システムは「規制上の認識論的」中心になっており、

そこでは信頼への要求が同時に証拠への要求を作り出している 126。すなわち、信頼を求め

ることが結果として信頼の証拠となるものを求めるのである。 

前述したように、信頼を基盤とした関係の生成には、信頼について新しい監視者が必要だ

が、そもそも組織的な信頼性が失われていれば、不正は簡単に見つかるものである。不正な

どの一次的な違反を発見する外部監査を含めた、広い意味での監視能力には限界があり、と

きに適時的ではないことがある 127。従って規制当局は、そうした信頼性に関わる重要な変

                                                      
121 Power(2007),p.39. 邦訳(2011),49 頁。 

122 Shapiro(1987),pp.623-658.  
123 Giddens(1990). 
124 Power(2007),p.39. 邦訳(2011),49 頁。 
125 Power(2007),p.39. 邦訳(2011),49 頁。 
126 Power(2007),p.39. 邦訳(2011),49 頁。 
127 Power(2007),p.40. 邦訳(2011),50 頁。 
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数を可視化できるように設計されたシステムに焦点を置いた、予防的規制戦略を選好する

ことになるのである 128。そこでは規制当局が直接的に監視する代わりに、組織が信頼でき

るか判断するために、組織の透明性が重要視されており、規制プロセスは、まず第一に、被

規制組織が信頼性できる状況であるかを「観察」するのである 129。つまり、自分たちの管

理が自己規制にコミットメントしていると説明し続けるという、組織エージェントの行動

規範である。これは、メタ規制あるいは自己規制の規制 130であり、それは結果として組織

生活の「内部を外部へ」大きく転換することになる 131。すなわち、規制当局が直接監視す

る代わりに、被規制組織の信頼性が支持されている状況を判断することが前提となること

で、結果的に被規制組織の自己規制の規制をすることになり、それが組織の「内部を外部化」

させることになるのである。そして、その結果として被規制組織は信頼を得られるのである。

このようにして、内部的な自己統治と外部規制プロセスの区分は、徐々に不鮮明になってき

ており、内部統制システムの技術的な特徴は、信頼という価値を運ぶことである。こうした

発展の結果として、組織の規範的な風潮は、「組織文化」や「統制環境」など様々に表現さ

れているが、それらは監査可能なものの代理物として規制当局の注目を集めているのであ

る 132。 

要するに、規制哲学の視点からみると、内部統制における「組織文化」や「統制環境」に

組織の信頼が現れてくると言えるのである。自己規制を行うにあたっては信頼性が重要に

なり、そのために組織は透明である必要がある。そこで組織は自己規制にコミットメントし

ていることを示し、結果として組織の「内部を外部化」するのである。 

 内部統制は、組織生活の新しい統治性の一部となってきており、そこでは強制的規制と自

                                                      
128 Power(2007),p.40. 邦訳(2011),50 頁。 
129 Power(2007),p.40. 邦訳(2011),50 頁。 
130 Parker (2002).  
131 Power(2007),p.40. 邦訳(2011),50 頁。 
132 Power(2007),p.40. 邦訳(2011),50 頁。 
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主的規制という伝統的な区別が曖昧である 133。例えば、イギリスのコーポレート・ガバナ

ンス原則は、1992 年に制定されて以来、いわゆる自主的で私的なシステムから、上場要件

として求められる公的なものへと、形式的に変化してきている 134。もともと自主的規制だ

ったものが公的になることで、強制的規制との区別が不明瞭になるのである。形式的には、

この原則を遵守しないことも可能である。しかしながら、その場合には組織は自己説明が求

められ、結果的に二次的な秩序を遵守しているということになり、組織は、原則を遵守する

か、または説明しなければならない事態に置かれているのである。この「遵守あるいは説明

する」という原則は、教育的な情報開示を伴うことを強調するような規制様式である 135。   

上述したような一連の新自由主義的な規制戦略は、国家を越えた統制、規律、規範的秩序

という多くの資源源泉に注目している。「規制国家」のひとつの特徴は組織の自己観察や自

己規律という様式をもっていることであり、ある意味で献身的な官僚主義によって媒介さ

れる自省的な規制様式である 136。この最も広い意味での内部統制システムは、「統制の統制」

を通じて間接的に作動しているのである 137。 

 すなわち、内部統制システムは、政府の代わりに、内部の状況や組織の信頼性を強調する

ようなガバナンスを可能にしており、それにより組織は「内部を外部化」し、新しい責任あ

る行為者へと変換されたのである 138。 

 

ここまでの流れを整理すると、自己規制の強化モデルは、原則を規定し、詳細な内容は被

規制組織に任されるのであり、この規制モデルは規制当局と被規制組織の協調的な体制の

                                                      
133 Power(2007),pp.40-41. 邦訳(2011),51 頁。 
134 Power(2007),p.41. 邦訳(2011),51 頁。 
135 Power(2007),p.41. 邦訳(2011),51 頁。 
136 Power(2007),p.41. 邦訳(2011),51 頁。 
137 Power(2007),p.41. 邦訳(2011),51 頁。 
138 Power(2007),p.42. 邦訳(2011),52 頁。 
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上で成り立つのである。そして、仮に破った場合は段階的に制裁が加えられる。この自己規

制、つまり、自己強制的な遵守が予防的な戦略として強調されるようになった。自己規制様

式を強調することは「信頼」の生成と関係している。すなわち、現代社会では、エージェン

シー関係が拡大しており、この関係は信頼が基盤となっており、それにより、信頼について

の監視者が必要となる。組織の自己規制を観察する規制者、つまり、メタ規制者として、規

制機関はますます概念化されるようになってきており、それは規制活動を内部化するよう

な取り組みを表している。しかし、内部統制の生成には、このように規制が内部統制や管理

システムに収まることのみならず、その基礎や知識や枠組みを供給するものがなければな

らないのである。そのために、次節では会計監査の領域の近年の転換を見ていくことにした

い。 

 

第 4 節 監査の内発 

 前節では、「規制国家」とは、規制のための部門監視エージェンシーからなるネットワー

ク以上のものであることを示したが、経済生活を統治する上で同様に重要なことがある。そ

れが監査と評価の実践の成長である 139。1980 年代および 1990 年代のイギリスの公共部門

において、監査の新しい形態や効力が、透明性や効率性、説明責任という理念の名の下で普

及し、監査や検査の範囲が多くの被規制部門へと拡張してきた 140。こうした変化の背景に

は、内部統制とそれに関する業務測定システムの成長があり、これらは監査や検査が焦点を

置く対象となり、規制戦略の一般的な変化を反映していた 141。そのようなシステムは、説

明可能(アカウンタブル)な組織を監査可能で検査可能なものにする組織再編プロセスの広

                                                      
139 Power(2007),p.42. 邦訳(2011),53 頁。 
140 Power(2007),pp.42-43. 邦訳(2011),53 頁。 
141 Power(2007),p.43. 邦訳(2011),53 頁。 
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範な基盤の一部となった 142。 

 会計監査は、概念的には単純であると言える 143。多くの組織は財務的な業績や体力を、

財務諸表で表しており、それらの報告書は、その保証レベルを追加的に高めようとする監査

人によってチェックされ、これが投資家による重要な資本の配分意思決定を可能にしてお

り、また経営者の誠実性や正統性を示しているのである 144。しかし、こうした表面的な一

連の目的、つまり財務諸表の信頼性を保証したり、経営者の誠実性等を表すという目的の下

では、会計監査は絶え間なく、改革と批判の過程を経てきている。すなわち、2001 年のエ

ンロンの崩壊や他の企業不祥事が、新世紀におけるグローバルな議論の背景をなしている

のである 145。会計監査は上述したように、組織の財務諸表等の報告書をチェックすること

でその保証を高めることができるといった単純なことである。しかし、経営者をはじめとす

る組織の人間が自己の利益のために不正を行ってきたことで、会計監査が問題視され、その

見直しが図られてきた。こうした企業不祥事の発生や、米国において SOX 法が影響を及ぼ

す以前にも、会計監査の将来に対する関心は 1980 年代の時点で顕著にあらわれていた。そ

の関心は、密接に関連しながらも、区別可能な 2 つの変化プログラムのなかにあらわれて

いる 146。 

 つまり一方で、会計監査の技術的な基盤を徹底的に作り直そうとする要求があり、もう一

方では、大手監査法人が潜在的な保証アドバイザリー業務に関する市場を開拓しようとす

る精力的な努力があった 147。1990 年代に、経営者のための監査ツール、例えば、クーパー

ズ・ライブランドの CLASS、デロイト・トーシュの Audit System/2、KPMG の戦略レン

                                                      
142 Power(2007),p.43. 邦訳(2011),53 頁。 
143 Power(2007),p.43. 邦訳(2011),53 頁。 
144 Power(2007),p.43. 邦訳(2011),53 頁。 
145 Power(2007),p.43. 邦訳(2011),53 頁。 
146 Power(2007),p.44. 邦訳(2011),53 頁。 
147 Elliot(1995). 
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ズアプローチなどが競合するようになったことが、監査プロセスにおけるさらなるコスト

効率性への要求と、「付加価値」アドバイザリー業務としての監査という新しいマーケティ

ングコンセプトへの要求との、新たな連携を構築する専門職業家の変化プログラムを反映

していた 148。こうした目的のために、明らかに、より伝統的な監査規制の枠組みに会計監

査のリスク・アプローチが取って代わろうとしてきている 149。すなわち、コストのかかる

取引のテストを削減し、よりリスクの高い領域に選択的に焦点を置くことによって、効率的

に顧客の「価値」を高めるということができるのである。 

 リスク・アプローチという考え方は、1990 年代の監査において新しいものではなく、シ

ステムに基づく監査から自然に発展してきたものであったと考えられる 150。つまり、内部

統制システムがますます複雑になるにつれて、監査人は、どこに重要なリスクがあるのか、

それらはシステムのなかでどのように統制され、軽減されるのかということに焦点を置く

ようになっていたことで発展してきた 151。システムの複雑性に対してターゲットを絞った

効率的なリスク・アプローチをとるようになったことは、必然的であると考えられるし、コ

スト削減にもつながると言える。リスク・アプローチは、監査人にとっての、ベストプラク

ティスとしてもビジネス機会としても表現されてきており、監査人を「付加価値」経営アド

バイザーとして再構築していった 152。 

 このようにして伝統的な監査規制からリスク・アプローチ監査へ変わってきていること

が窺える。そして、監査のリスクモデルは 1980 年代に開発され、固有リスクが処理される

ようになり、法定監査プロセスの下部単位として統制が補完されるようになったが、

ICAEW(イングランド・ウェールズ勅許会計士協会)のプログラムは、内部統制の開発その

                                                      
148 Power(2007),p.44. 邦訳(2011),54 頁。 
149 Power(2007),p.44. 邦訳(2011),54 頁。 
150 Lemon et al. (2000).  
151 Power(2007),p.44. 邦訳(2011),54 頁。 
152 Power(2007),p.44. 邦訳(2011),55 頁。 
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ものを、アドバイザリー業務の対象として想定していた 153。統制の脆弱性を識別していた

伝統的なマネジメントレターが、法定監査プロセスの副産物として標準的に考えられるよ

うになり、今や、それはアドバイスの主要な焦点の 1 つとなっているのである 154。つまり、

監査のプロセスで気づいた問題点や改善点をただマネジメントレターとして書類にまとめ

るのではなく、その書類を基に、アドバイザリー業務へと結びつけるようになってきたので

ある。 

KPMG の監査アプローチは、既存の内部統制実務を基盤として構築されているが、それ

はまた監査プロセスという概念をこれまで公式的には関わりのなかった領域、とりわけ経

営戦略という概念空間のなかにもち込んできている 155。経営戦略という目的に対するリス

クに焦点を置くことは、監査プロセスに新しい特徴を見出すことであり、それにより監査人

は最も広い意味での統制に焦点を置くようになり、一方で財務諸表に対する意見表明との

業務的な関連性は弱まってきたのである 156。このように、財務諸表に対する意見表明との

関わりが深かった監査のプロセスは、その関係を弱める一方で、経営戦略と結びつきをもつ

ようになってきたのである。ビジネスリスク・アプローチは、監査人に対して、第一に組織

が目標を達成できないようなリスクに焦点を置くことを要請してきており、財務諸表は、こ

うした規制の対象として理解されるようになり、広範な経済現象を表現する情報システム

として考えられるようになったのである 157。要するに、組織の経営戦略に対するリスクに

焦点をあてることで、監査プロセスの新たな可能性を見出すことができているのではない

かと考えられる。 

 1990 年代における外部監査プロセスのこうした変化は、最も広い意味でのビジネスリス

                                                      
153 Power(2007),p.44. 邦訳(2011),55 頁。 
154 Power(2007),p.44. 邦訳(2011),55 頁。 
155 Power(2007),p.44. 邦訳(2011),55 頁。 
156 Power(2007),p.45. 邦訳(2011),56 頁。 
157 Power(2007),p.45. 邦訳(2011),56 頁。 
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ク統制システムに焦点を置くようになってきた 158。会計監査の再概念化は、アドバイザリ

ー業務やコンサルティング業務を拡張する努力と並行して行われており、結果として「監査」

というカテゴリーは、大会社の自己説明のなかで廃れていき、会計士にとって新しい活動領

域を生み出すことになったのである 159。1990 年代の米国会計専門職改革の先導者の 1 人で

ある Robert Elliott の研究によれば、改革を提唱する実務家が、新しい保証業務という潜在

的な市場を見つけ出し、法定監査をそうした新たな領域の一部と位置づけ、そこでは監査が

能力と名声を得るために競争する必要があったことが明らかになっている 160。AICPA は、

イギリス同様に、公認会計士に対して、会計監査がリスクと機会の両方に直面していること

を理解するよう強く求めていた 161。そうした間にも、大会社は外注した内部保証業務を実

施するための内部監査実務を開発し始めており、その変化については、次節以降でさらに述

べることにしたい。 

 定期的な規制的検査形態としての伝統的な会計監査に対するもう 1 つの重要な挑戦は、

情報システムの技術的な発達の効果と、リアルタイムで継続的な保証業務が必要とされる

ようになってきたことである 162。こうした適時的保証という考え方は、期間的で回顧的な

監査から、適時適切で身近な監査へという、明白な変化のなかにあらわれており、そこでは

監査プロセスが組織的な業務とますます密接に関わり合っている 163。つまり、監査プロセ

スと組織的な業務を関連させ、よりリアルタイムな保証を可能にするために、内部統制シス

テムの新しい可能性が構築されていると考えられる。 

 1980 年代後半における外部監査専門職に関する議論の展開は、監査をますます一般的な

                                                      
158 Power(2007),p.45. 邦訳(2011),56 頁。 
159 Power(2007),p.45. 邦訳(2011),56 頁。 
160 Power(2007),p.45. 邦訳(2011),56 頁。 
161 AICPA(1996).  
162 Power(2007),p.46. 邦訳(2011),56 頁。 
163 Power(2007),p.46. 邦訳(2011),57 頁。 
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リスクという考え方と結びつけるようになり、統制の保証に焦点を置くと同時に、コーポレ

ート・ガバナンスに関する行動指針が生まれてきたのと呼応して、アドバイザリー市場を拡

大するようになった 164。財務諸表やそれに関連する外部監査プロセスが適時的でないこと

への不満が、新しい保証業務を売り込むための新しい足場を見出したのである 165。また、

組織や規制当局は、組織的なリスクを自分たちで観察するものとしての内部統制システム

という考え方を供給することと相まって、将来の不確実性を管理することを要求し始めた

のである 166。20 世紀を通じて、外部監査の実務では、統制システムの監査が重要となって

きたが、今や、そうした統制システムそのものが、専門職業家による保証業務の対象となっ

てきているのである 167。 

 以上をまとめると、1990 年代のコーポレート・ガバナンスの爆発的拡張は、内部統制を

一般的な規制や公共政策の対象へと転換し、さらに自身を補強するプロセスとして、新しい

コンサルティング市場を開発する機会を創造してきた。そして 1990 年代の半ばまでに、内

部統制それ自体が、良いガバナンスの判断基準として、規制や管理、概念化の対象となって

きたのである。 

 

第 5 節 リスク・マネジメントとしての内部統制 

 前節では、内部統制や管理システムが規制による介入を支援するような決定的な役割を

担うようになってきたことと、その結果として外部監査の領域でアドバイザリー業務とい

う分野そのものが生まれてきたという 2 つの変化を示してきた。これらは相互に補強し合

う関係にある 168。つまり、規制が外部的な監査や検査を強調してきたことが、ある意味で

                                                      
164 Power(2007),p.46. 邦訳(2011),57 頁。 
165 Power(2007),p.46. 邦訳(2011),57 頁。 
166 Power(2007),p.46. 邦訳(2011),57 頁。 
167 Power(2007),p.46. 邦訳(2011),57 頁。 
168 Power(2007),p.48. 邦訳(2011),59 頁。 
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内部的な機構や統制部門の観察可能性を強調するように変化してきたと言える。 

 確かに内部統制の歴史は、大きくは組織の複雑性が増大してきたことの結果を表してい

るが、その定義もまた同様に、会計士や監査人が好む業務領域の変化とともに大きく変遷し

てきた 169。 

 上述したように、1980 年代は、多数の不祥事が起きた結果、金融制度における内部統制

システムが規制の関心となってきた 170。特に、資本の適切性を監視し、顧客の資金を分離

して置くという要請は、金融部門における公式的な内部統制規制の不可欠な側面となって

きたのである 171。しかし、そうした要請は断片的なものであった。実際に内部統制システ

ムの全体に関わるようになったのは、コーポレート・ガバナンス原則が体系的で包括的なア

プローチを求めるようになってからである 172。 

 COSO アプローチでは、リスク評価プロセスに関連させる形で統制を設計し、運用する

ことが求められており、リスク・アプローチの考え方が採用されている。統制の設計は、企

業の目的や目標に対するリスクの評価に明白に関連づけられており、1990 年代初頭以降、

内部統制活動は、組織の目的や戦略と結びつけられて理解されるようになってきている 173。

COSO フレームワークは、統制機能の「戦略的な」重要性を示しており、コストよりも利益

機会を表現しようとしているのである 174。 

このようにして、会計領域における内部統制は変化してきたが、内部統制の生成は、会計

の領域のみならず、他の領域でもその生成をみることができる。1979 年にイギリス規格協

会が開発した一般的な管理基準である BS5750は、生産プロセスのための品質統制という、

                                                      
169 Power(2007),p.48. 邦訳(2011),60 頁。 
170 Power(2007),p.48. 邦訳(2011),60 頁。 
171 Power(2007),pp.48-49. 邦訳(2011),60 頁。 
172 Power(2007),p.49. 邦訳(2011),60 頁。 
173 Power(2007),p.49. 邦訳(2011),60 頁。 
174 Power(2007),p.49. 邦訳(2011),61 頁。 
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工学専門家が支配する概念のなかに起源をもつため、許容可能な最低限度の技術仕様につ

いての規定から管理プロセスを強調するようにと品質の意味合いを大きく変えてきた 175。

こうした一般的なモデルは、労働安全や森林管理など、他の多くの領域でも応用されている。 

 このような技術管理の領域における標準的な統制システムの生成が、1980 年代初頭にお

いてすでに監査法人における業務の規範の一部となっており、また、システムのパフォーマ

ンスは、外的刺激に対する自己監視として概念化されている 176。こうしたモデルは COSO

によって内部統制概念が拡張されるまでは、財務報告を統制する領域とは全く異なるもの

であったが、例えば、環境監査という領域を、より一般的な保証業務の延長線上のものとし

て会計士が対象とすることが可能となってきた 177。内部統制と品質管理システムが類似し

ているために、品質システムや環境システムの検証人として会計士とシステム工学者の競

合が起こりうると言える 178。したがって、COSO と細部の違いや起源に関わらず、COSO

と品質保証のための国際基準である ISO9000 は、サイバネティックモデルとしての公式構

造を共有しており、それは監視やフィードバックを通じてその機能を表現し、その有効性が

一般的な意味での監査対象となるのである 179。 

 品質管理システムは、様々な方法で現実化されてきたが、その業務上の抽象化によって、

経営と規制を組織化する概念として、その基準が急速に普及し利用されるようになったの

である 180。すなわち、品質保証と内部統制の類似性により、技術管理の領域における統制

システムの生成が、会計監査領域で応用されるようになったのである。このように、品質保

証と内部統制は密接に関係している。 

                                                      
175 Power(2007),pp.50-51. 邦訳(2011),62 頁。 
176 Power(2007),p.51. 邦訳(2011),62 頁。 
177 Power(2007),p.51. 邦訳(2011),63 頁。 
178 Power(2007),p.51. 邦訳(2011),63 頁。 
179 Karapetrovic and Wilborn(2000).  
180 Coglianese and Lazer(2003).  
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 COSO の公表文書を通じて、トレッドウェイ委員会による会計専門職に対する批判は、

当該専門職にとってのアドバイザリー業務のような機会へと大きく転換したと論じられて

きた 181。こうした様々な観点からすれば、組織ガバナンスの中心的な特徴としての内部統

制の生成は、何らかの価値観を体現しているのではないだろうか。より多くのより良い統制

やリスク・マネジメントシステムは、不祥事や倒産の結果として「管理を強化する」ために

必要とされてきたが、それはそうしたシステムが監査可能であることの必要性に重点を置

くようになってきている 182。しかし、内部統制システムには、組織の美徳を特徴とする企

業家の価値観もが投下されるようになっている 183。ガバナンスに関する議論のなかでは、

内部統制システムが、経営者にとって公式的な責任とみなされるようになってきたのであ

る 184。 

以上をまとめると、組織の内部統制システムという、組織内部のものが、公的なものへと

転換されるようになり、リスク・マネジメントとして標準化され、再概念化されている。ま

た、内部統制は、概念要素の混合から、規制の資源として、アドバイザリー業務の機会とし

て、そして必要な戦略として、またリスクを管理し統治する方法として構築されてきたので

ある。   

 

第 6 節 まとめ 

本章では、Power の理論を参考にして、1990 年代初めに「内部統制」がコーポレート・

ガバナンスを契機として出現してきた事情を規制哲学や戦略の視点から検討してきた。そ

の結果、COSO「内部統制」(1992)が出現したことにより、それまでの会計監査論における

                                                      
181 Briloff(2001).  
182 Power(2007),p.52. 邦訳(2011),64 頁。 
183 Power(2007),p.52. 邦訳(2011),64 頁。 
184 Power(2007),p.52. 邦訳(2011),64 頁。 
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内部統制の枠を越え、それから概念的に独立した「内部統制」が生成してきた経緯が明らか

になった。 

特に、コーポレート・ガバナンスの議論の背景には、新自由主義における政治経済的理念

の下で規制緩和・構造改革などが進められ、自由をもたらすはずの自律性がかえって規律を

生み出していたことを示してきた。自主規制には信頼性が必要不可欠であるため、組織が自

省的に「内部を外部化」することによって「内部統制」が生成してきた事情を明示したので

ある。すなわち、組織の内部的な活動はかつてないほど透明化され、監査され、評価される

ようになってきていた。そうした経済・社会状況の変革のなかで、組織の「内部は外部化」

されたのである。これは、会計の領域にとどまらず、パブリックセクターの管理や品質監査、

環境マネジメントなど様々な領域へ拡大してきている。 

また、Power の分析によって、COSO「内部統制」(1992)はそれまでの内部統制とは異

なり、リスク評価プロセスに関連させる形で統制を設計、運用することが求められ、統制の

設計が企業の目的や目標に対するリスクの評価に関連づけられており、内部統制活動が組

織の目的や戦略と結びつけられて理解されるようになってきたことが明らかになった。 

以上、COSO「内部統制」(1992)の生成を検討してきたことで、それまでの内部統制と

COSO「内部統制」(1992)が異なるものであることが示され、ここに会計監査論における内

部統制と COSO「内部統制」(1992)のそれぞれの機能・役割が浮き彫りになったと言える。 

 

  



 65  

第 4 章 内部統制とマネジメント・コントロール 

第 1 節 はじめに 

前章においては、内部統制の制度的展開を方向づけるものとして、COSO「内部統制」

(1992)を規制哲学の視点から考察を加えた。そこでは内部統制が、組織の「内部を外部

化」することで「規制の規制」を可能とする、新しい規制のあり方として捉えられること

がわかった。その意味でそれまでの内部統制とは異なる仕組みとなっていることが明らか

になった。 

そこで本章では、マネジメント・コントロール論から「内部統制」を検討することで、

「内部統制」とマネジメント・コントロールが重なり合う部分が多いものとなっているこ

とを明らかにしたい。ここで両者が重なり合うとはどういうことかと言えば、新たな「内

部統制」概念がまさにマネジメント・プロセスから引き出されるコントロールと監査の要

素から部分的に構成されていると考えられるからなのである。もっとも重なり合う部分が

多いとはいえ、両者はまったくその出自を異にしていることは言うまでもない。 

本章では、コーポレート・ガバナンスを 1 つの契機として生まれてきた「内部統制」が

マネジメント・コントロールといかに異なり、またどのような関係にあるのかについて検

討している。少し結論を先取りして言うならば、この関係とは、株主や取締役会がマネジ

メントに対する視点を強めることによって、いわゆるマネジメントに対するガバナンス機

能を果たすことを意味している。しかし、COSO「内部統制」(1992)が公表された後も、

残念ながら不正がなくなることはなかった。そこでさらに本章では、不正の原因を調査し

て行われた、COSO の不正問題分析報告と公共監視審査会 (Public Oversight Board：以

下 POB とする)の報告をもとに、その後求められた内部統制のあり様を示し、さらにその

後、直ちに COSO・ERM(2004)が公表されるに至る経緯を明示している。 
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第 2 節 マネジメント・コントロールと「内部統制」との関わり 

1．マネジメント・コントロールとは 

 マネジメント・コントロールと「内部統制」との関わりを検討する前に、本節では、マネ

ジメント・コントロールの仕組みについて検討しておきたい。そこで、まず大下(2009)で

紹介されたフランスの H. Bouquin の理論に基づくマネジメント・コントロール論について

示すことにする 185。Bouquin の理論を取り上げる理由としては、内部統制と親和性が高い

ことと、加えて後の Moquet の理論とのつながりを意識するためである。Bouquin のコン

トロール論では、マネジメント・コントロールの役割を戦略と日常的業務との一貫性をいか

に保証するかというところに置いており、戦略的次元にもコントロール概念を適用してい

るところに特徴がある 186。一方、内部統制は単に財務報告の信頼性および経営者の倫理・

誠実性を高めるということのみならず、戦略経営とリスク・マネジメントの展開過程を取締

役会に認識させ、経営報告に反映させるような統制システムでなければならない 187。この

ように、戦略的側面においてもコントロール概念を適用し、さらにコーポレート・ガバナン

スの一環としてマネジメント・コントロールを考えている Bouquin のマネジメント・コン

トロールと内部統制は親和性が高いと言える。 

Bouquin の理論において、コントロールとは、人間個人が一定の目的を達成しようとし

て組織をつくった場合に、組織の目的を達成するためにばらばらに行動するおそれのある

個人の行動を一定の組織目的の方へ導くための仕組みである 188。 

上記のように一定の目的をもって集まった個人の集合を組織と規定しておけば、その組

織は 3 つのレベル、すなわち、行動、コントロールおよび監査の各レベルをもつ 3 層構造

                                                      
185 Bouquin のコントロール論に関する記述は大下(1996)、大下(2009) を参照した。 
186 大下(1996),196 頁。 
187 西村(2006),225 頁。 
188 大下(2009),2-4 頁。 
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として認識される 189。そしてその行動が組織の目的に沿った形で成果をもたらしたかは、

コントロールの出来次第であり、行動の評価を通したコントロールの評価が「監査」という

ことになる 190。コントロールは人の行動に働きかけるだけでなく、その行動に先立つ意思

決定や行動後の成果に対しても目標を達成させるべく働きかけることができる。その意味

で、コントロールは意思決定、行動、成果といったプロセスを対象とするのである 191。さ

て、コントロールを上記のように捉えるならば、マネジメント・コントロールとは組織体内

で行われるマネジメント・プロセスが全体としての企業目標の達成に結びつくようにうま

くコントロールする仕組みである。また、上述したコントロールの理論で考えた場合、マネ

ジメント・コントロールが機能しているかを評価するために監査が行われていると理解す

ることができる。 

それでは、組織体内で行われるマネジメント・システムと「内部統制」はどのような関係

にあるのだろうか。そこで、次項では、マネジメント・システムと「内部統制」との関わり

について検討することにしたい。 

  

2．「内部統制」とマネジメント・システム 

前節ではフランスのマネジメント・コントロール論に基づき、コントロールとその評価を

行う監査の関係について述べた。本節では、このマネジメント・コントロールと監査、そし

て「内部統制」との繋がりについて示すこととしたい。上述したように、Bouquin の理論に

基づくと、マネジメント・コントロールとは組織内のマネジメント・プロセスが企業目標の

達成に結びつくようにコントロールする仕組みであり、そのコントロールの有効性を測る

                                                      
189 大下(2009),4 頁。ここでの「監査」とは公認会計士が行う監査ではなく、あくまでも企業組織内のコ

ントロールが有効に機能しているかどうか評価する行為を指す。 
190 Bouquin(1993). 大下(2009),3 頁。 
191 大下(2009),2-4 頁。 



 68  

ために監査が行われている。 

このマネジメント・コントロールと「内部統制」のもつコントロール機能、そして監査と

の関係性についてより明確にするために、さらに一歩踏み込んでマネジメント・プロセスを

軸に「内部統制」の説明をしている鳥羽(2007)に依拠する形で、それらの関わりを示すこ

とにしたい。そこでまず、COSO の「内部統制」の内容を簡単に見ていくことにしよう。 

COSO 報告書では、「内部統制」を次のように定義している。 

「内部統制とは、以下の範疇に分けられる目的の達成に関して合理的な保証を提供するこ

とを意図した、組織体の取締役会、経営者およびその他の構成員によって遂行されるプロセ

スである 192」。ここで言われる目的とは「業務の有効性・効率性」、「財務報告の信頼性」、

「事業活動に関わる法令その他の規範の遵守」の 3 つである 193。そして、これらの目的を

達成するために、「内部統制」は次の 5 つの構成要素から形成されている。つまりそれは、

「統制環境」、「リスクの評価」、「統制活動」、「情報の伝達」、「監視活動」の 5 つの構成要素

のことである。 

以下では、内部統制論の視点からマネジメント・システムを捉えた鳥羽氏の方法に依拠し

ながら、マネジメント・プロセスについて見ていくことにしたい。氏によれば、マネジメン

トとは、企業の事業目的を達成するために、企業の組織階層それぞれに属する経営者・経営

管理者・業務管理者が従事する行為(職務または業務の計画・調整・監視・是正措置、およ

びその連鎖)に与えられた総称のことである 194。日本語では最高執行責任者を中心とした経

営陣が従事するマネジメントを「経営」と称し、経営陣の下位組織に属する経営責任者(部

長・課長など)が従事するマネジメントを「経営管理」と称し、経営管理者の下位組織に属

する執行責任者(課長・係長など)が従事するマネジメントを「業務管理」と称し、ある程度

                                                      
192 COSO(1992),p.3. 
193 COSO(1992),p.3. 
194 鳥羽(2007),114 頁。 
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区別している 195。しかし、英語ではすべて、「マネジメント」(management)である 196。重

要な点は、マネジメントは、これらの行為が互いにばらばらにされるのではなく、計画

(Plan)、実行(Do)、監視(Check)、是正措置(Action)というプロセスに従って相互に調整

されなければならないという点である 197。 

 図表 4-1 では、内部統制と、各部門のマネジメント・プロセスとの関係を示している。こ

の図では、マネジメント・システム自体がコントロール機能(C)をすでに内包していること

がわかる。しかし、各組織階層の責任者が、経営、経営事業目的を達成するためには、マネ

ジメント・システムの各段階を制御(コントロール)する仕組みやプロセスが不可欠となる。

それが内部統制である。「横糸としてのマネジメント・システム」に対して、内部統制を「縦

糸」と位置づけたのはそのためである 198。 

マネジメント・システムを横糸、内部統制を縦糸と位置づける見方は、両者の関係をより

視覚的に理解させる以上に重要な視点を内包している 199。というのは、この図によって、

内部統制をマネジメント・プロセスに統合されたものと理解する立場だけでなく、内部統制

そのものをプロセス化(システム化)して考えるという立場もあるためである。 

 前者(COSO の内部統制)の立場に従えば、マネジメント・プロセスに統合されたものは

内部統制の構成要素であり、これらの機能状況が、結果としてマネジメント・プロセスその

ものの機能状況を保証することになるのである 200。そこでの基本的な視点は、なによりも、

マネジメント・プロセスの機能状況を評価する立場、つまり、内部統制を評価する者(監査

人の立場)である。図表 4-1 に示しているように、監査人はマネジメント・プロセスの PDCA

                                                      
195 鳥羽(2007),114 頁。 
196 鳥羽(2007),114 頁。 
197 鳥羽(2007),114 頁。 
198 鳥羽(2007),115 頁。 
199 鳥羽(2007),115 頁。 
200 鳥羽(2007),116 頁。 
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サイクルをチェックしていることからも、そのことは理解できよう。 

 

図表 4-1 マネジメント・システムと内部統制の構成要素との関係 

監 査 人 の 視 点

内 部 統 制

経

営

者

の

視

点

リスク・マネジメ
ント・システム

生産マネジメン
ト・システム

販売マネジメン
ト・システム

環境マネジメン
ト・システム

P D C A

P D C A

P D C A

P D C A

 

(出所)鳥羽(2007),117 頁を一部修正。 

  

後者の立場、つまり内部統制をプロセス化して考える立場は、「内部統制そのものをシス

テム化する」あるいは「内部統制システムを構築する」者の視点である。内部統制システム

を社内に構築するには、内部統制の目的を明らかにしたうえで、内部統制の構成要素に含ま

れる経営理念や経営哲学、そして様々な仕組みを PDCA サイクルに沿って具体化しなけれ

ばならない 201。経営者は色々な仕組みを PDCA サイクルに乗せることで、内部統制システ

ムを構築することができるのである。すなわち、「内部統制システム」という用語は、それ

                                                      
201 鳥羽(2007),116 頁。 
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を構築する経営者の視点を表していることになる。 

 つまり、内部統制なる概念はそれを評価する監査人の視点を、内部統制システムはそれを

構築する経営者の視点を表している概念ということになるのである。 

また、「内部統制」のフレームワークが示されたことで、マネジメントという枠組みでは

必ずしも明確ではなかったコントロールの概念の内容が、「統制目的」と「構成要素」とい

う両視点の結合によって浮き彫りになり、その結果マネジメントを見つめる視点を一段と

広く、そして厳しくすることができるのである 202。加えて、マネジメント・プロセスのな

かに組み込まれているコントロールを抽出して、内部統制システムの有効性を評価するた

めの具体的な基準として体系づけたことで、COSO フレームワークは企業社会のインフラ

構築に大きく貢献しているのである。 

 

第 3 節 マネジメントからガバナンスの視点へ 

以上述べたように、内部統制は、PDCA それぞれに本来組み込まれているはずの、合理的

な人間行動を担保するための仕組みを取り出し、それを達成すべき目的との関連において

有機的に統合させたものである。つまり、内部統制はマネジメント・プロセスのなかにある、

「リスクの評価」、「情報と伝達」、「監視活動」、「統制活動」と、これら要素すべての基盤と

なる「統制環境」によって構成されているのである。この意味においても、内部統制とマネ

ジメント・コントロールの機能が重なり合っているということがわかる。 

では、なぜマネジメント・コントロールのなかに存在する要素をわざわざ取り出して内部

統制の構成要素を構築したのであろうか。また、マネジメント・プロセスのなかに存在して

おり、PDCA に乗っかってコントロールすることにより、企業の目標を達成できるのなら

ば、マネジメント・プロセスをコントロールすることと内部統制は一体どこが違うのであろ

                                                      
202 鳥羽(2007),119 頁。 
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うか。その問いを解く手掛かりの 1 つが内部統制の構成要素である「統制環境」なのであ

る。ここで「統制環境」とは、次のように考えられている。つまり、「組織の気風を決定し、

組織内のすべての者の統制に対する意識に影響を与える。それは内部統制の他のすべての

構成要素の基礎をなすとともに、規律と構造を提供する。統制環境に関する要因には、事業

体に属する人々の誠実性・倫理的価値観・能力、経営者の哲学・行動様式、権限と責任を従

業員に割り当て、彼らを組織し、その能力を開発させるために経営者が採用した方法、およ

び取締役会が与える注意と命令といった要因が含まれる 203」とされている。すなわち、鳥

羽(2007)によれば、従来の内部統制観では経営判断の問題は「経営者固有の領域」とされ、

そこに内部統制の視点が反映されることはなかったが、「統制環境」が企業内にあることに

よって、経営者の独善的な判断は食い止められるはずである、という議論になる 204。そし

て、COSO フレームワークが、「従業員による業務遂行を制御するための手段」という経営

者の視点を脱し、「統制環境」を通して経営者も取締役会から監視を受けるという点で、株

主の視点をも有していると考えられるのである 205。これは、まさにコーポレート・ガバナ

ンスの問題であり、内部統制がガバナンスを包み込んだのである。 

加えて、COSO「内部統制」(1992)によって、マネジメントという枠組みでは必ずしも明

確でなかったコントロールという概念の内容が、「統制目的」と「構成要素」という両視点

が結びつくことによって浮き彫りになり、その結果、経営を見つめる目を一段と広く、そし

て厳しくすることができるのである 206。つまり、マネジメント・コントロールは文字どお

りマネジメント・プロセスのコントロールであり、内部統制はマネジメントのコントロール

に加えて、ガバナンスのコントロールとも深く結びつくものとなっている 207。 

                                                      
203 COSO(1992),p.4. 
204 鳥羽(2007),122 頁。 
205 鳥羽(2007),123 頁。 
206 鳥羽(2007),119 頁。 
207 大下(2009),195 頁。 
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第 3 章での結論を受けて、本章では、なぜ「統制環境」なるものが内部統制の構成要素に

入ってきたかということを示したが、この「統制環境」により、マネジメントの視点はガバ

ナンスへと拡大してきている。そして、マネジメント・プロセスをコントロールするマネジ

メント・コントロールは、「内部統制」の出現により、ガバナンスをも包摂するようになっ

たのである。また、リスク・マネジメントの側面も加わることで、「内部統制」が前向きで

より積極的なものになってきていると考えることができる。つまり、COSO「内部統制」

(1992)の出現により、以前の会計監査における財務諸表の信頼性を得るためや資産を保全

するための内部統制から、もはやその枠を越えた新たなコントロール機能としての役割を

果たしていくと言えるのである。 

 

第 4 節 COSO「内部統制」(1992)から COSO・ERM(2004)へ 

前節では、COSO の「内部統制」の出現により、内部統制が以前の会計監査のための内部

統制の枠を越えた新たなコントロール機能をもつものとしてその役割を果たすという考え

を示してきた。しかし、COSO「内部統制」(1992)が出てきた後も不正は収まることはなか

った。それではなぜ、COSO が「内部統制」を公表したにも関わらず、不正問題は発生し続

け、その後「内部統制」の形をかえた ERM を公表しなければならなかったのであろうか。 

そこで本節では、COSO が ERM を公表するに至った経緯を、COSO「内部統制」(1992)

が公表された後に行われた 2 つの分析報告とその他の要因から明らかにしていきたい。 

 

1．COSO「内部統制」(1992)公表後の不正問題への対応に関する 2 つの動向 

 (1) POB(公共監視審査会)の報告書 

 COSO「内部統制」(1992)が公表された後も不正が止むことはなかった。米国において

は、これらの不正問題に対して注目すべき動きがあった。そのうち 1 つは、2000 年に
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POB が公表した報告書である。八田(2009)によれば、リスク・アプローチを中心とした

監査モデルは、財務諸表監査、とりわけ監査人による財務情報の保証を提供するという意

味での監査目標の達成においては、一定の目的適合性を有するものということができると

考えられるという 208。しかしながら、不正問題、とくに不正の発見および防止に関して、

このような監査モデルがはたして有効なのかどうか、という点から検討した場合には大き

な問題が残されていると言える 209。そこで、POB は 2000 年に『監査の有効性に関するパ

ネル報告書』を公表し、そのなかで、現行の監査モデルの見直しを含む勧告を提示してい

るのである。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                       

まず、同報告書は、独自に実施した調査も含めて、いくつかの実態調査の結果を踏まえ

て、不正問題の重要性を確認するとともに、現行監査モデルが必ずしも不正問題に対して

有効なものとなっていないとの懸念を表明している 210。同報告書によれば、現行の監査モ

デルでは、リスク評価の基準、評価方法、およびリスク要因と実証性テストの関連づけ等

が不明確なため、単に、会計事務所の経済効率性のためだけにリスク・アプローチが導入

され、その結果、実務においては、監査範囲および実証性テストの水準が低下してきてい

る、というのである 211。つまり、経済的効率性のためだけにリスク・アプローチが導入さ

れることで、監査の目的、すなわち監査人による財務情報の保証を提供するという目的が

果たされにくくなっているのである。そして、効率性のためだけにリスク・アプローチが

導入されれば、その分、不正が発生する危険性も高まると推測できる。 

以上のような問題意識のもと、同報告書は、以下の 2 つの勧告を行っている。1 つは、

会計事務所は監査人が SAS(監査基準書)第 53 号で要求されている職業専門家としての懐

                                                      
208 八田(2009),155 頁。 
209 八田(2009),155 頁。 
210 POB(2000),pp.vii-ix. 邦訳(2001),xi-xiii。 
211 POB(2000),pp.27-28. 邦訳(2001),52-57 頁。 
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疑心をより一層強固に保持するとともに、それを行使することの必要性に対してより敏感

になることを保証すべきということである 212。2 つ目に、ASB(英国企業会計基準委員

会)、SEC(証券取引委員会)監査業務部会の常務委員会もしくは他の該当する機関は、財

務情報に影響を及ぼすおそれのある経営者不正が生じている可能性を監査人が評価する際

の手助けとなり、また、経営者不正の蓋然性が高い場合に追加的な監査手続きを明記する

ための指針を開発するべきであるとした 213。 

 加えて、同報告書では、監査基準の改訂に関する勧告のなかで、監査があらゆる不正の発

見を行うべく実施されることは、コスト・ベネフィットの観点から受け入れられるものでは

なく、監査の結果は、あくまでも重要な虚偽記載がないとの合理的な保証を与えることに限

定されるとして、限定的な改善勧告を示すにとどまっている 214。具体的には、当時の不正

に関する監査基準書であった SAS 第 82 号 215について、リスク要因の例示と、実証性テス

ト等の監査手続との関連が不明確であり、不正の発見に有効なものとなっていないとして、

早急な改訂を求めたのである 216。 

 

(2) COSO 分析報告 

2 つ目の動向は、1999 年に COSO が公表した実態調査 217 (以下 COSO 分析報告とする)

である。この報告が基礎となって、後に COSO・ERM(2004)が公表されることになってく

るのである。 

 COSO は、かつて『不正な財務報告』という報告書を公表したトレッドウェイ委員会の後

                                                      
212 POB(2000),pp.42-43. 邦訳(2001),64-65 頁。 
213 POB(2000),p.43. 邦訳(2001),65 頁。 
214 柿﨑(2005),196 頁。 
215 AICPA(1997). 
216 八田(2009),156 頁。 
217 COSO(1999). 
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援組織であり、COSO 分析報告は、『不正な財務報告』が公表された 1987 年から 1997 年

までの約 10 年間について、その間に SEC が調査した不正な財務報告の事例を分析してい

る。すなわち、この COSO 分析報告書は、米国においてトレッドウェイ報告書以後、COSO

「内部統制」(1992)が公表され、様々な制度改革が行われたなかで、どのように不正な財

務報告の状況が改善してきたのか、もしくはしていないのかを把握すべく調査されたもの

である。 

 COSO 分析報告の調査は、「不正に関与した企業の性質」、「統制環境の性質」、「不正の性

質」、「外部監査人に関する問題」および「不正に関与した会社および個人その後の帰結」と

いう観点から行われており、それぞれについて、次の 5 つの発見事項があったとされてい

る 218。 

まず、1 つ目は、不正に関与した企業には、比較的、非上場企業や中小企業が多いという

ことである 219。2 つ目は、不正は多くの場合、上級経営者によって行われており、また不正

が生じた企業では、監査委員会や取締役会の機能が概して脆弱であると考えられていると

いうことである 220。つまり、不正が起こる企業というのは、大企業に限られるわけではな

く、監査委員会や取締役会の目を気にせずに、上級経営者が自由に不正を行える状況にあっ

たことが窺える。そして 3 つ目に、不正の性質としては、不正が累積的に行われることが多

く、また財務諸表に関する不正の典型的な例としては、収益や資産の過大表示という方法が

とられている点が指摘されている 221。つまり、累積的に行われるということは、1 度や 2 度

ではなく、継続的に行われているということであり、不正に手を染めてしまってそのまま継

続して行ってしまったということである。4 つ目に、外部監査人に関する問題としては、不

                                                      
218 八田(2009),38 頁。 
219 COSO(1999),p.5. 
220 COSO(1999),p.5. 
221 COSO(1999),p.6. 
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正な財務報告を行った企業と監査事務所の規模には関連性が見られないこと、不正を行っ

ていた企業では、監査人がそれに関わっていた場合もあれば、監査人が交替させられていた

場合もあったということである 222。すなわち、不正と監査人とは必ずしも関係していると

は限らないということである。最後に、不正に関与した会社および個人のその後の帰結とし

ては、企業ならば倒産等、個人ならば訴追や解任などの厳しいものとなっている点である

223。目先の利益に目がくらみ、最終的に大きな代償を支払うことになっていることから、長

期的ではなく、短期的に物事を捉える思考がこのような結果を生み出したと言える。 

以上のことから、有効な統制環境、または最高経営者層の気風のもつ重要性が明らかにさ

れている。また、不正が生じるリスクが小さな企業において発生率が非常に高いことから、

小さな企業において大きな株主持分を有する強力な CEO がいる場合には、独立した取締役

会が客観性を保つために必要になると理解されている。 

 以上から、この報告が「内部統制」の有効性の改善を導くための基礎となって、その後、

COSO が ERM フレームワークに関わるプロジェクトに着手する契機となったと解される

のである。      

          

2．POB 報告書や COSO 分析以外の要因 

 以上、COSO「内部統制」(1992)公表後に不正問題が起こった原因を明らかにし、COSO

分析報告がCOSO・ERM(2004)に繋がってくることを示してきた。以下では、COSOがERM

のフレームワークを公表するに至った他の要因を取り上げておこう。 

COSO が ERM になるプロジェクトを立ち上げたのは、COSO「内部統制」(1992)の構

成要素である「リスクの評価」と、「リスク・マネジメント」の関係を明らかにすることに

                                                      
222 COSO(1999),p.7. 
223 COSO(1999),p.7. 
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加え、エンロン事件以後、急速に社会の関心が高まったリスク・マネジメントそのものの枠

組みを提示することが急務とされたためである 224。 

 何度も言うように、COSO が 1990 年代に注意を促したにも関わらず、それが企業不祥事

や会計不正に対してほとんど威力を発揮することはできなかった。その原因として COSO

が民間組織であり、その法的な拘束力が限られたものであったこと、また、1990 年代を通

してバブル経済へと向かう IT を基盤とした「ニューエコノミー」の下では、政府関係者、

経営者、投資家たちは、十分な危機意識をもつことができなかったと予測される 225。 

 しかしながら、米国政府は 2001 年に発生したエンロンやワールドコムの象徴的な企業不

祥事を機に、異常なほどに危機感をもつようになった 226。そしてこうした不祥事を防止す

るために、翌 2002 年に米国企業改革法(SOX 法)が制定されることになる。これを模範と

して、多くの国が同様の法制度導入を進めて行った。この SOX 法により、ほとんどの企業

に対して内部統制に関する過剰なまでの新たな情報開示の義務づけがなされることになっ

たのである。こうしたなかで、2004 年に COSO から ERM のフレームワークが公表される

ことになったのである。 

「内部統制」はリスク・アプローチをとりながらもガバナンスを包摂することによって、

「内部統制」のフレームワーク内にガバナンスを取り入れることになった 227。こうしたガ

バナンスをとり込んだ COSO のリスク・ベースの内部統制論は全社的なリスク・マネジメ

ント(ERM)を基軸に据えた企業戦略論として展開することになっていった 228。そのため、

COSO・ERM(2004)における 8 つの構成要素のうち、5 つは 1992 年に公表された COSO

の内部統制の統合的フレームワークのものであり、COSO フレームワークの「リスクの評

                                                      
224 鳥羽(2007),232 頁。 
225 大下(2009),196 頁。 
226 大下(2009),196 頁。 
227 大下(2009),197 頁。 
228 大下(2009),198 頁。 
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価」に加え、「リスクへの対応」が追加されている。そして、この企業戦略論として展開さ

れる COSO・ERM(2004)は、リスクをマネジメントし、利益機会を最大化し、企業の価値

を創造していくことになるのである。COSO「内部統制」(1992)から COSO・ERM(2004)

への流れを見ても、不正を防止する後ろ向きの内部統制から、より戦略的に、前向きな「内

部統制」へ変化してきていることが窺える。 

 

第 5 節 まとめ 

 本章では、COSO「内部統制」(1992)をコントロール論から検討することで、マネジメン

ト・コントロールと重なり合う部分が多いものとなっていることを明らかにしてきた。そし

て、これらの 2 つの仕組みがどのように異なり、またどのような関係にあるのかについて

考察を加えてきた。 

従来の内部統制観では、経営判断の問題は「経営者固有の領域」とされ、そこに株主の視

点が反映されることはなかったが、COSO「内部統制」(1992)では、「統制環境」を通して

経営者も取締役会から監視を受けるという点で、株主の視点をも有しているということが

明らかになった。また、「内部統制」によって、マネジメントという枠組みでは必ずしも明

確でなかったコントロールという概念の内容が、「統制目的」と「構成要素」という両視点

が結びつくことによって浮き彫りになり、その結果、経営を見つめる目を一段と広く、そし

て厳しくすることができるようになったのである。 

しかし、COSO の「内部統制」をもってしても不正は収まることはなかった。そこで本章

では、不正問題が発生する原因を追求してきた。そして、1999 年の COSO 分析報告書が

COSO「内部統制」(1992)の有効性の改善を導くための基礎となって、その後、COSO に

より ERM にかかるプロジェクトが開始されることとなった事情を明らかにしてきた。この

COSO・ERM(2004)を通して、「内部統制」は企業価値を創造する方向へと舵を切ることに
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なるが、この議論については、章を改めて検討することにしたい。 
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第 5 章 価値を創造する「内部統制」                  

―全社的リスク・マネジメント(ERM)― 

第 1 節 はじめに 

前章では、COSO の「内部統制」とマネジメント・コントロールの関係を示してきた。そ

して、特に「内部統制」が監査人の視点のみならず、経営者の視点に加えて取締役会・株主

の視点までをも包含することで、ガバナンスの概念を包摂したことを明らかにした。しかし、

COSO「内部統制」(1992)が生成されたにも関わらず、不正問題がなくなることはなかった。

それどころかエンロンやワールドコムなどの大企業の不正問題が露呈し、これらの事件は

米国の監査のみならず、日本の監査にも大きな打撃を与えた。こうした状況のなかでリス

ク・マネジメントの枠組みを提示することが急務となったことなどを背景として COSO・

ERM(2004)が公表されることになったのである。 

本章では、この COSO・ERM(2004)を取り上げ、それがいかなるものか、その中身を詳

細に検討することにしたい。つまり、COSO・ERM(2004)における「内部統制」がどういっ

たものか、さらに COSO「内部統制」(1992)の構成要素と目的が増加することで、COSO

「内部統制」(1992)とどう違ってくるのかということを明らかにする。また、COSO・

ERM(2004)によって全社を通したリスク・マネジメントの視点が加わることで、COSO「内

部統制」(1992)を基盤にした COSO・ERM(2004)がいかに価値を創造するかを検討してい

る。要するに、本章においては COSO・ERM(2004)を介して、「内部統制」は企業全体を通

したリスクの視点から利益機会を最大化し、価値創造に結びつけていくことが可能になる

事情が明らかになるであろう。 

そこで、本章では COSO・ERM(2004)が COSO「内部統制」(1992)を基礎としながら価

値を創造することによって、COSO「内部統制」(1992)が COSO・ERM(2004)を介して企

業にとってプラスに働く仕組みとなっていることを示している。そして、この COSO・
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ERM(2004)の出現により、これまでの内部統制とはその内容を異にした、価値を創造する

「内部統制」、すなわち COSO・ERM(2004)「内部統制」が浮かび上がってくるのである。 

 

第 2 節 ERM について 

1．内部統制とリスク・マネジメントの関わり 

ERM は内部統制をリスク・マネジメントと結びつける考え方が主流になってきたことか

ら派生してきたと考えられる。リスク・マネジメントは保険管理を起源としており、管理論

の一分野として発展しており、内部統制とその起源は異なる。しかし、企業を取り巻く様々

なリスクに対応し、企業の維持・発展を導くという観点からは多くの共通部分があると言え

るであろう 229。そこで、リスク・マネジメントと内部統制を関連づけ、さらに一体化して

捉える考え方が強くなってくるのである 230。 

以上のように、内部統制とリスク・マネジメントは多くの点で通ずるものがあり、関連づ

けられて考えられてきた。さらに、内部統制はリスク・マネジメントにおいて不可欠な存在

であり、またリスク・マネジメントも内部統制にとって重要である。その関係は、様々なガ

イダンスからもみてとれる。例えば、ICAEW(イングランド・ウェールズ勅許会計士協会)

が設置したターンバル委員会によるガイダンスでは、内部統制とリスク・マネジメントの位

置づけを次のように明確にした。つまり、企業の内部統制は、企業の事業目的の達成にとっ

て重要なリスクの管理において主要な役割をもっており、健全な内部統制システムは、企業

が晒されているリスクの性質とその程度について、十分かつ定期的な評価に依存するので

あるとし、内部統制の目的がリスクの除去というよりむしろリスクをしかるべく管理・統制

するのに役立つことであるとしている 231。また、日本では、経済産業省の『リスク新時代

                                                      
229 松井(2011),47 頁。 
230 松井(2011),47 頁。 
231 ICAEW(1999). 
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の内部統制』において、内部統制とリスク・マネジメントの関係を次のように示している。

すなわち、「内部統制は、リスク・マネジメントを適切に行うために不可欠 232」であると指

摘している。そして、「内部統制はリスク・マネジメントを支えるもの 233」であり、「リス

ク・マネジメントによる総合的なリスクの評価等を踏まえて、構築・運用 234」されるべき

ものという観念から取り纏めを行っている。このように、ターンバル委員会によるガイダン

スをみても、『リスク新時代の内部統制』をみても、内部統制とリスク・マネジメントが互

いに欠かせない存在であると理解できる。 

以上のような動向のなかで、COSO は 2004 年 9 月に ERM フレームワーク 235の確定版

を公表することになった。この COSO・ERM(2004)フレームワークでは、事業体の目標達

成にマイナスの影響を与える可能性があるもの、つまり価値創造を妨げるもの等をリスク

とし、これに対して、目的達成にプラスの影響をもつ、またはマイナスの影響を消す事象を

機会としている 236。その上で、ERM を次のように定義している。 

「ERM は、事業体の取締役、経営者、その他の組織内のすべての者によって遂行され、 

事業体の戦略策定に適用され、事業体全体にわたって適用され、事業目的の達成に関する合

理的な保証を与えるために事業体に影響を及ぼす発生可能な事象を識別し、事業体のリス

ク選好に応じてリスクの管理が実施できるように設計された、1 つのプロセスである 237」。 

つまり、COSO・ERM(2004)も COSO「内部統制」(1992)と同じく、事業目的達成に「合

理的な保証」を提供するプロセスであり、加えてリスクの管理をも提供するプロセスである

ということになる。 

                                                      
232 経済産業省(2003),13 頁。 
233 経済産業省(2003),13 頁。 
234 経済産業省(2003),14 頁。 
235 COSO(2004). 邦訳(2006)。 
236 COSO(2004),p.4. 邦訳(2006),4-5 頁。 
237 COSO(2004),p.4. 邦訳(2006),5 頁。 
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2．COSO・ERM(2004)における事業体の目的  

 前節では、COSO・ERM(2004)がどのように COSO「内部統制」(1992)から変貌を遂げ

てきたかを見てきた。それでは、COSO・ERM(2004)は実際にどのような目的をもって運用

されることになるのであろうか。そして、それはいかにして企業の価値創造に繋がっていく

のであろうか。そこで、この項では、まず COSO・ERM(2004)が運用される事業体の目的

を示し、次項でその目的を達成するための構成要素を示したい。 

COSO・ERM(2004)を運用する事業体としては、戦略目的、業務目的、内外の関係者に対

する報告の信頼性に関する目的、コンプライアンス目的の 4 つが挙げられている 238。そし

て、これらの目的カテゴリーは、次のように説明される。 

 まず、「戦略目的」については、事業体のミッションと連動し、それを支えるハイレベル

の目標に関するもの、「業務目的」については事業体の資源の有効性、効率性に関するもの、

「報告目的」については事業体の報告の信頼性に関するもの、最後に、「コンプライアンス

目的」は事業体に適用される法規の遵守に関するものである 239。この事業体の目的に「戦

略目的」が加わることで、内部統制がより積極的な形でマネジメント志向になってきている

と考えるのである。そして、報告とコンプライアンスに関連する目的に関しては、企業が管

理できるものなので、COSO・ERM(2004)はこれらの目的の達成に関する合理的保証を提

供できるものと言える 240。しかし、戦略と業務の目的の達成に関しては企業の管理外の事

象の影響を受けるので、COSO・ERM(2004)が提供できるのは、経営者および取締役会が、

企業が目的達成に向かっている程度を適時に承認しているという合理的保証であると指摘

している 241。その上で、COSO・ERM(2004)がこれらの目的を達成するためには、幾つか

                                                      
238 COSO(2004),p.5. 邦訳(2006),6 頁。 
239 COSO(2004),p.5. 邦訳(2006),6 頁。 
240 松井(2011),49 頁。 
241 松井(2011),49 頁。 
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の構成要素をもたなければならない。これらの構成要素については、項を改めて詳細に説明

することにしよう。 

 

3．COSO・ERM(2004)の構成要素 

 以上で述べた 4 つの目的を達成するために、COSO・ERM(2004)は、COSO「内部統制」

(1992)の 5 つの構成要素(統制環境、情報と伝達、統制活動、リスクの評価、モニタリング)

を基盤として、そこに、目的の設定、事象の識別、リスクへの対応の 3 つの要素を加えた構

成をとっている。以下では、COSO「内部統制」(1992)の 5 つの要素に新たに COSO・

ERM(2004)独自の 3 つの構成要素が追加されることで、COSO・ERM(2004)が COSO「内

部統制」(1992)とどのように異なった形態になっているのかを見てみよう。そして、両者

を合わせた 8 つの構成要素について解説を加えていこう。その場合、図表 5-1 で示すよう

に、COSO・ERM(2004)の構成要素の順に解説を加えていくことにしたい。 

なお、図表5-1が示しているように、目標と構成要素間の関係に関しては、基本的にCOSO

「内部統制」(1992)と同様に考えられていることがわかる。ただし、斜めに示された面に

ついては、COSO「内部統制」(1992)では事業体や活動ごとの場合のみだったのが、全社レ

ベルの場合もあれば、一部のユニットの場合もあるというように、様々なレベルがあること

を示すようになっている。 
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図表 5-1 ERM の目的と構成要素 

 

(出所)COSO(2004),p.7. 邦訳(2006),8 頁を一部修正。 

 

 まず、「①内部環境」についてであるが、これは COSO「内部統制」(1992)の「統制環境」

に当てはまる部分である。つまり、COSO・ERM(2004)のフレームワークにおいて、それは

「組織の気風を組み込み、組織を構成する人々のリスクに対する意識に影響を与えるとと

もに、ERM の他のすべての構成要素の基礎をなし、規律と構造を提供するものである。内

部環境要因には、事業体のリスク・マネジメントの考え方、リスク選好、取締役会による監

視、事業体に属する人々の誠実性・その能力を開発する方法が含まれる 242」と説明されて

いる。ここで文中のリスク選好とは、価値を追求するために受け入れようとするリスクの水

準のことであり、リスク・マネジメントの考え方に反映され、リスク文化や業務スタイルに

影響するため、戦略の策定に直結すると言える 243。この要素は他のすべての構成要素の基

礎をなす点では COSO「内部統制」(1992)における「統制環境」と同様である。しかし、

                                                      
242 COSO(2004),p.27. 邦訳(2006),35 頁。 
243 COSO(2004),p.27. 邦訳(2006),37 頁。 
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「統制環境」に比べ、よりリスクに注意を促すようになってきており、概念が拡大している

と言えるであろう。 

 「②目的の設定」については次のように捉えられている。すなわち、「目的は戦略レベル

で設定され、業務目的、報告目的およびコンプライアンス目的の基礎となる 244」。あらゆる

事業体は、常に外部および内部要因に起因する多様なリスクにさらされており、目的を設定

することは、有効な事象の識別、リスクの評価およびリスクへの対応を行うための前提とな

るのである。目的は、事業体のリスク許容度の水準を決定する事業体のリスク選好とその方

向性をすり合わせることになる 245。リスクをマネジメントする上で、目的の設定は非常に

重要である。目的が定まっていなければ、どのリスクをマネジメントするべきか、リスク・

アプローチを行うことができない。そのため、この目的の設定は COSO「内部統制」(1992)

にはなかったものであり、リスク・マネジメントの要素が強まった故に重要な位置づけにな

ったのである。 

 さらに「③事象の識別」については次のようになっている。「経営者は、発生した場合に

事業体に影響を与える潜在的事象を識別し、かつ、それらが事業機会であるか、あるいは戦

略を成功裏に実行し目的を達成する事業体の能力に悪影響を与えるおそれがあるかを決定

する 246」。ここでは潜在的にマイナスの影響をもつ事象をリスクとし、反対に潜在的にプラ

スの影響をもつ事象のことを事業機会としている 247。事象を識別する際、経営者は、組織

全体を念頭においてリスクおよび事業機会を生じさせる可能性のある内部または外部要因

を考慮する必要がある。要するに、リスクをマネジメントするために、事業体の目的に沿う

ように事象を識別し、リスクと機会に分け、それらを考慮する必要があることを示している

                                                      
244 COSO(2004),p.35. 邦訳(2006),47 頁。 
245 COSO(2004),p.35. 邦訳(2006),47 頁。 
246 COSO(2004),p.41. 邦訳(2006),56 頁。 
247 COSO(2004),p.41. 邦訳(2006),57 頁。 
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が、ここにも内部統制がより戦略的に、価値創造としての積極的な機能であることが示され

ているとみなすことができる。 

 そして、「④リスクの評価」については次のように示されている。「リスクの評価は、事業

体が、潜在的な事象が目的の達成に与える影響の程度を検討することを可能にするもので

ある。経営者は、2 つの考え方―発生可能性と影響度―で事象を評価する 248」。そして、潜

在的な事象のプラス面並びにマイナス面の影響度は、事業体全体にわたって、個々にあるい

はカテゴリーごとに検証されるべきであるとしている 249。つまり、事業体における潜在的

にプラスまたはマイナスの影響をもたらす事象は事業全体で検証されるのである。また、リ

スクは固有リスクおよび残余リスクの両方で評価される 250。ここで、固有のリスクとは、

経営者が何も対応策をとっていない場合のリスクであり、残余リスクとは、対応後にもなお

残っているリスクのことである。リスクの評価自体は、COSO「内部統制」(1992)にも存在

する要素であるが、COSO・ERM(2004)においては、COSO「内部統制」(1992)に比べ、よ

り高度化されている。 

 リスクを評価した後、経営者はリスクに対する対応策を決定する。すなわちこれが「⑤リ

スクの対応」である。この要素は COSO・ERM(2004)から新しく追加されたものであり、

次のように述べられている。「対応策には、リスク回避、低減、共有および受容がある。対

応策を検討する際に、経営者は費用対効果とともに、リスクの発生可能性および影響度を検

討し、残余リスクが望ましいリスク許容度の範囲内に収められるような対応策を選択する

251」。ここで、各対応カテゴリーは次のように説明される。まず、リスク回避とはリスクを

引き起こすような事業活動から撤退する行動をとることである 252。例えば、製品ラインの

                                                      
248 COSO(2004),p.49. 邦訳(2006),66 頁。 
249 COSO(2004),p.49. 邦訳(2006),66 頁。 
250 COSO(2004),p.49. 邦訳(2006),66 頁。 
251 COSO(2004),p.55. 邦訳(2006),75 頁。 
252 COSO(2004),p.55. 邦訳(2006),75 頁。 
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撤廃、新しい地域への市場拡大の断念や部門の売却などが考えられる。続いてリスク低減と

は、リスクの発生可能性または影響度、もしくはその両方を軽減させる行動をとることであ

り、無数の日常的な事業判断に関係することである 253。リスクの共有は、リスクを転嫁す

ること、あるいはリスクの一部を共有することで、リスクの発生可能性や影響度を低減させ

る行動をとることである 254。そして最後に、リスク受容とは、リスクの発生可能性や影響

度に影響を及ぼすような行動を一切とらないことである 255。リスクの低減とリスクの共有

は、リスクを抑えながらも事業活動を行うことになるが、リスクの回避は、もはやリスクを

冒してまで事業活動を行わないことである。つまり、ある意味では、事業活動を行うことで

得られる機会利益を失うことになるが、それよりも、事業活動を行わないリスクをとった方

が得策である場合にとられる行動と考えることができる。さらに、リスクの受容は、リスク

に対して何か対策を講じるのではなく、そのリスクを受け入れることである。この場合は固

有リスクがすでにリスク許容範囲内に入っている際にとられる対応であると考えられる。 

 続いて「⑥統制活動」については次のように説明されている。「統制活動は、経営者のリ

スク対応策が実行されているとの保証を与えるのに役立つ方針および手続である 256」。統制

活動は、組織全体に浸透しており、その内容には、承認、権限の付与、検証、照合、業績の

レビュー、資産の保全および職務の分離など、多岐にわたる多様な活動が含まれている 257。

統制活動は、COSO「内部統制」(1992)をほとんど引き継いだ形になっている。 

 「⑦情報と伝達」については、「適切な情報は、人々がそれぞれの責務を遂行できるよう

な形式および時間枠で、識別、捕捉そして伝達されるものである。情報システムは、内部で

作成された情報および外部情報源からの情報を用い、リスクを管理し、目的に関連した、十

                                                      
253 COSO(2004),p.55. 邦訳(2006),75 頁。 
254 COSO(2004),p.55. 邦訳(2006),76 頁。 
255 COSO(2004),p.55. 邦訳(2006),76 頁。 
256 COSO(2004),p.61. 邦訳(2006),83 頁。 
257 COSO(2004),p.61. 邦訳(2006),83 頁。 
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分な情報に基づく意思決定のために必要な情報を提供するものである 258」とされている。

すべての関係者は、経営者から、ERM の重要性に関するメッセージを受け、組織内でコミ

ュニケーションをとることで、自己の役割とその他の者との関連を理解していなければな

らない。また、外部者とコミュニケーションをとることも重要である。この構成要素も、内

部を注視していた COSO「内部統制」(1992)の概念から拡大していることが窺える。 

 そして最後の「⑧モニタリング」については、「ERM は、常時モニターされる―長期にわ

たって ERM の構成要素の存在の有無やそれらの機能を評価する。これは継続的モニタリン

グ活動、独立的評価、あるいはこれら 2 つの組み合わせを通して達成される 259」となって

いる。継続的モニタリングは、通常の経営活動の過程で発生するものである。独立した評価

の範囲と頻度は主に、リスクの評価および継続的モニタリング手続の有効性によって決ま

ると考えられる 260。ERM 上の欠陥は上層部へ報告され、深刻な事柄はトップマネジメント

と取締役会に報告されるのである 261。継続的モニタリングは日常的に行われ、変化する状

況にも適宜反応できるため、独立的評価よりも有効性が高いと言える。 

 

第 3 節 COSO・ERM(2004)による価値の創造 

1．COSO・ERM(2004)が果たす役割 

第 2 節で説明した要素によって構成される COSO・ERM(2004)は、リスク・マネジメン

ト活動という組織を再考するためのカテゴリーとして生まれつつあると言える 262。つまり、

COSO・ERM(2004)は全体的で統合的なリスク・マネジメントを包含する概念として考え

られるようになってきたのである。COSO・ERM(2004)は、組織単位で不確実性を処理する

                                                      
258 COSO(2004),p.67. 邦訳(2006),93 頁。 
259 COSO(2004),p.75. 邦訳(2006),104 頁。 
260 COSO(2004),p.75. 邦訳(2006),104 頁。 
261 COSO(2004),p.75. 邦訳(2006),104 頁。 
262 Power(2007),pp.67-68. 邦訳(2011),83 頁。 
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プロセスをイメージ化したものであり、組織統制やガバナンスの基盤を標準化しようとす

る多くの著述プロジェクト(project of writing directed)を動かす 1 つのカテゴリーとなっ

ているのである 263。 

COSO・ERM(2004)の生成によって、リスク・マネジメントという概念は、リスク社会 264

というネガティブな空間を、リスクをとる企業家によって活気づけられた「機会」社会とい

う空間へと転換させる概念へとなっていったと言えるのである 265。 

COSO・ERM(2004)基準は、組織において全社的なリスク・マネジメントを実現しなけ

ればならない様々なエージェントの役割や責任についても明確に説明している。すなわち、

取締役や執行役員は組織の「風土」を作り上げなければならないし、最高財務役員やリスク

役員、内部監査人は自分たちの責任の権限の範囲を知っていなければならないといった規

定である 266。このように ERM は、リスクに関するアカウンタビリティや権威を作り出す

責任配分プロセスの一部となっている 267。要するに、ERM のための COSO フレームワー

クは、統制プロセスに関する概念について説明しており、そのなかでは、リスク・マネジメ

ントが企業目標や価値創造、そして組織戦略の達成に関連づけられているのである。 

 また、COSO・ERM(2004)は、マネジメントが子会社を含む企業全体のリスクを把握し、

最適に管理することを通して、適切な意思決定と組織運営を行うための経営管理手法の 1 つ

としての機能を果たすことが求められている 268。リスクが複雑化・多様化するなかで、そ

の対応には全体最適な経営判断が必要になるため、COSO・ERM(2004)の活用が経営に役

立つと考えられているのである。つまり、ERM はリスクの全体像を広い視点でみることで、

                                                      
263 Power(2007),p.68. 邦訳(2011),83 頁。 
264 この「リスク社会」という概念は、Beck(1992)がそれによって現代社会の特質を表現しようとした概

念であり、経済や科学技術の発展による富の社会的生産や政治的変革と並行して、多様で複雑化したリス

クが社会に生産される社会のことを意味するものとして使われている。 
265 Power(2007),p.69. 邦訳(2011),84 頁。 
266 Power(2007),p.78. 邦訳(2011),96 頁。 
267 Power(2007),p.80. 邦訳(2011),98 頁。 
268 吉野(2012a),56 頁。 
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全体最適の経営判断を行うことができ、企業の価値創造に貢献すると考えられているので

ある。 

では実際にリスク・マネジメントはどのような手順を踏んで価値を創造していくのであ

ろうか。そこで次項では、「内部統制」がリスク・マネジメントを行うことで価値を創造す

るプロセスを明らかにしていきたい。 

 

2．価値創造の機能をもつ「内部統制」 

 企業が期待された収益性を上げるためには、積極的にリスクをとっていかなければなら

ない。しかしながら、ただ闇雲にリスクをとっても意味がなく、リスクはマネジメントしな

ければならないのである。 

では、実際にリスク・マネジメントによって、いかに価値を創造していくべきか。ここで

は西村・大下(2014)を参考にしながらそのプロセスを提示していきたい。 

確率という同一軸で考える場合、リスクは経営環境や企業戦略との関係において予測さ

れるが、より厳密には利益機会の確率に対応している 269。つまり、ある事象に関連する利

益機会が実現する確率が100％の場合、リスクが生じる確率は0％になるのである。しかし、

現実にはそのような場合はほとんど考えられない。そのために、リスクをマネジメントする

必要が出てくるのである。いかにリスクを抑え、利益機会を実現するかが重要なのである。 

そこで、図表 5-2 に示しているリスク・マネジメントのプロセスについて見てみよう。ま

ず企業の目的を達成するための戦略に関わる利益機会の時間的・空間的な広がりを明確に

し、それが引き起こすリスク事象とその影響を確定し、それらの確率を予測し、同時に予測

総損失額との関係で期待損失を計算しなければならない 270。そして、リスクを最小化する

                                                      
269 西村・大下(2014),188 頁。 
270 西村・大下(2014),189 頁。 
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ためには、企業戦略において最も重要な管理項目を確定し、リスク事象を順位づけ、誘因と

弱点を明確にし、リスク戦略管理と年次計画を編成しなければならない 271。そのために定

性的・定量的にリスクを検討し、出来る限り比較分析可能となるように(金額・点数・日数

等の)定量的な測定方法が求められる 272。つまり、リスク・マネジメントの目的と方向を確

定し、リスク事象と影響、確率についてリスク分析を行う。そして、ポートフォリオを作成

し、管理項目を位置づけ、複数の将来価値の比較分析から最適計画を編成し、それらに基づ

き組織全体を対象にリスクに対する予防的な対応措置を講じなければならないのである 273。

そうすることによって、事業体の価値創造を妨げたり、既存の価値を失くしてしまう可能性

を抑えながら、利益機会を出現させるのである。そして、利益機会が出現することで、事業

体の価値創造やその保全が支援されるのである。これがフィードフォワード的なリスク・マ

ネジメントであり、図表 5-2 において点線で示されている部分である。 

 上記の具体的な目標・計画に従い、日常的な企業価値創造活動に並行してリスク・マネジ

メントが執行され、その執行結果が測定されると、最小化する期待損失額と実際損失額との

差異分析を行い、リスク・マネジメントの正と負の効果を確定し、その原因を明確にし、来

期の企業戦略および計画の策定につなげていくことになる 274。これは、通常提唱されてい

る PDCA のフィードバック・リスク統制である。図表においてフィードバックは実線で示

されている。フィードバックの場合でも、たとえ満足された純利益が獲得されたとしても、

利益機会の喪失(機会原価)は発生しているように、リスク最小化の機会を逃している場合

も存在していることに注意しなければならない。そのために、利益機会とリスクをできる限

り正確に予測し、期待利益と期待損失を最適化することが重要である。そうすることによっ

                                                      
271 西村・大下(2014),189 頁。 
272 西村・大下(2014),189 頁。 
273 西村・大下(2014),189 頁。 
274 西村・大下(2014),191 頁。 
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て、フィードフォワードを軸としたフィードバック統制が重要な働きをすると考えられて

いるのである。もっとも COSO・ERM(2004)において、これと同じタイプのリスク・マネ

ジメントを採用しているという訳ではないが、リスク・マネジメントを価値創造と結びつけ

た 1 つのタイプとしてここで取り上げた。 

 

図表 5-2 リスク管理の構造 

 

(出所)西村・大下(2014),190 頁。 

 

このように、リスク・マネジメントによって、リスクを最小限に抑え、利益機会を生み出

すことによって、企業価値を創造することができる。そして、COSO・ERM(2004)において

も全社を通してリスク・マネジメントを行うことで、企業全体で利益機会を獲得し、企業の

価値創造としての役割を果たすことができるのである。 
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また、COSO・ERM(2004)のように、リスク・マネジメントを包含した「内部統制」を構

築、運用することによって、多くの不祥事や事故を未然に防ぐことができ、また発生しても

最小限にとどめることができる。このことが活発な事業運営を可能にし、効果的・効率的な

業務の遂行を可能とすると考えられているのである 275。 

 言うまでもなく、COSO・ERM(2004)は COSO「内部統制」(1992)を包含しており、企

業全体を通してリスク・マネジメントを行っていくのである。すなわち、COSO・ERM(2004)

は COSO「内部統制」(1992)の発展形態となっており、価値を創造する「内部統制」と言

える。ここに、3 つ目の内部統制の出現を認識することができる。ここで 3 つの内部統制と

は、言うまでもなく 1 つ目は会計監査論における COSO「内部統制」(1992)以前の内部統

制であり、2 つ目は COSO「内部統制」(1992)であり、最後の 3 つ目は、COSO・ERM(2004)

の基盤となって価値創造する「内部統制」のことである。 

 

第 4 節 まとめ 

1 内部統制の発展形態  

これまでの展開は、主として COSO 以前の内部統制から COSO「内部統制」(1992)が生

成された歴史的な理由とその意義を明らかにすることを目的としてきた。その結果、COSO

「内部統制」(1992)の生成が 3 つの内部統制のあり様を浮き上がらせることになった。つ

まり、COSO「内部統制」(1992)の発展形態としての COSO・ERM(2004)は「内部統制」

を包含する形で構成されているのである。 

 本章では、それぞれの内部統制がどのような役割を果たしているのかを明らかにすると

ともに、これら 3 つの内部統制の間の関係についても歴史的な視点から考察を加えてきた

（図表 5-3 参照）。 

                                                      
275 五十嵐(2005),47 頁。 
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図表 5-3 内部統制の発展形態 

 1. 財 務 諸 表 の た め の   

内部統制 

2. COSO 「内部統制」

(1992) 

3. COSO ・ ERM(2004) に お け る  

「内部統制」 

生成の 

背景 

・組織内での不正を防止する

ための手段として出現 

・コーポレート・ガバナンス

を契機として、組織の「内部

を外部化」することにより

出現 

・COSO「内部統制」(1992)をもって

しても不正問題が収まることがなか

ったことから、その発展形態として 

出現 

特徴 ・企業の不正防止のための 

内部管理体制 

・マネジメント・プロセスか

ら抽出され、ガバナンスの

視点をも包摂した仕組み 

・視点が縦割りで個別的 

・全社を通してリスクと事業機会を 

把握・管理し、価値創造に結びつける

仕組み 

・視点が全社横断的 

重要視 

する点 

・組織を律し、不正を防止

すること 

・個々の仕組み 

・組織を律することに加え、

企業活動を適正・効率的に

遂行すること 

・全ての重要リスクを企業全体を通し

て管理すること 

リスク 

概念 

・主に目的の達成を妨げ、 

事業体にマイナスの影響を与

えるもの 

・主に目的の達成を妨げ、 

事業体にマイナスの影響を

与えるもの 

・事業体にマイナスの影響を与えるも

のを「リスク」、プラスの影響を与える

ものを「事業機会」とする 

            (出所)筆者作成 

 

上図は内部統制の形態を歴史的に 3 つの段階に分けたものである。図表 5-3 から理解さ

れることは、内部統制がその機能を拡大させ、規律づけという「守り」の姿勢からリスク・

マネジメントを行うことで価値創造するという「攻め」の姿勢へと変化してきていることで
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あろう。当然、今後も内部統制はさらに変化していくと考えられる。現に COSO は 2013 年

に COSO 改訂版を公表している。そして、その基本的方向が、企業というものが環境や社

会を志向しないならば生き残ることが難しい現代社会を念頭に置いていることは確かなの

である。その意味で、今後は企業経営が持続性をもち、長期にわたって生き残っていくため

に必要な内部統制のあり方を突き詰めていくことが要請されることになる。 

こうした内部統制における環境や社会の持続可能性をめぐる本格的な議論は次章以下の

課題としておき、次項では COSO「内部統制」(1992)の改訂版である COSO「内部統制」

（2013）を取り上げ、それと COSO「内部統制」(1992)や COSO・ERM(2004)の関係を明

らかにすることで、今後の「内部統制」の展開過程を少し展望してみよう。 

 

2. COSO「内部統制」(1992)の展開としての COSO「内部統制」(2013)  

前項では、COSO「内部統制」(1992)の発展形態である COSO・ERM(2004)について取

りあげた。繰り返しになるが、COSO は 2004 年に COSO・ERM(2004)を公表しているに

も関わらず、2013 年に COSO「内部統制」(1992)の改訂を行っているのである。この 2013

年の「内部統制」の改訂で、COSO は 1992 年当初の 5 つの構成要素(統制環境、リスクの

評価、統制活動、情報と伝達、モニタリング活動)を継承しつつ、これを非営利事業も含め

た事業一体の財務および非財務に関する報告目的、業務目的、コンプライアンス目的の実務

に広く有効に適用できるようにしたのである。そして各構成要素に関連づけられた 17 の原

則と適用上の 87 の着眼点を提示している 276。これは、近年の不安定な経済環境のなかで、

数々の企業が多くの問題に直面している状況を目の当たりにしてきた投資家たちが、企業

の持続可能性に関係する情報(CSR 報告、環境報告等)を求めるようになってきているとい

う現実が背景にあると考えられる。加えて、2000 年に国連ミレニアム・サミットで採択さ

                                                      
276 新日本有限責任監査法人編(2014),2 頁。 
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れたミレニアム開発目標（Millennium Development Goals：以下 MDGs とする）や、こ

の後継として2015年に「持続可能な開発目標(Sustainable Development Goals：以下SDGs

とする)」が採択されたことで、社会的にも組織が地球環境や社会的目標を事業活動へ組み

込まなければならない状況にある。この点について、次章で詳細に取り扱う Moquet(2010)

によれば、経済がグローバル化し、企業が多国籍化するにつれ、企業はステークホルダーと

ともに環境や社会を含む多次元的な関係の中心に置かれるようになったことで、それまで

経営者と株主との間で閉ざされていたコーポレート・ガバナンスシステムが、その他利害関

係者にも開かれたシステムへと移ってきているという 277。つまり、もはや企業は株主のみ

ならず、その他の利害関係者も考慮しなければならず、自身の CSR(社会的責任)を無視で

きない状況に置かれている。さらに、このような状況下で、現代のグローバル企業のなかに

は、CSR を「果たさなければならないもの」と考えるのではなく、CSR を果たすための活

動を事業戦略に組み込み、利益機会として捉えて積極的にその活動に取り組むコントロー

ルを行っている企業が出てきているのである 278。 

確かに 2013 年の COSO「内部統制」(1992)の改訂は、非財務に関する報告を目的の 1 つ

に置いていることで、CSR を考慮したものであると理解できよう。ところが、すでに述べ

たように、COSO は 1992 年に公表したフレームワークを基盤として COSO・ERM(2004)

を作成したにも関わらず、両者を統合することはなかった。また、COSO「内部統制」(1992)

の改訂においても、「内部統制」と COSO・ERM(2004)を統合させず、共存させる形態をと

っている。しかしながら、両者ともリスクの評価に基づき、回避・低減・共有・受容による

対応方法を識別するので、実務レベルでは非常に近似していると言える 279。そのため、2013

年の改訂においても、公開草案の段階で両者の統合を提案するコメントが多数寄せられて

                                                      
277 Moquet (2010),pp.135-136. 
278 Moquet (2010). 
279 新日本有限責任監査法人編(2014),510 頁。 
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いた 280。そこで、内部統制の範囲内では、組織が目的を達成するためにリスクをいかに低

減するかに焦点を当てているが、リスクが多様化、複雑化するなかで、COSO「内部統制」

(1992)を COSO・ERM(2004)と統合させるべきではないだろうか。   

前章までに述べてきたように、内部統制は監査論では後ろ向きであったが、その後ガバナ

ンスをも包摂した COSO「内部統制」(1992)へ、さらに価値を創造する「内部統制」へと、

「守り」から「攻め」の姿勢をとる概念へと変化してきた。そして、投資家による企業の様々

な情報開示への要求やコーポレート・ガバナンスシステムが株主以外の利害関係者にも開

かれたこと、さらに CSR を事業戦略に組み込む企業が現れてきたことで、内部統制も利害

関係者を考慮し、積極的に CSR を考慮するコントロールとしての仕組みへと変化していか

なければならない状況にまで来ているのではないであろうか。 

以上をまとめると、COSO は 2013 年に 1992 年のフレームワークの改訂版を公表し、そ

の目的に非財務報告を加えることで、CSR を考慮していると言える。しかし、今や企業は

CSR をただ果たすべきものとして捉えるのではなく、事業戦略に組み込み、利益機会とし

て捉えている。そこで、内部統制も単に CSR を考慮した仕組みにとどまるのではなく、今

後、積極的に CSR 活動に取り組む仕組みとして、「CSR を考慮した COSO・ERM」が不可

欠であると考えられるのである。 

 

3. COSO・ERM(2004)の今後の可能性  

 本章は、これまでの章で展開してきた会計監査論における制度的規定と規制哲学の 2 つ

視点に加えて、コントロール論の視点から COSO の「内部統制」が生成された理由とその

意義を明らかにしてきた。そして、これら 3 つの視点から COSO の「内部統制」の生成を

検討したことにより、「3 つの内部統制」を浮き上がらせることになった。ここで「3 つの内

                                                      
280 新日本有限責任監査法人編(2014),510 頁。 



 100  

部統制」とは、1 つは会計監査論における COSO「内部統制」(1992)以前の内部統制であ

り、2 つ目は COSO「内部統制」(1992)それであり、最後の 3 つ目は、COSO・ERM(2004)

の基盤である価値を創造する「内部統制」のことである。そして本章では、これら「3 つの

内部統制」の間の関係について歴史的な視点から考察を加えてきた。 

特に本章では、COSO・ERM(2004)がどのような構造と機能をもち、COSO「内部統制」

(1992)とどう違ってくるのかについて検討した。つまり、COSO「内部統制」(1992)では

組織の個別の目的を達成するための個々の仕組みを取り扱っており、視点が縦割りなのに

対し、COSO の ERM では企業全体の活動に伴うリスクとその対応策を取り扱っており、

その視点が全社的となっている点に特徴をもっていた。そしてその COSO・ERM(2004)を

介して、「内部統制」は全社的リスク・マネジメント(ERM)を遂行し、企業価値を創造する

ことになっているのである。言い換えれば、「内部統制」は、COSO・ERM(2004)を介して

全社的なリスクの視点から利益機会を最大化し、価値創造に結びつけていくことを要請さ

れているのである。COSO・ERM(2004)の公表は、COSO「内部統制」(1992)が形を変え、

全社的に価値を創造する機能を果たす仕組みの出現となっている。ここに COSO「内部統

制」(1992)とは異なる、新しい「内部統制」の出現を見い出したのである。 

 

以上、COSO「内部統制」が生成した意義を問うてきた。繰り返しになるが、それは、コ

ーポレート・ガバナンスの隆盛に後押しされ、それまでの会計監査論における内部統制の枠

組みを越えた。さらには全社的な視点をもつリスク・マネジメントを包摂し、巧みに価値創

造する機能をもつ「内部統制」へと形を変えてきた。またCOSOが 2013年に公表したCOSO

改訂版を検討したことで、今後、COSO「内部統制」(1992)がどのように展開していくのか

を検討するための手掛かりを得ることができた。 

さて、本論考は以上に見られる動向を、内部統制論とコントロール論が相互に包摂する流
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れにあると捉えており、これまでの章は内部統制論の制度的展開を中心に見てきたが、続く

第 6 章、第 7 章は、視点をコントロール論に移し、そこにおいて進む内部統制論的属性の

包含のあり様を取り上げ、第 8 章での相互的包摂の議論につなげていきたい。 
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第 6 章 北米モデルのコントロールと社会的責任戦略コントロール 

第 1 節 はじめに 

先の第 3 章でも取り上げたように、監査が爆発的に拡張し、会計監査のみならず、環境、

品質管理などにまでにその領域を広げている。そして、これらは Power の規制哲学の観点

から見ると、いわゆる「管理主義的転換」を迎えていると理解された。そこでは社会の統治

手段が政府などの直接的規制から自省的アプローチへ移行し、自己規制の定着、さらにはそ

の自己規制の具体的なシステムとして、本論考の課題である内部統制システムが重要性を

もつようになってきた。もっとも、自己規制の仕組みはこれ自体で完結するのではなく、そ

れがきちんと運用されているか監査されなければならない。さらにまたそこでは、外部コン

トロールの内部化、内部コントロールの外部化の境界線が曖昧になってきたことにも言及

した。こうした事態の影響を受けて、組織内のコントロールも大きく変化してきているので

あり、こうした現象を内部統制論とコントロール論の相互的包摂と捉えている。 

内部統制論とコントロール論との相互的包摂を整理するために、本章では、1980 年代か

ら 1990 年代にかけて主流であった北米モデルのコントロールから CSR 戦略コントロール

へ移り変わる様相に焦点を当てている。つまり、経済がグローバル化し、企業が多国籍化す

るにつれ、企業はステークホルダーとともに環境や社会を含む多次元的な関係の中心に置

かれるようになったことで、それまで経営者と株主との間で閉ざされていたコーポレート・

ガバナンスシステムが、その他利害関係者にも開かれたシステムへと移ってきているので

ある 281。このように企業はステークホルダーとともに多次元的な関係に置かれることで、

CSR が重視されるようになってきている。このような変化により、COSO・ERM(2004)は

一体どこへ向かっていくのだろうか。これが本章の課題である。 

そもそも、COSO・ERM(2004)は、前章でも説明したとおり COSO が 1992 年に公表し

                                                      
281 Moquet(2010),pp.135-136. 
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た「内部統制」概念を基礎にしているフレームワークである。繰り返し述べてきたように、

この COSO「内部統制」(1992)の出現により、内部統制概念は、元来の財務諸表監査のた

めのものから、さらにマネジメント・コントロールの要素を包み込む概念へと発展してきた。

そして内部統制概念は、この COSO のフレームワークを基に、「価値創造する内部統制

（COSO・ERM(2004)）」へと進化していくのである。そして、上述したように、コーポレ

ート・ガバナンスが多様な利害関係者に開かれることによって、CSR が重視されるように

なり、内部統制概念も企業価値創造にとどまらず、CSR を考慮した形へと発展していくと

考えたのである。 

では、CSR を考慮する ERM とは、一体どのような特徴をもつものになるのであろうか。

その手掛かりを得るために、まず、コーポレート・ガバナンスが利害関係者に開かれたこと

で起こる変化をコントロールの視点から示すことにしよう。つまり、コーポレート・ガバナ

ンスが開かれることで、CSR を加味したコントロール、すなわち社会的コントロール 282が

出現するのであるが、このコントロールがそれまでの古典的なコントロール、すなわち財務

的なコントロールとどのように異なり、またどのような共通点をもつようになるのかを見

ておかねばならない。次に、こうした社会的コントロールの出現で、社会に対する責任ある

活動は、企業が現に行っている戦略や日常活動にどのようにして組み込まれるのかを明示

し、それによって従来のマネジメント・コントロールやガバナンス・システムがどのように

変化し、どこへ向かっていくのかを明らかにしていかねばならない。 

本章は、とりわけ多国籍企業の CSR への戦略的な取り組みをコントロール論の視点から

アプローチしている Moquet(2010)の所説を素材にし、彼女の CSR 戦略コントロールの構

想を分析する。 

そこで、本章は、以上の対照的な 2 つのコントロールシステム、すなわち財務的コントロ

                                                      
282 社会的コントロールについては第 5 節で詳しく述べる。 
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ールと社会的コントロールの比較考察を通して、マネジメント・コントロールやコーポレー

ト・ガバナンス、さらにまた COSO・ERM(2004)がどこへ向かうのかについて、その手掛

りを得ることを主要な目的としている。 

そのために、本章は次のような構成となっている。まずはじめに、経営者と株主のエージ

ェンシー関係に見られるような、これまで閉ざされてきたコーポレート・ガバナンスが広く

利害関係者にも開かれる過程を明らかにする。そして、その流れに沿って、企業のコントロ

ール論がどのように変化し、また今後どのような方向に向かうのかを示す。その後、第 3 節

と第 4 節で伝統的なコントロールと社会的コントロールを影響・決定・行動・態度などの視

点から比較考察し、相違点と共通点を洗い出す。そして、実際に CSR 戦略のコントロール

の事例研究を通して、Moquet(2010)が行った社会的コントロールの特徴に基づく戦略的コ

ントロールの理論的提案を考察する。それから、その理論をもとに、ERM がどこに向かう

のかを問うことで、本章では CSR を考慮した ERM の新しい可能性について提案する。 

 

第 2 節 社会的責任戦略コントロールからみた COSO・ERM(2004)の可能性 

コーポレート・ガバナンスが議論されるようになったのは、1990 年代に起こった組織の

重大なリスク・マネジメントの失敗や機関投資家の登場による新しいコーポレート・ガバナ

ンスの出現 283が原因であった 284。これらの出来事を契機として、内部統制の法制化が世界

的に進み、1992 年には COSO が内部統制の統合的フレームワークを公表したことはすでに

見てきた。このフレームワークの特徴は、内部統制がガバナンスの概念をも取り込むことを

提唱していることであった。そもそも内部統制は、内部牽制を母体とした財務諸表監査のた

                                                      
283 吉冨(1999)によれば、1980 年代では、経営者のパフォーマンスを株式市場における敵対的乗っ取りに

よって外部からモニターし、コントロールしていたが、1990 年代に入ると、年金や保険などの機関投資

家が直接的、間接的に社外重役を取締役会に送り込み、会社の内部から経営者をコントロールするように

なったと考えられている(144-145 頁)。 
284 吉冨(1999),144 頁。 
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めのものであった。しかし、度重なる企業の不正問題などにより、COSO は統制環境、倫理

規程、職務遂行能力などの重要性を強調したフレームワークを公表するに至ったのである。

この COSO の「内部統制」は、マネジメント・プロセスからコントロールと監査の要素を

抽出し、形成されているため、マネジメント・コントロールと大きく重複する仕組みになっ

ていた。そして、この COSO のアプローチは、株主や取締役会がマネジメントに対する視

点を強めることによって、いわゆるマネジメントに対するガバナンス機能を果たしている

点から、組織の内部統制システムという、組織内部のものを公的なものへと転換させるもの

となったのである 285。つまり、COSO の「内部統制」により、それまで財務諸表監査のた

めに存在していた内部統制は、会計監査論における内部統制の枠を越え、一方でマネジメン

ト・プロセスとの関わり合いをもちながら、他方でそのプロセスに影響を与える形で生成し、

ガバナンスの要素ももった概念へと発展してきたのである。 

さらに、COSO は「内部統制」の統合的フレームワークを公表してから約 10 年後の 2001

年 12 月より、リスク・マネジメントフレームワークの策定に入り、2003 年 7 月中旬の公

開草案を経て、2004 年 9 月に ERM の最終版のフレークワークを発表した。これは、2001

年に起こったエンロン事件以降、急速に社会の関心が高まったリスク・マネジメントそのも

のの枠組みを提示することが急務とされたためである 286。この COSO・ERM(2004)は、内

部統制の発展形態であり、企業全体を通して目的・方針を共有した統一的な取り組みであっ

た。そして COSO・ERM(2004)は、組織全体を通したリスク・マネジメントを行い、「リス

ク」のみならず、「利益機会」をもマネジメントすることで、企業価値創造をも含む概念へ

と発展するに至ることになる。 

このように、社会の変化に応じて内部統制は発展してきた。つまり、もともと財務諸表監

                                                      
285 Power(2007),p.41. 邦訳(2011),51 頁。 
286 鳥羽(2007),232 頁。 
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査のための内部統制が、会計監査論の枠を越えてマネジメント・コントロールの要素をもっ

た内部統制へと変化し、さらにはリスク・マネジメントを行いながら価値を創造する

COSO・ERM(2004)へと移っていった。そして今、コーポレート・ガバナンスが利害関係者

にも開かれ、企業がステークホルダーとともに環境や社会を含む多次元的な関係に置かれ

ることで、もはや CSR を無視できない状況に立ち至ったことから、この COSO・ERM(2004)

がさらに CSR を考慮したものへ発展していくと考えられたのである 287。以下の図表 6-1

は、以上の記述を図式化したものである。 

 

図表 6-1 内部統制概念の変化と CSR を考慮した ERM の構造 

 

(出所)黒岩(2016),22 頁。 

 

                                                      
287 上原(2011),32 頁。 
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このように、CSR が問われるなかで、CSR を考慮した経営管理体制の研究も盛んになさ

れるようになってきた 288。例えば、Durden(2008)や黒瀬(2015)は CSR 志向の行動を促進

するマネジメント・コントロールの仕組みや企業の全社戦略を踏まえた、サスティナビリテ

ィ戦略についての事例研究を行っている。このように、企業は積極的に CSR を果たしてい

かねばならず、そのために、それをマネジメント・コントロールの仕組みや戦略に上手く組

み込む工夫を鋭意進めていかねばならないのである。 

こうした状況を踏まえ、本章は CSR を考慮した場合に、マネジメント・コントロールは

どのように変化していくのか、さらにまた、この新しい状況で COSO・ERM はどのような

特徴をもつようになるかを考えていくことを目的としている。 

まさに今、我々が現に保持しているのは、COSO の内部統制のフレームワークから発展

してきた COSO・ERM(2004)であるが、本章では CSR の新しい段階において、この COSO・

ERM(2004)の新しい可能性を探究していくことにしよう。第 4 節で、COSO・ERM(2004)

の新しい可能性の 1 つとして、社会的コントロールの延長線上に「CSR を考慮した ERM」

を提案するが、さしあたり次の第 3 節では、これまでの伝統的な財務的コントロールの特

徴などについて、本論考での議論に必要な限りで整理しておきたい。 

 

第 3 節 北米モデルのコントロール理論 

1. 財務的コントロールの特徴 

まず、コントロール論について述べる前に、コントロールの概念を明確にしておきたい。

コントロールとは、人間個人が一定の目的を達成しようとして組織をつくった場合に、組織

の目的を達成するためにばらばらに行動するおそれのある個人の行動を一定の組織目的の

                                                      
288 Riccaboni and Leone(2010)；Modell(2014)；安藤(2015)など。 
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方へ導くための仕組みであることについてはすでに述べた 289。また、Moquet(2010)は社会

の文化的な価値や、企業の価値や信念、様々な影響に直面して現れる組織内外の関係者の反

応が、コントロールプロセスの各段階に介入することから、コントロールが内部や外部の影

響に応じて考えられるものとして捉えている 290。すなわち、ここではコントロールを、「組

織内外の影響に応じて、組織の目的達成のために組織メンバーの行動を調整する仕組みで

ある」と捉えておきたい。 

まず、財務的コントロールの特徴を明らかにするために、工業型多国籍企業の特有のケー

スで見られる、コントロールの流れが変化する様子を明確に把握できる状況依存的な要因

(les facteurs de contingence)を取り上げる。この状況依存的な要因の理論的研究によって、

コーポレート・ガバナンスを実施するなかで、採用された戦略と適用されたコントロールシ

ステムが結びつけられるポイントがどこにあるのかを明らかにすることができる 291。

Moquet(2010)の研究に従えば、状況依存的な要因は大きく 3 つに分けられる。1 つ目は、

採用されたコーポレート・ガバナンスの形態、2 つ目は適用された管理的論理、そして 3 つ

目は組織内外の特徴である。順に解説を加えよう。 

はじめに、1 つ目のコーポレート・ガバナンス形態の特徴は、株主志向であり、株主価値

の創造に重きを置いている点である 292。2 つ目の管理的論理の特徴は、1990 年代初頭から

価値創造の恩恵がほぼ株主に向けられるように推し進められている自由主義の波によって、

また自由主義の大部分から生まれてきた証券化によって、企業は短期的で経済的な収益性

の拡大や株主の収益の最大化に集中しており、企業の永続性をあまり重視していない点が

挙げられる 293。また、取引の特徴としては、効率的であるために、組織が「官僚体制」の形

                                                      
289 大下(2009),2-4 頁。 
290 Moquet(2010),pp.137-138. 
291 Moquet(2010),p.137. 
292 Moquet(2010),pp.140-141. 
293 Moquet(2010),pp.140-141. 
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態をとるよう促されている点が挙げられる。最後に、3 つ目の組織内外の影響は、環境が大

体予想可能であること、意思決定－行動－成果のプロセスも確立がそれほど難しいわけで

はないことが特徴となっている 294。 

以上のように、財務的コントロールは、経済的収益性の拡大といった財務的な要素の影響

に集中しているため、短期的な視点に立っており、企業それ自体の永続性のような長期的視

点をあまり重視していないと言える。これらの特徴を踏まえ、次節では、さらに詳しく財務

的コントロールの特徴について示すために、既存の分類（Bouquin(2006); Chiapello(1996)）

をもとに、5 つの次元（①影響(Influences)、②決定(Décisions)、③行動(Actions)、④態度

(Comportements)、⑤コントロールされる要因(Facteurs contrôlés)）に関わる財務的コン

トロール論の特徴を明らかにしよう。 

 

2. 財務的コントロールの 5 つの決定要因 

前節では財務的コントロールの特徴について簡単に述べたが、本節では前述した 5 つの

次元（①影響、②決定、③行動、④態度、⑤コントロールされる要因）からそのコントロー

ルの特徴について検討することにしたい。Moquet(2010)は、多くの先行研究に基づき、古

典的なコントロールは、ほぼ全てこの 5 つの次元に基づいて説明できるという 295。つまり、

「①影響」の次元において、組織内外の影響を受けることにより、「②決定」で意思決定の

プロセスが決定され、その決定要因を受けて、「③行動」や「④態度」が決定される。そし

て、それらの決定に従って、最終的に「⑤コントロールされる要因」が決まるのである。図

表 6-2 では、これら 5 つの決定要因の相互の関係を示している。 

 

                                                      
294 Moquet(2010),pp.143-144. 
295 Moquet(2010),p.138. 
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図表 6-2 財務的コントロールと社会的コントロールの対比モデル（5 つの決定要因） 

 

(出所)Moquet(2010),p.139. 

 

まず、「①影響」の特徴としては、契約主義(contractualisme)を望み、個人主義や株式市

場の効率化を強く勧め、まさに北米的な文化的な価値の影響を明確に受けている 296。 

次に、「②決定」要因においてであるが、意思決定プロセスのモデル化は、事前に定めら

れた業績基準や標準によって可能であり、それは機械的な決定プロセスであると言える 297。

また、決定される達成目標は明確で測定可能であると想定されている 298。さらに、行動の

選択は、アウトプットの予測モデルに応じて実施され、獲得された成果の測定も可能である

                                                      
296 Moquet(2010),pp.143-144. 
297 Moquet(2010),p.145. 
298 Moquet(2010),p.145. 
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と仮定されている 299。その意味から、財務的コントロールは反復的な活動を起こす「機械

的コントロール」に非常に近いと言える。そして意思決定の面では、成果などの測定される

多くの要素が、かつて測定された経済的なモデルによって決定されているということにな

る 300。 

次いで「③行動」要因についてであるが、Moquet(2010)は、Simons(1995)に依拠しつ

つ識別されたコントロール装置を採用し、どうやってコントロールを実施するのかを明ら

かにしていく。その Simons(1995)によると、コントロールシステムは、次の 4 つの異なる

装置に分けることができるという 301。   

まず 1 つ目に、「価値システム(信条システム)」があるが、これは価値の定義を目的とし、

組織メンバーに次期の方針を示すために、全体の方針によって支えられている 302。2 つ目

の装置である「規律と手順のシステム(事業倫理境界システム)」では、規則や限界を定め、

その規則のなかで組織メンバーの相違を示すことができる 303。3 つ目の「結果測定システ

ム」は伝統的な管理コントロールに一致し、業績標準の明確化や予期された結果に応じて、

逸脱したケースにおける警告システムの設置をコントロールできる 304。最後に、「双方向の

コントロールシステム」は、マネジャーが部下と相互的に作用する方法を戦略的に、優先的

に取り扱うことができるようにすることとなっている 305。 

このように、財務的コントロールでは「価値システム」が暗黙裡に基礎に置かれ、個人は

絶えず自身の利益の最大化を求め、組織全体の目的に個人の利益最大化を組み込むことに

                                                      
299 Moquet(2010),p.145. 
300 Bouquin(2006),pp.202-203. 
301 アングロサクソン諸国は言うまでもなく、我が国においてもサイモンズの「4 つのコントロールレバ

ー」論はお馴染みである。しかし、ここではあえてフランス人研究者のサイモンズ理論の理解の様子を紹

介しておきたい。というのは、我が国ではこうしたフランス研究者のものが紹介されることがほとんどな

いからである。 
302 Simons(1995),pp.33-34. 
303 Simons(1995),pp.39-40. 
304 Simons(1995),pp.59-60. 
305 Simons(1995),pp.95-96. 
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なる 306。そこでは、当然のことながら組織の経済的、財務的な価値が重視されている。ま

た、「規律と手順のシステム（事業倫理境界システム）」において、規律は目標達成の状況を

含んだ指針として理解されていて、規律と手順は恣意性が認められないが交渉の対象とさ

れる 307。つまり、勝手に規律や手順を決めることはできないが、交渉することは可能であ

る。「結果測定システム」に関しては、ほぼ経済的指標に基づき、明確であるとともに、測

定可能である 308。最後の「双方向のコントロールシステム」は、個人の契約論の働きに基

づいており、このコントロール形態において、目標の固定や割り当て方法は、企業の様々な

階層レベル間で交渉されることになる 309。 

続いて「④態度」要因の特徴について述べることにしたい。個々人はその人格

(personnalité)や業務のやり方(mode d’exercice)に応じて確立されたコントロールシステム

に様々な反応を示す。この反応は「態度」として現れる。この「態度」要因は Cammann and 

Nadler(1976)や Etzioni(1964)に基づいて、さらに 3 つのタイプに分けることができると

いう。つまり、1 つは、「道徳的な関係(implication morale)」があり、これは組織によって

選択された方針と個人的なものの適合の結果を指す。2 つ目は、「道具としての関係

(instrumentalisation)」が挙げられ、これは主に外部の激励に基づくものであり、3 つ目の

「組織に対する敵意(hostilité)」は、個人の目的と組織全体の目的との相違に結びついてい

る。  

財務的コントロールにおいて、「道徳的な関係」の面では、企業と個人が密接的に利益で

結びついている 310。そして、個人の大多数が企業と「道具的な関係」にあり、個人は事前に

交渉された基準に応じた報酬 (récompenses)や制裁 (sanctions)などの外部の扇動

                                                      
306 Moquet(2010),pp.147-148. 
307 Moquet(2010),pp.148-150. 
308 Moquet(2010),pp.148-150. 
309 Moquet(2010),pp.148-150. 
310 Moquet(2010),p.153. 
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(incitations)に応じて行動する 311。組織に対して個人の契約論を前提とすることは、多く

のケースにおいて組織とメンバー間での経済的な収益の関係を活用していることを意味す

る 312。最後に、「敵対する態度」は、個人と組織間での顕著な目的の不一致において現れる

313。つまり、個人は経済的な報酬などにより行動を起こし、組織との関係においても、経済

的な面が重視されていることがわかる。 

最後に「⑤コントロールされる要因」について、Moquet(2010)はコントロールの理論家

たちによって認識されたコントロールされる要因をそれぞれ抽出し、図表 6-3 のように分

類し、再編成している 314。 

 

図表 6-3 コントロールされる要因の分類 

抽出された分類 コントロールの理論家によって認識されたコントロールされ

る要因 

価値(Les valeurs) 価値(Les valeurs)：Fiol(1991). 
結果(Les résultat) 結果(Les résultat)： 

Anthony(1988); Fiol(1991); Merchant(1982); Merchant et 
Van der Stede(2007); Mintzberg(1979). 
戦略(La stratégie)：Anthony(1988). 

態度 
(Les comportements) 

態度(Les comportements)：Fiol(1991); Merchant(1982); 
Merchant et Van der Stede(2007). 
任務（Les tâches）：Anthony(1988); Fiol(1991); 
Mintzberg(1979). 
行動(Les actions)：Merchant(1982); Merchant et Van der 
Stede(2007). 

Moquet(2010),p.155.を一部修正。 

 

再編成のもと、コントロールされる要因分析のために取り上げられたカテゴリーは、「価

                                                      
311 Moquet(2010),p.153. 
312 Moquet(2010),p.153. 
313 Moquet(2010),pp.153-154. 
314 Moquet(2010),pp.155 
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値コントロール」、「態度コントロール」、そして「結果コントロール」という 3 つである。

財務的コントロールにおける「価値コントロール」は暗黙裡に保証されており、他の 2 つの

コントロール、すなわち「結果のコントロール」、「態度のコントロール」の背後に位置づけ

られている。つまり、結果・態度の 2 つのコントロールの方が重視されているのである。そ

して、「結果のコントロール」では、結果は主に経済や財務的な言葉で把握され、「態度のコ

ントロール」では、報酬または制裁に達する個人の評価を活用し、この個人の評価は事前に

交渉された明白な基準にそれ自身基づいている 315。獲得した結果は、後で、事前に交渉さ

れた明白な基準に応じて、組織メンバーに褒美を与えたり、反対に制裁を加えたりする機会

として捉えられる 316。ここでも、財務的な要因が重視され、それによって結果が測定可能

になっている。 

以上のように、財務的コントロールは、企業の永続性より短期的な経済的収益の拡大を重

視しており、株主の収益最大化を優先的に考えるのである。そのため、コーポレート・ガバ

ナンスは株主志向となる。さらに、意思決定のプロセスはモデル化が可能であり、機械的で

ある。そして、結果の測定においても、経済的または財務的な基準に依存しており、測定可

能という特徴をもっていることが明らかにされている。とりわけ、財務的コントロールは経

済自由主義や個人主義の影響を強く受けている様子が窺える。要するに、このコントロール

は、企業の持続性よりも、財務的な利益を獲得することに集中しており、社会全体を考慮す

るというより、個人主義的であると言えるのである。 

しかしながら、企業がグローバル化したことや、環境や社会における問題が深刻になった

ことで、財務的コントロールと対峙した社会的コントロールが要請されるようになってき

た。そこで次節では、社会的コントロールの特徴について、財務的コントールと比較考察す

                                                      
315 Moquet(2010),pp.156-158. 
316 Moquet(2010),pp.156-158. 
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るために、上記の 5 つの次元(①影響、②決定、③行動、④態度、⑤コントロールされる要

因)に基づきなから明らかにしていくことにしたい。 

第 4 節 革新的な社会的責任戦略のコントロール理論  

1. 社会的コントロールシステムの特徴 

前節では、財務的コントロールの特徴について考察を加えてきた。これまでも、多国籍企

業においては、この財務的コントロールが支配的な位置を占めていた。しかしながら、1992

年に行われたリオ会議によって、「持続可能な社会」の構想がメディアを通して報道された

ことや 317、国際的な「環境マネジメントシステム」規格としての ISO14000 シリーズ(1996

年 9 月発行の ISO14001、14004 など)が発行されたことなどを受け、企業のコントロール

論は次第に CSR を果たす流れを引き受けることになるのである 318。この新しい流れによっ

て、長期的な視点をもち、経済問題とともに環境や社会の問題をも同時に把握し、それらを

統合させる必要が生じてきたのである。さらにまた、利害関係者とのやり取りの増加や強化

が求められるようになってきた。このような環境や社会の問題への意識の高まりによって、

社会的コントロールが出現することになるのである。 

それでは、この社会的コントロールは財務的コントロールとどのように異なるものとな

るのであろうか。次に、この問題に接近するために、Moquet(2010)の CSR 戦略コントロ

ール理論を素材として取り上げてみよう。財務的コントロールの考察と同様に、ここでも

Moquet(2010)の所説に依拠しながら、先述したコーポレート・ガバナンスの形態などの状

況依存的な要因から社会的コントロールの特徴を明らかにし、その後、5 つの次元(①影響、

②決定、③行動、④態度、⑤コントロールされる要因)で社会的コントロールの特徴を示し

ていくことにしたい。 

                                                      
317 Moquet(2010),p.12. 
318 足立(2012),3 頁。 



 116  

まず、社会的コントロールの実施においては、コーポレート・ガバナンスはパートナー志

向であるという 319。なぜなら、CSR 戦略を発展させることは、ステークホルダーとともに、

環境や社会の領域へと拡大した問題を分担し、解決していかねばならないことを意味して

いるためである。株主のみを重視するわけにはいかないのである。そして、さらに将来の長

期的なビジョンを作り、育み、価値を生み出し、それを利害関係者全員と分け合っていかね

ばならないのである。また、「組織内外の特徴」としては、環境の予測が難しく、取引の関

係が財務的なものより曖昧で不明瞭なため、個人の業績はますます評価しづらくなり、個人

と集団の行動のよりよい一致が求められる 320。さらに「意思決定プロセス」は、機械的で

あった財務的コントロールに比べ、非常に曖昧なため、直観的になり、政治的であると言え

る 321。 

つまり、財務的コントロールが株主を重視しているのに対し、社会的コントロールはステ

ークホルダーとの関係を重視している。加えて、長期的な視点をもち、企業の永続性に比重

を置いている。そして、結果などの予測において、考慮する要因が多様化したことにより、

予測が非常に困難であることがわかる。これらの特徴を踏まえ、次節では、社会的コントロ

ールの特徴をさらに詳しく明らかにしていくために、5 つの決定要因(①影響、②決定、③

行動、④態度、⑤コントロールされる要因)から社会的コントロールを検討していくことに

したい。 

 

2. 5 つの決定要因による社会的コントロールの位置づけ 

まず、5 つの決定要因のうち「①影響」要因について取りあげよう。財務的コントロール

                                                      
319 Moquet(2010),pp.143-144. ここでは従業員、経営者、株主、利害関係者のことをパートナーと呼ぶ。 
320 Moquet(2010),pp.143-145. 
321 Moquet(2010),pp.146-147. 
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と社会的コントロールにおけるそれぞれの「影響」要因の特徴は、図表 6-4 で示した通りで

ある。 

 

図表 6-4 影響要因についての財務的コントロールシステムと 

社会的コントロールシステムの比較  

  

財務的コントロール 

システム 

社会的コントロール 

システム 

コントロールの 

内外の影響 

-社会から生じる文化的な影響 

-内部の価値に関連する影響： 

個人主義、契約主義 、経済的自由

主義 

-社会から生じる文化的な影響 

-持続可能な発展に関連する様々な

ステークホルダーの影響 

-内部価値に関係する影響： 

構成主義の二元性、世代内や世代間

の公平さ、新しい規制や民主主義的

参加の流れ 

（出所）Moquet(2010),p.144. 

 

すなわち、財務的コントロールが個人主義的であり、経済自由主義的であるのに対し、社

会的コントロールは、持続可能な発展プロジェクトに関連する様々なステークホルダーの

影響に加え、構成主義の二元性 322、世代内や世代間の公平さ、新しい規制や民主主義的参

加の流れの影響も受けるものとなっている。 

次の「②決定」要因に関しては、図表 6-5 で示した通り、考慮する基準や次元の多様化が

                                                      
322 構成主義の二元性の問題とは、意味構成が個人的、主観的に構成されるか、または社会的に構成され

るか、という問題である。詳しくは中村(2007)を参照されたい。 
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利益の評価をより困難にしていることがわかる。 

図表 6-5 決定要因についての財務的コントロールシステムと 

   社会的コントロールシステムの比較 

財務的コントロール
システム

社会的コントロール
システム

意思決定-行動-
成果のプロセス

機械的な決定プロセス
（ルーティン、評価、テスト、

誤り）

政治的な決定プロセス
（直観、判断、政治的）

意思決定

-達成する目標は
　より明確で測定可能

-達成する目標は
　当然明確でなく、
　正確に測定できない。

行動

-プロセスは規範や標準の作成
　によるモデル化可能
-労務者の余剰見積り可能
-行動の選択はアウトプットの予
　測モデルに応じて行われる。

-プロセスは規範や標準の作成
　によるモデル化が困難
-労務者の余剰が不明
-行動の選択はむしろ直観的な
　やり方に基づき行われる。

成果

-消費資源と達成結果の間の
　関係はより簡単にモデル化
　できる。
-得られた成果の測定は可能

-消費資源と達成結果の間の
　関係はモデル化し難い。
-得られた成果の測定は不明瞭

(出所)Moquet (2010),p.146. 

 

すなわち、財務的コントロールでは、経済的または財務的な指標を基にしていたため、評

価が可能だったのに対し、社会的コントロールでは、評価において様々な要素を加味しなけ

ればならないため、評価が難しくなっているのである。また、目標設定においても、公表さ

れた目標の曖昧さをぬぐえないことが、曖昧なコントロールの文脈を生み出し、その文脈の

なかで、内外の様々な関係者間の力関係が議論をよぶ争点となっており、その意味でとくに

政治的な性質をもつものになっている。同じく、意思決定プロセスのモデル化においても、

マネジャーたちがあてにできる業績指標が多様化したために、非常に困難である。さらに、
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行動の選択でも、マネジャーが既知の予測による基準に従うことが難しいため、直観的な方

法で決定せざるをえない。 

また、財務的コントロールが「機械的コントロール」であるのに対し、社会的コントロー

ルは、より「流動的なコントロール(contrôle mouvant)」に近いと言える。すなわち、考慮

しなければならない要素が多様で多次元的であるために、目標を定めることが難しく、達成

できる目標や獲得した成果を測定することが難しいのである。 

 続いて、「③行動」要因について、財務的コントロールと同様に、Simons(1995)の 4 つ

のレバーに分けて明らかにしていくことにしよう(図表 6-6)。まず、社会的コントロールの

「価値システム」において、企業の経営者のフレームワークには、明確に持続可能な発展の

規範的なアプローチが適用されている。会社の価値は、環境や社会と同じく経済的なものを

も含んでおり、多様な基準に基づいているために、ときに対立し合う状態になる。このよう

な「価値システム」は、実施されたコントロールの中心に置かれる。 

次に、「結果測定システム」についてであるが、社会的コントロールの測定では、非常に

多様で、曖昧で、空間的・時間的な基準を対象としている。また、このコントロールでは、

期待された成果を達成することよりも、その成果に達する方法に価値を置いている。 

3 つ目の装置である「規律や手順のシステム(境界線システム)」において、規律は、個人

の期待される行動を明白にする指針として理解されている。 

最後に、4 つ目の「双方向のコントロールシステム」においては、行動の全段階で、組織

の目標に基づく一致を追求することが優先される。そのため、追求された目標の内在化をコ

ントロールするために、公式または非公式な方法によってグループが形成される。また、ス

テークホルダーは同様に、CSR を果たす方法を支持すると考えられるため、組織はステー

クホルダーと信頼関係を確立しようと努力するのである。  
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図表 6-6 行動要因についての財務的コントロールシステムと 

社会的コントロールシステムの比較 

財務的コントロール
システム

社会的コントロール
システム

価値システム
「信頼システム」

-個人の契約論に基づく全体の目的
　への同意
-個人の利益の最大化を前提（望む）
　個人主義の視点
-財務の統合、分化された目的によ
　る「株主-経営者」の遠隔コント
　ロール

-実施されたコントロール装置の中心
　に位置する。
-持続可能な発展の規範的アプローチ
　のための指針の契約
-社会的な統合、分化された目的に
　よる「経営者-株主」の遠隔コント
　ロール

結果測定システム
「診断コントロールシ

ステム」

-実施されたコントロール装置の
　中心に位置する。
-業績の明白な目標の固定と
　フォローアップ
-業績概念は非常に財務的な規準
　に依存している。

-業績は集団的習得から生じる建設
　中の概念
-事前に明らかになっていない非常に
　多様化した目標の固定とフォロー
　アップ
-業績概念は多次元的の時間と空間
　の基準に依存している。

規則と手順の
　システム

「事業倫理境界シス
テム」

-規則は目標達成の状況を含んだ
　指向として理解されている
-規律と手順は恣意性が認められ
　ないが交渉される。

-規律は個人の期待される行動を明白
　にする指向として理解されている。
-規律と手順は方針によって述べら
　れた契約の行動指針のようなもの
　である。

双方向のコントロー
ルシステム

「相互に作用する
コントロール
システム」

-階層的に異なるレベル間での割当
　てられた目標と方法の交渉
-観察された変化に直面した行動の
　実現化と適応の規則正しい分析
-自己評価を刺激する固有のやり方
　に基づく得られた結果に基づく個人
　の評価

-行動の実施は何よりもまず、組織の
　目標に基づく一致の探究
-企業の様々なステークホルダーとの
　内部と同じく外部でも特権的な非公
　式の相互作用
-追求された目標の内在化をコント
　ロールするため公式・非公式な仕方
　のグループの形成と活気における
　扇動

(出所) Moquet(2010),pp.148-149. 

  

「③行動」要因においても、図表 6-6 で示したように、財務的コントロールが経済的指標

を基にコントロールを実施していたのに対し、社会的コントロールでは、環境や社会などの

多様な面を考慮し、また空間的で時間的な基準を含めているために、結果の測定が困難にな

っている。達成された成果よりも成果達成プロセスに重点をおいている点を見ると、結果測
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定が難しいことも影響していると言える。 

次に、「④態度」要因について、財務的コントロールと同様に 3 つのタイプについて検討

していきたい。以下の図表 6-7 では「態度」要因について、財務的コントロールシステムと

社会的コントロールシステムの比較を行っている。 

図表 6-7 で表している通り、社会的コントロールにおける「道徳的な関係」の特徴は、個

人が大々的に企業生命に関わっており、個人は主に内部の要因に応じて行動することであ

る。また、内部メンバーの同意の他に、組織は同様に共通の問題を組織と分担するステーク

ホルダーの道徳的な関わり合いを追求している。 

次に、「道具としての関係」では、組織と個人との関係は主に外部の扇動に基づいている。

社会的コントロールにおける外部の扇動とは、ストックオプションやボーナスのような財

務的コントロールに比べて、敬意(estime)や感謝(reconnaissance)のような感情的な次元を

指している。また、この報酬や制裁は、個人が感じるような達成した努力を認められ、感謝

されるようなものを指す。 

最後に、「組織に対する敵意」は、個人の目的と組織の目的との相違に結びついている。

敵対的な態度は、財務的コントロールと同じく、社会的コントロールの形態においても、不

意に現れる可能性がある。それは、関係する個人の目的と組織の目的が相容れないときに、

内部の関係者に対して現れてくる。例えば報酬または職業(キャリア)管理の点において、固

有の利益の最大化を追求している個人主義的な態度は、より集団的な感謝と対立するよう

になる可能性があるからである。同様に、組織によって述べられた全体の目的が外部関係者

の目的と両立できない際に、外部関係者としてのステークホルダーは、組織に対して敵対す

るやり方で行動するようになるのである。 
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図表 6-7 態度要因についての財務的コントロールシステムと 

社会的コントロールシステムの比較 

財務的コントロール
システム

社会的コントロール
システム

道徳的な関係

-企業と個人間の密接な利益
　（例えば、経営者が歴史的な株主
　の家族の一員）
-個人の道徳的価値に近い企業の
　契約

-個人が大々的に企業生命に関わっ
　ている
-企業によって表明・適用された価値
　への個人の同意
-企業のステークホルダーもこの関係
　によって関連しており、表明された
　価値に同意
-個人は主に内部の要因に応じて
　行動する。

道具としての関係

-個人は企業と道具的な関係に
　ある。
-個人は何よりもまず、外部の扇動に
　応じて行動する（事前に交渉された
　規準に応じた報酬または制裁）

-個人は外部の扇動を検討する（得ら
　れた同意に基づく規準に応じた報酬
　と制裁）個人が同意した努力の感謝
　のような
-この外的扇動はむしろ個人と企業間
　の感情的な関係を引きたてる
　（敬意、感謝）。

敵意

-個人の私的な合目的性と企業の
　合目的性の不一致
-関連する個人との関係において
　確からしいまたは明確な期間を
　予測する企業の再構築
-個人の道徳的価値と対立される
　企業の契約

-個人の私的な合目的性と、公表
　され、適用された価値とが一致し
　ないときに現れる（報酬、キャリアな
　どの点で個人の利益を最大化
　する）。
-全体の目標が自分自身の目標と
　一致しないとき（同意が得られない、
　コーポラティズム）ステークホルダー
　の敵対する態度（振舞い）の出現

 

(出所) Moquet(2010),p.153. 

 

すなわち、財務的コントロールの「④態度」要因の特徴は、個人が外部の報酬や制裁に応

じて行動していたのに対し、社会的コントロールの特徴は、敬意や感謝のような内部の要因

に応じて行動することである。 

最後に、「コントロールされる要因」について、3 つのカテゴリーから、社会的コントロ

ールの特徴を捉えることにしたい。 
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以下の図表 6-8 でも示していると通り、「価値コントロール」では、企業価値の決定や個

人による内在化の促進を目指した公式的な道具が活用される。また、企業価値は企業の文化

的変化や内外の影響に応じて緩やかに進化する。  

 

図表 6-8 コントロールされる要因についての財務的コントロールシステムと 

社会的コントロールシステムの比較 

 

（出所）Moquet(2010),pp.157-158. 

 

「結果のコントロール」では、結果の分化の拡大（増加）が統合の複雑化をもたらす。ま

た、コントロールされた結果は行動の前段階では曖昧で、行動が進行するにつれて明確にな

る。つまり、構成主義的立場をとっているのである。 

「態度のコントロール」は、採用された目標が、関係者各々の目的と両立できることを保

財務的コントロール
システム 社会的コントロール
システム

価値の
コントロール

-個人と全体の目標の同意の仮定はその次元
において、管理的自発性を大幅に削ぐ。
-価値のコントロールは主に暗黙的な方法で行
われる。
-他の二つのコントロールされた要因より重視
されない。

-価値のコントロールは主要なコントロール要
因を表す。
-企業価値の決定や個々人による内在化の促
進を目指した公式的な道具の活用
-企業の文化的変化や内外の影響に応じた緩
やかな進化

結果の
コントロール

-結果のコントロールは主要なコントロールの
要因を表す。
-結果は主に経済的また財務的表現で把握さ
れる。

-結果の分化の拡大（増加）は統合の複雑化を
もたらす。
-結果は大きな時間の段階や非常に様々な能
力を必要とする新しい基準を対象とする。
-コントロールされた結果は行動の前段階では
曖昧で、行動が進行するにつれて明確にな
る。

行動（態度）の
　コントロール

-態度を決定された目標に適応するようコント
ロールするためにマネジメントの様々なレベル
間での規則正しい相互作用
-報酬または制裁に達する個人の評価の活用
-この個人の評価は事前に交渉された明白な
規準にそれ自身基づいている。

-各々の合目的性を支配するために内外で行
動の全段階で様々なステークホルダーとの規
則正しい相互作用
-その態度が公表された価値と一致しているこ
とを保証するために公式的また非公式的な規
則正しい相互作用
-個人の評価は同時に目標の達成と、同様に
それを達成する方法を対象にしている。
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証する方法であり、一方で、態度が組織によって決定された価値と一致することを保証する

方法である。また、ここで重要なことは、まず第一に、行動の全段階で内部関係者とそれに

企業のステークホルダーとの体系的な相互作用の実施に用いられる共通の目的と、関係者

各個人の目的の両立を達成しようと試みることである。最終的に、個人の評価は、目標の達

成と同様に、目標を達成するために選択された「方法」を対象としているのである。 

以上のように、社会的コントロールは持続可能な発展に関連する多様なステークホルダ

ーの影響を受け、永続性を最重要視する。また、意思決定プロセスは、財務的コントロール

では、機械的でプロセスのモデル化が可能であったのに対し、社会的コントロールでは、政

治的であり、モデル化が非常に困難である。加えて、獲得した結果の測定も曖昧で不明瞭で

あり、業績概念は多次元の時間と空間の基準に依存しているという特徴が挙げられる。 

このように本節では財務的コントロールと社会的コントロールを比較し、それらの特徴

をまとめたが、次節ではこれらのコントロールをもとに、CSR 戦略コントロールがどのよ

うな特徴をもつのかについて考察していく。 

 

第 5 節 北米モデルのマネジメント・コントロールから社会的責任戦略コントロールへ 

前節でも述べたように、最近ではCSR志向の行動を促進するマネジメント・コントロー

ルに関する研究がしばしば見受けられる。このようなコントロールがそれまでの短期的利

益追求型の北米モデルのコントロールとどのように異なるのか、それぞれの特徴を比較し

ながらまとめたものが図表6-9である。 

 両者の主な特徴としては、繰り返しになるが、北米モデルのコントロールは短期的で経済

的収益性や株主の収入の最大化を重視しており、企業の永続性は二の次である。一方で CSR

戦略コントロールでは企業の永続性が最重要であると考えており、持続可能な発展のため

に多様なステークホルダーと持続的に結びついている。コーポレート・ガバナンスも北米モ
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デルでは株主志向の閉ざされたコーポレート・ガバナンスであるが、CSR 戦略コントロー

ルはステークホルダー志向の開かれたコーポレート・ガバナンスになる。よって主に責任を

負う対象も、北米モデルでは株主なのに対し、CSR 戦略コントロールでは人間に加え、非

人的な環境などを含んだ多様なステークホルダーである。 

 

図表6-9  北米モデルのコントロールとCSR戦略コントロールの比較 

 北米モデルのコントロール CSR戦略コントロール 

特徴 短期的で経済的収益性の 
拡大や株主の収入の最大化
に集中しており、企業の 
永続性は二の次 

組織は持続可能な発展プロ
ジェクトの構築のためにス
テークホルダーと持続的に
結びつく。 

重視する点 企業の永続性より短期的な
経済的収益の拡大を重視 

持続可能な発展に関連する
多様なステークホルダーの
影響を受け、永続性が最重
要 

コーポレート・ガバナンス 閉ざされた(株主志向の) 
コーポレート・ガバナンス 

開かれた(ステークホルダ
ー志向の)コーポレート・
ガバナンス 

（積極的に）責任を負う 
対象 

株主 多様なステークホルダー
(人的のみならず環境等の
非人的なものも含まれる) 

                         (出所)黒岩(2017),14頁。 

 

では、こうした特徴を保持する社会的コントロールが出現したことで、CSR を果たすた

めの活動は、企業が現に行っている戦略や日常活動にどのようにして組み込まれるのであ

ろうか。そこで次章では、CSR 活動に先進的である欧州企業で、実際に CSR を事業戦略に

組み込んで CSR 戦略コントロールを行っているケースとして、フランス企業のダノン社と

ラファージュ社の事例を取り上げる。本論考でこの 2 社を取り上げる理由は以下の通りで

ある。 

まず1つ目に、1970年代初頭に、他企業に先駆けて積極的にCSRに取り組むことを提唱
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していることが挙げられる。 

2つ目に、社会レベルで持続可能な発展の概念が台頭し、CSR戦略コントロールが出て

きているなかで、当該概念が社会レベルから企業内部レベルにまで浸透していくプロセス

をマクロ(政治的組織、国際的組織レベル)、メゾ(企業本部レベル)、ミクロ(地方での企

業活動を具体化するプロジェクトリーダー等のレベル)と3段階に分けて、そのフレームワ

ークを描いている研究はあまり見受けられない。そこで、当該プロセスを明らかにした研

究を発表しているMoquet准教授の研究成果をもとに、ダノン社とラファージュ社の事例

を取り上げる。 

3つ目に、フランスには「社会的」と訳せる言葉としてsocialとsociétalという単語があ

る。socialは企業の従業員についてのみを指すのに対して、sociétalは地域社会や環境など

socialより広い概念である。 

このように、sociétalという概念はフランス特有であり、この概念を組み込んだコントロ

ールもまたフランスにおいてのみであることから、本研究ではフランス企業を取り扱うこ

とにする。なお今回、筆者が「社会的」という言葉を用いる際はsociétalの意味である。 

上記の理由より、次章ではダノン社とラファージュ社で実際にどのようにCSR戦略コン

トロールが行われているのかを確認していくことにしたい。  
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第 7 章 社会的責任戦略コントロールについて―2 つの事例― 

 本章では、前章を受けて CSR 戦略コントロールを遂行しているフランスの事業会社であ

るダノン社とラファージュ社の 2 社を取り上げ、その特徴的な仕組みを紹介することが目

的である。ダノン社はヨーグルトをはじめとする健康食品を製造販売しており、事業自体が

社会貢献に結びつきやすい特徴をもっている。一方で、ラファージュ社はセメント事業がメ

インとなるため、社会貢献へ取組む発端がダノン社と異なる。このような違いにも注目しな

がら、事例を紹介していくことにしたい。 

 

第 1 節 社会的責任戦略コントロールの事例研究 

1．ダノン社の事例   

ダノングループ(Groupe Danone)は、フランスに本社を置く1919年設立の国際的な食品

関連企業であり、主にヨーグルトやミネラルウォーター、シリアル食品などの製品を世界

的に製造・販売し、「健康」、「経済」、および「社会と環境」という3つの領域を軸として

活動を行っている323。代表的なCSR活動としては、国際的専門研究機関ダノンリサーチと

協同し、人々の健康を促進するための商品を開発している324。また、2006年にグラミン銀

行と提携し、バングラデシュにグラミン・ダノン・フーズを共同で立ち上げ、2007年には

当地で小さな工場にてヨーグルトの生産を開始している325。さらに、2008年に掲げた「5

年間でグループ全体のカーボンフットプリント326を30%削減する」という目標を2012年末

                                                      
323 ダノン HP「Histoire Danone」(http://www.danone.com/fr/pour-tous/histoire/) （最終参照

日：2019 年 12 月 10 日) 
324 Moquet(2010),p.317. 
325 伊吹(2014),219 頁。 
326 カーボンフットプリントは、製品・サービスのライフサイクル全般で排出された温室効果ガスを CO2

相当量で表現し、製品に表示するものである。 
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に達成している327。このように、ダノン社は人々の健康促進や地域社会への貢献、環境保

全など様々な面からCSR活動に取り組み、経済的側面と社会的側面の双方の価値向上に努

めている。 

 ダノン社がCSR活動に積極的に取り組むようになった発端として、1972年にカリスマ的

経営者であるアントワーヌ・リヴーが「社会と経済の2重プロジェクト」を提唱したこと

が挙げられる。このプロジェクトによって、経済的価値と社会的価値を同時に追求すると

いう企業文化が生まれた。そしてダノン社は経済的価値と社会的価値の同時追求を達成す

るためにCSRの目的を「従業員の価値観を統一し、従業員ロイヤルティを向上させるこ

と」と定めた328。 

ダノン社は、企業内に CSR を浸透させるために、「ダノンウェイ」という独自の仕組みを

構築している。これは、現場でのワークショップを通して CSR のモニタリングと情報共有

化により、世界中のグループ会社にダノン社の考え方を浸透させる仕組みである。ダノン社

では、この仕組みを実施するために、まず、グループの執行委員会が持続可能な発展と CSR

の方針を設置する。この方針には、3 つの目的がある。 

つまり、1 つ目は、企業の歯車のなかに CSR を組み込むことである。2 つ目は、企業の

内部で展開される CSR に関する努力を見える化することである。最後に、ダノン社はグル

ープの組織的な変化の促進を目指している。また、それぞれの目的を達成するために、対応

する次の 3 つの方法に取り組んでいる。まず 1 つ目は環境や社会を軸として実践の改善を

目指した行動を練り上げることである。そして 2 つ目は、イントラネット上でベストプラ

                                                      
327 ダノン HP「社会と環境の共存」(http://www.danone.co.jp/company/csr/)(最終参照日：2019 年

12 月 10 日) 
328 伊吹(2014),262 頁。 

http://www.danone.co.jp/company/csr/
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クティスの事例を紹介することであり、最後の 3 つ目は、グループの様々な実体と、企業レ

ベルで責任を負う経営者間の継続的なやり取りを通して、企業の方向性を築き上げていく

というものである。上記の目的とその達成方法を対応させたものが図表 7-1 である。 

 

図表 7-1 ダノンウェイにおける CSR を果たすための目的とその達成方法 

3つの目的 達成方法

①企業の歯車の中に社会的責任を組み込む 環境や社会を軸として実践の改善を目指した行

動計画を練り上げる

②企業の外側で、内部で展開される社会的

責任に関する努力を見える化すること

イントラネット上でベスト・プラクティスの事例を紹

介する

③グループの組織的な変化の促進を目指し

ている

グループの様々な実体と、企業レベルで責任を

負う経営者間の継続的なやりとりを通して、企業

の方向性を構築していく  

（出所）Moquet(2010),p.256.,pp.262-275 をもとに筆者作成。 

 

また、ダノン社の企業体制は子会社が集まった分権的な形をとっているため、様々な子

会社を通した問題のグローバルな取り組みが豊かになり、様々な地方文化を反映させたま

ま、全ての経営管理スタイルを普及させることができるものとなっている。とりわけ、図

表7-2から理解されるように、プロジェクトの運営委員会を子会社ごとに配置し、本部の

社会的責任部とコミュニケーションをとることができる体制を採用しているところに特徴

をもっている329。 

この「ダノンウェイ」が従業員レベルにまでCSR活動に取り組む意義や企業文化を浸透

させる仕組みであることはすでに述べた。具体的に、それはまず経済、環境、社会の全て

                                                      
329 Moquet(2010),p.273. 
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の面を覆っている基準(référentiel)を決定することから始まる。ダノンウェイの基準は、

グループが誕生してから子会社の歴史や価値や成功体験をもとにして練り上げられたもの

であり、ダノン社の子会社は基準をもとに目標や行動計画を決定することになっている

330。これらの基準をもとに各子会社の従業員は自己評価を行う。 

 

図表7-2 ダノン社の組織体制の概要

 

(出所)Moquet(2010),p.257. 

 

自己評価の評価項目は「労使関係」、「食品の安全性」、「環境」、「顧客への対応・

注目」などで、事業活動がダノングループの目指すべき方向性とどの程度適合しているか

把握することができる331。すなわち、各子会社は自社の弱い点や強い点を含めた統合的ビ

ジョンを得ることができ、地方の状況や自身のやり方、争点やビジネスタイプにおける主

                                                      
330 Moquet(2010),p.281. 
331 伊吹(2014),263 頁。 
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張や、おかれている状況に応じて優先すべき行動を決定することができる。これらの自己

評価は各運営委員会が自己評価を互いに共有することになっており、最終的に取締役会が

基準をもとに各子会社を評価し、その取締役会の評価と子会社の自己評価との比較を行う

のである332。 

 さらに、ダノンウェイには取締役会や運営委員会と従業員との間の相互作用のプロセス

が組み込まれている。例えば、マネジャーのみならず、あらゆるレベルの従業員が参加す

るワークショップを開催し、事例について議論、評価し、またイントラネット上にはダノ

ングループで取り組まれている多くのベストプラクティス、つまり目指すべき模範事例を

記載することで、従業員のCSRに対する自発性を促進することになっているのである。 

ダノンウェイの全体の流れをまとめると図表7-3の通りである。図表7-3で示されるよう

に、ダノンでは子会社の実践の軸となる基準を明確に決定したり、自己評価を行うことで

個々人の従業員レベルまでダノン社の理念を浸透させることを可能にしている。それによ

って、ダノンウェイのような横断的プロジェクトが共通の価値構築を可能にしていると言

える。また、子会社は基準をもとに、地方文化に合った目標、実践、行動計画を決定して

いる。さらに、職務会議やワークショップ等によって従業員とコミュニケーションをと

り、経営に参加させたり、反省したことをイントラネット上で共有したりすることで、グ

ループレベルでの共通価値観を形成でき、従業員にダノン社の歴史やカルチャー、CSR等

を含んだ同社のバリューを認識、理解させている。このようなCSR活動への取り組みは

2000年代に開始されたが、CSR活動を経営戦略の視点から捉えることにより、ダノン社の

                                                      
332 Moquet(2010),pp.266-268. 



 132  

2001年度の総売上高が144億7000万ユーロであったのに対し、2009年度の総売上高は149

億8200万ユーロへと伸びている333。その後も総売上高は伸びており、昨年度(2015年度)の

売上高は前年比6％増の224億1000万ユーロ、純利益は14.6％増の12億8000万ユーロの増

収増益を記録している334。 

このように、ダノン社では積極的にCSRに取り組むためのCSR戦略マネジメント・コン

トロールとしてダノンウェイに取り組み、売上を伸ばしている。 

 

図表 7-3 ダノンウェイの全体図 

 

(出所)黒岩(2017),17 頁。 

 

 ダノン社におけるCSRの制度化のプロセスをまとめたものが図表7-4である。今、この

図表を説明すると次のようになる。つまり、ダノン社のCSRの制度化プロセスの発端は、

                                                      
333 ダノンジャパン株式会社 SSD 乳性原料部(2011),4 頁。 
334 KMS News&Research HP「ダノン、2015 年に業績改善」(http://ksm.fr/archives/494139) (最終

参照日:2019 年 12 月 10 日) 

http://ksm.fr/archives/494139
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CSRの概念が国際的な政治経済のレベルであるマクロレベルで出現し、次いで、それが企

業の経営者レベルであるメゾレベルで「社会と経済の2重プロジェクト」として唱えられ

るようになったことである。これに加えて、ミクロレベルでのグループの活動の強力な国

際化の影響を受けて、メゾレベルでダノン社の企業モデルが戦略的争点として捉えられ、

活動領域を決定する段階で活動の基軸となる「ダノンウェイ」プログラムが練り上げられ

る。 

 

図表7-4 ダノン社における社会的責任の制度化プロセス      

                 

                     (出所)Moquet(2010),p.348を一部修正。 

 

続いて、ミクロレベルで「ダノンウェイ」が地方に展開され、企業内で良い製品を生み

だすための研究に対する価値・評価が向上したのである。練り上げられた「ダノンウェ

イ」プログラムは、制度化プロセスの安定化の段階で実践の「参考基準」の創造や、従業

t0　理想/言説 t1　プログラム/諸問題 t2　活動領域 t3　安定化

マクロ

メゾ

ミクロ

社会的成績評価代理人の期待

持続可能な発展

≪経済と社会の2重プロジェクト≫

グループの社会的正当性

グループ上でのOPAのリスク

株主の社会的な感覚

戦略的争点としての≪ダノン企

業モデル≫

分野を越えた他の

プロジェクト

≪ダノンウェイ≫プ

ログラムの推敲

株主の収益性

人員の大部分

をかきたてる

活動の国際化

地方当事者に

近い感覚

≪ダノンウェイ≫方

法の地方的展開

研究の価値向上

Danone Vitapole
の構築（建設）

結果による収斂

実践の≪指向性≫の創造

従業員との相互作用システム

トリプルボトムラインの

評価システム

実践の拡散

共通のビジョン

価値システム

サラリーマンとの相互作用

システム

評価システム

利害関係者との相互作用シス

テム

投資R＆D

環境的投資

団結

行動計画

戦略的

アプローチ

実際的リスクの

予測

スタッフの形成

業務提携の設置

環境に敏感にすること

官僚制の流れ

ISO14001

同意の欠如

非環境的な態度
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員との相互作用システム、トリプルボトムライン335の評価システムといった具体的なシス

テムへ展開するのである。「ダノンウェイ」の地方的展開は、ミクロレベルでの価値シス

テムや評価システムの実践を促し、最終的には戦略的アプローチに結びつく行動計画を練

るよう動機づけることになる。このように、ダノン社ではCSRの概念がマクロレベルの国

際的な政治経済のレベルから経営者層のメゾレベルを介して、企業の従業員レベルのミク

ロレベルに戦略として浸透していくのである。 

 

2．ラファージュ社の事例 

次にラファージュ社（現ラファージュホルシム社）を取り上げよう。当社はフランスに

本社を置く、1833年設立の建築資材の世界的メーカーである。主に世界中でセメント、骨

材・コンクリート、屋根材、石膏の4部門において製造・販売を行う企業であり、これら4

部門で積極的な合併や合弁事業により、ラファージュ社は世界、特にアジアでのセメント

産業における首位の地位を築いてきた。2015年7月にスイスのホルシム社と合併し、現在

は企業名をラファージュホルシム社とし、事業活動を行っている。ラファージュ社は合併

を表明した2014年には世界61カ国で事業を展開し、6万3千人の従業員を擁しており、売上

高は約128億4,300ユーロであった336。図表7-5で示している通り、組織は各地域に分かれ

ているため、各地域の地方文化を反映できる仕組みが必要であった。 

ラファージュ社の社会的責任への取り組みの背景には、1970年代の終わり頃から環境を

考慮することが急速に戦略的争点(enjeux stratégiques)として位置づけられたことが挙げら

れる。この動きは、新しい規制が出てきたことによって、また社会のなかで持続可能な発

展がこれまで以上に要請されたり、さらにまた利害関係者への影響が大きくなることなど

                                                      
335 Henriques and Richardson.eds. (2004). 邦訳(2007)。 
336 Lafage(2014). 
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によって増大することになった。 

ラファージュ社ではビジネスを発展させるためには、多様なステークホルダーの声を聞

くことが重要と考えていた。なぜならば、ラファージュ社が行っている事業の1つである

コンクリート事業には採石場が必要であり、この採石場を開拓するにあたっては、そこの

地域住民からの理解が不可欠であったからである。加えて、採石場の開拓によって環境を

破壊することになるが、できるだけその原因を抑制することも重視している337。 

  

図表7-5 ラファージュ社の組織図 

 

                   (出所)Moquet(2010),p.184.  

 

主なCSR活動としては、景観を損なわない採石場の開拓や生物多様性、絶滅危惧種の保

護、 LPO(鳥保護同盟)とのパートナーシップなどがある。2000年5月には、世界的に自然

環境を保護するWWF(世界自然保護基金)に調印・参画し、開拓によって起こる公害の削

減の試みを行った。また、NGO団体であるHabitat for Humanityとパートナーシップを

組み、ホームレスに家を提供するなどの活動も行っている。さらに、進出国での都市開発

                                                      
337 以上は伊吹(2014),296 頁を参照。 
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にも盛んに取り組んでいることも注目される。これらのCSR活動に取り組むための具体的

な政策としては、ISO14001を認証取得したり、また環境監査などを行ったりしている

338。こうしたことがまた、資産、景観、生物多様性の保護、開拓に関連する環境公害の減

少、自然やエネルギー資源の効率的な活用、再植林、農業スペースの再開発、レジャー施

設または都市施設の実現などの活動領域の決定や、ダノン社と同様の「基準・方針」の決

定、さらには進出先の地方の特色に合った取り組みを可能にしている。さらに、環境への

影響を研究し、地域住民と協議の場・情報提供の場を設けていることも特徴である。  

 さらにイントラネット上で企業のメンバーのCSR活動の目安となる「ベストプラクティ

ス」と実践基準である「スタンダードラファージュ」を共有しており、企業のメンバーは

これに沿って具体的提案を行うことになっている。このような活動やシステムは、ダノン

社の「ダノンウェイ」と同じように「ラファージュウェイ」と呼ばれている。 

 そして、ラファージュ社の制度化プロセスの全容を明らかにしたものが図表7-6であ

る。 

                   

  

                                                      
338 以上は伊吹(2014),296 頁を参照。 
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図表7-6 ラファージュ社における社会的責任の制度化プロセス 

 

                   (出所)Moquet(2010),p.240を一部修正。        

  

これを少し解説すると、次のようになる。マクロレベルで持続可能な発展やCSRに関す

る規制が制定されたことや、またメゾレベルで株主の環境感度が高まったことを背景とし

て、問題やプログラム提起の段階で鉱物資源へのアクセスが戦略的争点となる。また、こ

の鉱物資源へのアクセスに関しては、ミクロレベルで採石場を開く許可を取得しなければ

ならない。マクロ、メゾからの要請に加え、ミクロレベルにおける理解、同意をもとに、

活動領域の決定段階では環境政策が明確化され、ミクロレベルで採石場の環境的プロジェ

クトが決定される。メゾレベルで環境政策が明確化されたことで、ラファージュ社スタン

ダードの明確化や環境監査、環境測定システムや関係者ネットワークが構築される。さら

に、ミクロレベルでは採石場の環境的プロジェクトから、採石場に関係する当事者との相

互作用システムが構築されたり、環境的投資が積極的に行われるのである。 

                     

t0　理想/言説 t1　プログラム/諸問題 t2　活動領域 t3　安定化

マクロ

メゾ

ミクロ

文化的な進化

持続可能な発展

グループの社会的正当性

株主の環境的感性
戦略的争点としての鉱物

資源へのアクセス

環境政策の

明確化

株主の収益性

地方当局(権力

機関)の同意

地方の環境保

護プロジェクト

結果による収斂

ラファージュ規格の明確化

環境の監査

環境の側的システム

実践の拡散と均質化

当事者との相互作用システム

環境の影響の学習

環境的投資

環境的な感性

オペレーションズリスクの予測

環境的な能力（見識）

官僚的な

流れ

関係者ネットワークの構築

ISO14001

非環境的な態度

規制を固める

政治的プログラム

長期的土地占拠

財務的

ロジック

規制の尊重のコントロール

地方当事者の環境的感性

《reference》の創造

スタッフの

形成

スタッフを刺激

するプログラム

砕石場の環境的

プロジェクト
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3．2 つの事例をもとに導かれる共通点と相違点 

ダノン社とラファージュ社の事例の共通点をまとめると、次の通りである。まず、他企

業に先駆けて早くも1970年代からCSR活動へ積極的に取り組む意識をもっていることであ

る。そして、独自の基準・方針を規定して、地方文化に合った目標、実践、行動計画を決

定できる仕組みを構築している。これによって、企業がグローバル化しても企業の基準と

なるものを地方文化に合う形に変えることができるのである。さらに、職務会議やワーク

ショップ等によって従業員とコミュニケーションをとり、さらに地域住民とのコミュニケ

ーションの場も設け、従業員や地域住民を巻き込むことに成功しているのである。またイ

ントラネットを活用し、ベストプラクティスを共有していることも特筆される。これによ

りマクロレベルでの社会的な問題を従業員のようなミクロレベルにまで落とし込み、企業

の目的、理念および価値を共有する仕組みを構築しているのである。 

また、前述したように、ISO14001認証取得や環境、生物多様性の保護を念頭に置いて

いる。このことから、ISOをもとにPDCAサイクルをまわし、環境に対する政策、監査を

行うことができる。すなわち、ステークホルダーは人的なもののみならず、環境などの非

人的なものも含まれることになっている。 

以上から、2社の事例をもとに、持続可能な発展に関するプロジェクトの展開プロセス

におけるレベルごとの役割をあぶり出すと、次の通りである。 

まず、マクロレベルで持続可能な発展の概念が出現し、メゾレベルで提起された問題を

解決するためのプログラムを設置している。その場合、そこでグループによる活動領域を

決定している。CSRを果たすための実践を行うにあたり、経営者が社会の文化的な変化が

企業の将来の争点に影響を与えるという意識をもっていることも重要である。そしてミク

ロレベルでは、問題提起や地方的プログラムの決定もなされている。環境や社会や経済の

問題を統合することができる管理的技術(例えばダノン社の自己評価など)を調整すること
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によって、CSRを具体的な実践に落とし込むことが可能となっているのである。 

他方、ダノン社とラファージュ社の事例の相違点としては、どちらもCSR戦略の背景に

は、マクロレベルでの持続可能な発展概念が発端としてあるが、ラファージュ社には社会

的な規制も含まれることが挙げられる。ダノン社はその事業内容から、事業活動の延長線

上にCSR活動を設定することができる。一方でラファージュ社は前述した通り、主な事業

活動がコンクリートの製造であるため、それをそのままCSR活動に結びつけるのが難し

い。そのため、マクロレベルでの持続可能な発展概念の発端に社会的な規制があるのであ

る。しかし、CSR活動に目を向けることで、自然やエネルギー資源の効率的な活用や農業

スペースの再開発、レジャー施設または都市施設の実現など、新たな領域へ事業活動を広

げている。まさに、リスクを利益機会へ結びつけているのである。また、コミュニケーシ

ョンの場を活用し、ダノン社は従業員を、ラファージュ社は地域住民を巻き込む仕組みを

もっている。 

 

まとめると、ダノン社とラファージュ社はそれぞれの企業のCSRへの取り組みに合った

ステークホルダーを直接的に巻き込む仕組みを構築している。ダノン社の主なCSR活動は

人々の健康促進に貢献するのに対し、ラファージュ社のそれは環境や生物多様性の保護を

中心に行っている。つまり事業を行っていく上で、それぞれにCSRを果たさなければなら

ない対象にアプローチしているところにも特徴をもっている。従って、2社ともCSR戦略

コントロールを行うことにより、多様なステークホルダーを巻き込みながら、企業の目的

やそれぞれの「価値」を共有している。それによって、ステークホルダーに開かれたコー

ポレート・ガバナンスが可能であると考えられているのである。 
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第 2 節 社会的責任戦略コントロールの 3 つのレベルの構造とその役割 

前節では Moquet(2010)の研究をもとに、CSR 戦略コントロールを行っている実例とし

て欧州企業のダノン社とラファージュ社のコントロールの仕組みについて論じてきた。前

述したように、ダノン社は主に健康食品を製造販売する企業であり、ラファージュ社はコン

クリート事業に携わっている企業である。それぞれ業種の異なる企業であることから、事業

戦略や巻き込むステークホルダーも異なるが、マクロレベルでの持続可能な発展の概念を

ミクロレベルへ落とし込むプロセスでは共通する部分も見受けられた。つまり、このプロセ

スではマクロ、メゾ、ミクロと 3 つのレベルを通してコントロールが行われていた。 

それでは、コントロールが北米モデルから CSR 戦略コントロールへとその形を変えるこ

とで、マネジメント・コントロールの要素をもった COSO「内部統制」(1992)はどのよう

な影響を受けることになるのか。また COSO「内部統制」(1992)を基盤とする COSO・

ERM(2004)はどういった方向へ向かうことになるのであろうか。 

そこで、本章では持続可能な発展の概念がマクロレベル(国際的な政治経済のレベル)か

らミクロレベル(企業のレベル)へ浸透していくプロセスを上記の 2 社それぞれについて描

き出しながら、COSO・ERM(2004)の発展形態としての CSR・ERM の構想の可能性を提

示したい。 

 本章で取り上げたダノン社とラファージュ社の制度化プロセスをまとめた図が、図表 7-

7 である。つまり、まずマクロとメゾレベルで「持続可能な発展」の理想（idéaux）と言説

（discour）が現れる。ダノン社で言えばアントワーヌ・リブーが「社会と経済の 2 重プロ

ジェクト」を提唱したことがここに当てはまる。このプロジェクトは社会的な成功と経済的

成功を強固に結びつけるための戦略的アプローチの基盤を構成している。この理想と言説

をもとにマクロでは全体の、ミクロではそれぞれの進出先地方での問題提起やプログラム

の設定が行われるのである。 
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図表 7-7 社会的コントロールシステム分析の概念的枠組み 

 

（出所）Moquet(2010),p.420. 

 

このように、マクロレベルでは軸となる理想や言説が台頭し、それがメゾレベルへ降りて

くる。そして、マクロレベルでは社会的なプログラムが提示され、併せてミクロレベルでは

それぞれの地域に沿った環境や社会に関する問題やプログラムが提起される。例えば、ダノ

ンの場合はマクロレベルでは健康と社会の問題を取り上げているが、ミクロレベルではよ

り具体的に、影響を受けやすいと考えられる食品工業製品の市場投入に関連しており、子供

の肥満の発症など、公衆衛生の問題を取り上げている。これらがメゾレベルでコーポレー

ト・ガバナンスや管理的論理に組み込まれる。そして管理的プロジェクトが組まれ、コント

ロールシステムが確立されるのである。活動領域が決定される段階においては、管理的プロ

ジェクトを設定する。それをもとに、メゾ、ミクロレベルでは具体的なコントロールシステ

ムが設置される。このコントロールシステムには価値や結果のコントロールが含まれる。 

 

t0　理想/言説 t1　プログラム/問題提起 t2　活動領域 t3　安定化

マクロ

メゾ

ミクロ

理想と言説

コーポレート・ガバナンス

管理的論理

管理的

プロジェクト

問題提起/地方的プ

ログラム

コントロー

ル・システム

・価値観

・結果

・規則

・相互作用

社会的組織の

当事者

理想と言説

プログラム
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第 3 節 Moquet(2010)の社会的責任戦略コントロールの理論的提案 

 前節では、ダノン社とラファージュ社を取りあげ、CSR 戦略のコントロールの実例を見

てきたが、Moquet(2010)はこの 2 社の事例研究を通して得た CSR の 4 つの特徴、すなわ

ち「倫理的側面」、「管理的モデル」、「業績概念」、「ステークホルダーの概念」に基づいて理

論的提案をしている。以下、これら 4 つの特徴について順に解説を加えていこう。 

CSR の 1 つ目の特徴として、その「倫理的側面」が挙げられている。この「倫理的側面」

とは、組織が持続可能な発展プロジェクトの構築のためにステークホルダーと持続的に結

びつけられ、それを通して集団的な財産(biens collectifs)が持続可能な発展プロジェクトに

含まれる普遍的で規範的なアプローチに従って管理されることを求めるものである 339。 

次の 2 つ目の「管理的モデル」という特徴は、CSR の制度化プロセスにおいて中核をな

している 340。それは、メゾレベルでは組織の戦略的争点に従って責任を操作可能にして経

営者が関与することができるようにすることにより、またミクロレベルでは、社会的プロジ

ェクトにおける責任者の個人的関わり合いによって遂行される 341。それゆえ、この「管理

的モデル」という特徴は、環境や社会の問題を経済問題のようなすでにある問題に含み込み、

実現された行動の領域の境界区分に応じて、組織の責任を広げていくものとなっている。 

3 つ目の「業績概念」という特徴は、今まで完全に無視されてきた領域を管理していこう

という役割をもっている。とはいえ、この特徴により、組織は、経済活動の長期におけるプ

ラスまたはマイナスの外部性を予測するために、管理的手法を著しく複雑なものにするこ

とになる 342。この「業績概念」は、社会的技術の発展に応じて永続的に自らを修正する構

成主義的色彩(constructiviste)をとることになる 343。つまり、一度決められた業績概念を一

                                                      
339 Moquet(2010),p.408. 
340 Moquet(2010),p.408. 
341 Moquet(2010),p.408. 
342 Moquet(2010),p.408. 
343 Moquet(2010),p.408. 
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生用いるのではなく、社会的に構築された業績概念が人々に認識・理解され、再度概念が修

正されていくのであり、概念は永続的に変化していくのである。またその場合、発展する社

会的技術は、多様な視点から既存の経済的技術を豊かにするために、それらを含み込むこと

になる 344。 

4 つ目の特徴は「ステークホルダーの概念」である。ステークホルダーは、持続可能な発

展プロジェクトの構築のために組織に結びつけられた、人的・非人的なものと捉えられてい

る 345。また、組織が持続可能な発展のプロジェクトの構築のためにステークホルダーを結

びつけ、次第に固有の関心ごとの社会的技術を彩る企業の歯車のなかに取り込んでいくの

である 346。つまり、2 社とも長期的視点に立ち、永続性や持続性を重視している。そして永

続性や持続性に重きを置くにあたり、企業に関わる様々なステークホルダー、すなわち非人

的なものも含めるなど広く捉えているといったところに特徴をもっている。 

以上が、ダノン社とラファージュ社の事例研究を通して得られた CSR の 4 つの特徴であ

る。 

 

第 4 節 まとめ 

 以上のように、Moquet(2010)の CSR をめぐる理論的提案は、持続的な発展に向けた長

期的な視点をもち、様々なステークホルダーを含んだ概念になっている。この提案は、CSR

を考慮したコントロール論の方向性を示す上で、1 つの手掛かりになると言える。そこで、

この Moquet(2010)の提案を 1 つの手掛かりとした場合、本稿の課題としてきた COSO・

ERM(2004)はどのような可能性をもつことになるのであろうか。今一度、これを考えてみ

たい。つまり COSO・ERM(2004)が全面的に CSR を取り入れ、これを基軸とした ERM は

                                                      
344 Moquet(2010),p.408. 
345 Moquet(2010),p.408. 
346 Moquet(2010),p.408. 
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どのような特徴をもつようになるのであろうかということである。そこで以下では、1 つの

試みとして、従来の ERM を基に、新たなフレームワークとして CSR を考慮した ERM、

すなわち「CSR を考慮した ERM(CSR・ERM)」を Moquet(2010)の 4 つの CSR の特徴の

観点から提案したいと思う。 

 両者の比較は図表 7-8 で簡単に整理している。 

 

図表 7-8 従来の ERM と CSR・ERM の比較 

従来のERM（吉野（2012）) CSR・ERM

倫理的側面

組織は全社的に結びついており、
リスク・マネジメント(社会的リスク
を含む）を通して企業価値向上に
取り組む。

組織は全てのステークホルダーと持
続的に結びつく。リスク・マネジメント
（社会的リスク）を通した持続可能な
発展へ取り組む中で集団的財産を普
遍的な規準に従って管理を行う。

「管理的モデル」

ERMでは社会的リスクを加味する
点から、環境や社会的な問題を
既にある問題に組み込んでおり、
組織の責任を拡大する。しかし、
責任は実現された行動領域の境
界区分に応じているとは限らな
い。

社会的プロジェクトの管理者は社会
的責任に個人的に関わり合いを持
つ。社会的リスクを考慮し、環境や社
会的な問題を既にある問題に組み込
み、実現された行動領域の区分に応
じて、責任を拡大する。

業績概念

企業はリスク（マイナス面）のみ
ならず、事業機会（プラス面）を考
慮したリスク・マネジメントを行っ
ている。業績概念は経営環境の
変化に対応して改善される。

長期的な経済活動を基に、リスクと事
業機会の両方を考慮したリスク・マネ
ジメントを行う。
業績概念は、より社会的技術の発展
に応じて永続的に自らを変化させる。

ステークホル
ダーの概念

ステークホルダーは人的なものに
限定されている。組織は様々なス
テークホルダーを考慮したリスク・
マネジメントを行う。しかし、組織
とステークホルダーは相互作用
的ではない。

ステークホルダーは、持続可能な発
展の構築のために、組織に結び付け
られた人的・非人的なものである。組
織は多様なステークホルダーとの相
互作用的な関係をもち、それぞれを
社会的技術を彩る歯車の中に組み込
む。  

（出所）黒岩(2016),37 頁。 

 

 ちなみに、図表 7-8 における従来の ERM の内容については、吉野(2012b)に基づく東京
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ガスの ERM システムを比較のために示している。この新しい CSR を考慮した ERM(CSR・

ERM)を一言で言うならば、株主のみならず、人的・非人的なステークホルダーも考慮した

持続可能な視点を特徴としてもつようになるのである。 

まず従来の ERM において、その「倫理的側面」を考えるとすれば、それは次のようなも

のとなろう。つまり、組織は全社的に結びついており、社会的リスクを含んだリスク・マネ

ジメントを通して、企業価値向上に取り組むものであった。一方、CSR・ERM では、組織

は全社的に結びつくだけでなく、全てのステークホルダーと持続的に結びつくようになる

であろう。また、社会的リスクを含んだリスク・マネジメントを通して、持続可能な発展へ

取り組むなかで集団的財産を普遍的な基準に従って管理する必要性が生じる。 

 次に「管理的モデル」の側面で言うならば、ERM は社会的リスクを加味する点から、環

境や社会の問題を経済問題などのすでにある問題に組み込んでおり、組織の責任を拡大し

ていると言える。しかし、責任は実現された行動領域の境界区分に応じているとは限らない。

そこで、CSR・ERM では、社会的リスクを考慮し、環境や社会の問題をすでにある問題に

組み込み、実現された行動領域の区分に応じて、責任を拡大するものを提案することになる。

そして、社会的プロジェクトの管理者は CSR に個人的に関わり合いをもつことになる。 

 続いて、「業績概念」においては、従来の ERM では、もちろん企業はリスク（マイナス

面）のみならず、利益機会（プラス面）を考慮したリスク・マネジメントを行っている。ま

た、業績概念は経営環境の変化に対応して改善される。これに対して CSR・ERM では、長

期的な経済活動をもとに、リスクと利益機会の両方を考慮したリスク・マネジメントを行う

ことになると考えるのである。また業績概念は、より社会的技術の発展に応じて永続的に自

らを変化させる特徴をもつことになると言える。 

 最後に「ステークホルダーの概念」について言えば、従来の ERM では組織は様々なステ

ークホルダーを考慮したリスク・マネジメントを行うものの、そのステークホルダーは人的
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なものに限定されている。さらに、組織とステークホルダーは相互作用的ではない。それに

対し、CSR・ERM では、ステークホルダーは、持続可能な発展の構築のために、組織に結

びつけられた人的・非人的なものから構成されることになる。また、組織は多様なステーク

ホルダーと相互作用的な関係をもち、それぞれを社会的技術を彩る歯車のなかに組み込む

ことになると言えるのである。 
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第 8 章 社会的責任戦略コントロールの理念はどのようにして COSO・

ERM(2004)のなかに包摂されていったのか    

第 1 節 はじめに 

前章では、Moquet(2010)の理論をもとに、マネジメント・コントロールが従来の短期的

で経済的利益を追求する伝統的な財務コントロールから、長期的で持続可能な発展を志向

する社会的コントロールへ徐々に形を変えてきたことを明らかにした。そして、このコント

ロールの変容の影響を受けて、COSO・ERM(2004)がどういった展開をみせるのかについ

て検討を加えてきた。 

すでにこれまで述べてきたように、COSO・ERM(2004)の発展を考えた際に、持続可能な

発展を含み込んだ形態が想定される。実際に持続可能性を ERM へ包含する“サスティナビ

リティ・リスク・マネジメント(Sustainability Risk Management：以下 SRM とする)”と

いった概念も台頭してきている。この SRM については、Anderson and Anderson(2009)

でもビジネスが直面しているリスクが複雑なために、SRM は ERM フレームワークに含ま

れるべきであると主張している。また、Gardiner and Endicott(2011)も持続可能性

(Sustainability)が ERM へ統合されるべきであると主張している。さらに、Aziz et 

al.(2016)では、リスク・マネジメントの実践と ERM の一部としてのサスティナビリティ

の統合の観点から、ERM の拡大を実践している企業を分析している。彼らの論文において

は、リスク・マネジメントに持続可能性を統合することは環境的・社会的意識を実証するの

と同様に、企業の利益を向上させる機会を事業にもたらすと予測できることが明示されて

いる。 

そもそも事業戦略において、SRM や持続可能性に関する課題を強調することは、企業の

財務的業績に影響を与えるだけでなく、その業界で持続的に存続していくことを意味する。

このように、ERM が CSR と密接に関係する持続可能性の概念を包含、もしくは考慮する
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方向へ進むと見通されていることは明らかである。以上より、持続可能性とリスク・マネジ

メントの関係性が注目されてきていることが理解できる。 

このような状況のなかで、COSO は 2017 年に戦略およびパフォーマンスを統合した新し

い REM のフレームワークを公表した。その後、このフレームワークをもとに、さらには

2018 年に環境や社会、ガバナンスに関するリスクについての『ガイダンス』を公表するに

至るのである。この新しいフレームワークと『ガイダンス』については、後ほど詳細に検討

するとして、ここでは今一度、内部統制がどのような発展を遂げてきたのかを簡単に整理し

ておこう。そして、この『ガイダンス』と、筆者が想定していた「CSR を考慮した ERM」

の両者とを比較検討することによって、今後の COSO・ERM(2004)の行方について考察を

加えることにしたい。 

繰り返し述べてきたように、もともと内部統制は、図表 8-1 の(1)に示している通り、財

務諸表監査のために企業の不正問題を内部で抑える内部牽制の役割を主に担っていた。し

かしながら、COSO がコーポレート・ガバナンスの理念に強く影響を受けながら、統合的な

フレームワークとして 1992 年に「内部統制の統合的フレームワーク」を公表したことによ

り、内部統制の役割は拡大することとなった。つまり、元来の不正防止の役割からマネジメ

ント・コントロールの要素に加え、さらにはコーポレート・ガバナンスの概念とも深く深く

結びつき、「内部統制の統合的フレームワーク」の構成要素である「統制環境」を内包する

ようになったのである。「統制環境」は内部統制の他のすべての構成要素の基礎をなすと同

時に、規律と構造を提供し、「統制環境」要素を通して経営者も取締役会から監視を受ける

という点で、株主の視点も有する形へと展開することになった。これらの一連の流れはすで

に見てきた通りである。 
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図表 8-1 研究の全体的な構成図 

 

(出所)筆者作成 

 

この点、図表 8-1 の(1)「会計監査論以前の COSO(1992)以前の内部統制」にしろ、(2)

の COSO「内部統制」(1992)にしろ、主に短期利益志向の北米型コントロールモデルの影

響を受けていることについては言うまでもないであろう。すなわち、経済のグローバル化や

新自由主義理念を背景として企業間での競争が激化し、様々な企業が短期的に利益を上げ

ようと画策した結果、不正が行われてきたことが大きく影響しているのである。 

しかしながら、このフレームワークが公表された後も 2001 年のエンロンやワールドコム

の不正事件を始めとして、企業の不正問題は収まることはなかった。結果として、世界的に

リスク・マネジメントに対する問題意識と関心が高まり、リスクを有効に識別、評価及び管

理するフレームワークに対するニーズが増加してきた。こういった状況を受けて、COSO は

1992 年の統合的フレームワークをもとに、2004 年に全社的リスク・マネジメント(COSO・
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ERM(2004))を公表したのである。図表 8-1 の（3）「COSO・ERM(2004)」にも示している

通り、この COSO・ERM(2004)によって内部統制のフレームワークは、リスクをただ組織

にマイナスの影響を与えるものとして捉えるのではなく、利益機会としても捉え、そこから

価値を創造する枠組みへと発展したのであった。 

しかし、次第に経済社会がさらに不安定で複雑化してくるなかで、リスクもそれまで以上

に多様化し、COSO・ERM(2004)でも現代の多様でかつ複雑な問題に十分には対応できな

くなってくる。すなわち、企業の内部からだけでなく、外部からやってくるリスク、例えば

豪雨や地震などの自然災害や地域社会の問題に関するリスクにまで目を向けなければなら

なくなってきたのである。そこで、企業は内部統制を強化するだけでなく、多様なステーク

ホルダーを考慮し、またそれらを巻き込むようなコーポレート・ガバナンス体制が求められ

るようになってきた。 

前章までに繰り返し述べてきたが、Moquet(2010)に見られるように、マネジメント・コ

ントロールも CSR 活動を促すコントロールへ変わってきている。すなわち、内部統制も己

の利益のみならず、「持続可能な発展」といった CSR 概念を組み込んだフレームワークへ

と展開していく必要性が認識されるようになってきたのである。 

それでは、このような「持続可能な発展」といった言説や CSR に対する意識が提起され

るなかで、多様なステークホルダーを巻き込み、持続可能な組織を実現するためのフレーム

ワークとはどういったものになるのであろうか。また、COSO「内部統制」(1992)や COSO・

ERM(2004)は CSR 活動を促すコントロールの影響を受けて、どのように発展し、変貌して

いくことになるのであろうか。こうした両者の相互的包摂の過程の分析が本章の課題であ

る。 

上記の問題意識のもと、マネジメント・コントロールが伝統的なコントロールから CSR

活動を促すコントロールへ移行するなかで、マネジメント・コントロール、またガバナンス
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の要素を包含する COSO「内部統制」(1992)や COSO・ERM(2004)が、その理路として多

様なステークホルダーを巻き込み持続可能な組織を実現する形へと変化することになるだ

ろうと予想された。そして、そのための格好のプログラムとして、2018 年 2 月に COSO と

「持続可能な開発のための世界経済人会議」(WBCSD)が共同で発表した『ガイダンス』が

もつ意味を明らかにしたい。これは図表 8-1 で、筆者が COSO・ERM(2004)の理路として

多様なステークホルダーを巻き込みつつ、持続可能な組織を実現する形となるものと予想

したプログラムである「(4)CSR を考慮した ERM」とした個所に関わる問題であり、これ

がまさに COSO と WBCSD の共同『ガイダンス』(COSO・WBCSD(2018))として現実に

登場したのである。 

それでは、「(4)CSR を考慮した ERM」とはどのようなものになるのであろうか。図表 8-

1 で示しているように、CSR を考慮した ERM を構想した根拠として、フランスで提案さ

れた CSR 戦略コントロールの事例に基づく理論的研究と、それを支える「持続可能な発展」、

及び CSR の世界的な意識の高まりがある。これらの問題意識をもとに、CSR を考慮した

ERM がどのような特徴をもつことになるのかを検討してみた結果、以下のようになると考

えたのである。 

まず 1 つ目の特徴として、株主のみならず多様なステークホルダーに対して責任を果た

すフレームワークであることが考えられる。ここにおいて多様なステークホルダーとは、人

的なもののみならず、環境などの非人的なものも含まれるのである。近年の気候変動や地震

などの被害からも明らかなように、企業は自然環境も考慮しなければならない状況であり、

非人的なものも含めた多様なステークホルダーを考慮しなければならないと言える。 

また 2 つ目に、マクロレベルでの社会的な問題を従業員のようなミクロレベルまで浸透

させ、尚且つ組織や事業体の目的、理念および価値を共有する仕組みであることが特徴とし

てあげられる。さらに、上からの指示に従うだけのトップダウン型ではなく、現場からの意
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見もくみ取る相互作用のプロセスである。 

最後に、CSR を単にリスクとして捉えるのではなく、利益機会として捉え、事業戦略の

なかに組み込み、全社を通して取り組む仕組みをもつものになる。 

このように、組織にとっては負担と考えられる CSR をリスク・マネジメントの視点から

検討することで、そこから利益機会を創出するのである。CSR を戦略の視点から検討し、

利益機会を見い出すことで社会的利益を追求しながら、経済的収益も同時に追求するビジ

ネスモデルを開発することなどが考えられる。こうした企業の CSR 戦略コントロールの影

響を受けて、CSR を考慮した ERM は構想されるのである。 

そこで次節では、2 つのプログラム、COSO・ERM(2017)と COSO・WBCSD(2018)を考

察することにしたい。 

 

第 2 節 2017 年の改訂版 COSO・ERM のフレームワーク(COSO・ERM(2017))  

 COSO・ERM(2004)のフレームワークは 2017 年に改訂されることになるが、本節では、

その新しいバージョンである COSO・ERM(2017)を取り上げる。それでは、なぜ 2017 年

に COSO・ERM(2004)は COSO・ERM(2017)へと改訂されることになったのであろうか。

まず、そこから始めることにしよう。その理由は、端的に言って 2004 年頃に比べてリスク

の複雑性が増し、重要なリスクが新たに発生してきたことである。さらに、企業組織の機関

の在り方として、取締役会がリスク報告の改善を要請するなかで、リスク・マネジメントの

認識および監督を充実させる必要性が出てきたことが挙げられるであろう。そこで、以下で

は、COSO・ERM(2017)の全体的な構造を少々詳しく見てみよう。 
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図表 8-2 ミッション、ビジョン、コアバリューに沿った事業体の方向性 

（出所）COSO(2017),p.5. 邦訳(2018),17 頁。 

 

このミッション、ビジョン、およびコアバリューを戦略や事業目標およびパフォーマンス

へ落とし込む過程で、それらが戦略と整合しない可能性や、また選択された戦略自体がもつ

リスク、戦略とパフォーマンスにおけるリスクをマネジメントし、パフォーマンスの向上に

つなげていかなければならない。 

この COSO・ERM(2017)のフレームワークは図表 8-3 でも示している通り、5 つの構成

要素からなっており、それらは相互に関連し合っている。また、20 の原則(①取締役会に

よるリスク監視を行う、②業務構造を確立する、③望ましいカルチャーを定義づける、④

コアバリューに対するコミットメントを表明する、⑤有能な人材を惹きつけ、育成し、保

持する、⑥事業環境を分析する、⑦リスク選好を定義する、⑧代替戦略を評価する、⑨事

業目標を組み立てる、⑩リスクを識別する、⑪リスクの重大度を評価する、⑫リスクの優

先順位づけをする、⑬リスク対応を実施する、⑭ポートフォリオの視点を策定する、⑮重

大な変化を評価する、⑯リスクとパフォーマンスをレビューする、⑰全社的リスク・マネ

ジメントの改善を追求する、⑱情報とテクノロジーを有効活用する、⑲リスク情報を伝達
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する、⑳リスク、カルチャーおよびパフォーマンスについて報告する 347)から支えられて

おり、これらの原則はガバナンスからモニタリングに至るまでカバーしている 348。これら

の原則を遵守することで、経営者及び取締役会は、自分たちの組織がその戦略及び事業目

標に係るリスクを理解し、管理に取り組んでいるという合理的な期待をもつことができる

のである 349。 

 

図表 8-3 リスク・マネジメントの構成要素 

 

（出所）COSO(2017),p.6. 邦訳(2018),18 頁。 

 

ここで、「内部統制」と ERM を比較したときと同様に、COSO・ERM(2017)が上述の 5

つの構成要素の観点から 2004 年の COSO・ERM(2004)のフレームワークと対比させて、

どのように発展してきたのかについて少し詳しく解説しておきたい。 

まず、1 つ目の構成要素は「ガバナンスとカルチャー」である。これは COSO・ERM(2004)

の「内部環境」から発展したものであると考えられる。ガバナンスは、全社的リスク・マネ

                                                      
347 COSO(2017),p.10. 邦訳(2018),23-25 頁。 
348 COSO(2017),p.7. 邦訳(2018),19 頁。 
349 COSO(2017),p.7. 邦訳(2018),19 頁。 
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ジメントを重視し、カルチャーは事業体の人々が何を語り、何をするかを通じて、彼らによ

って展開され、形作られるものである 350。そのため、事業体の倫理観、望ましい行動およ

びリスクの理解に影響を与えるものとなっている。「内部環境」では間接的にガバナンスに

ついての説明はされていたが、この新しいフレームワークでは特に直接的にガバナンスに

ついて言及している。これにより、ガバナンスの役割や取締役の責任が明確化されている。 

2 つ目の構成要素は「戦略と目標設定」である。このフレームワークでは、戦略計画立案

プロセスにおいて、全社的リスク・マネジメント、戦略および目標設定は、一体となって機

能するものである 351。リスク選好が設定され、戦略との整合性が図られる一方で、事業目

標は戦略を実践するとともにリスクの識別、評価、および対応の基礎となる 352。戦略策定

の段階から、その実施、達成の過程において影響を与えるリスクを考えるのである。 

3 つ目は「パフォーマンス」である。これは COSO・ERM(2004)での「事象の識別」、「リ

スクの評価」、「リスクへの対応」にあたる部分と考えられる。戦略と事業目標の達成に影響

を及ぼす可能性のあるリスクは、リスク選好に基づいてその重大性により優先順位がつけ

られる。組織は、リスクの対応を選択し、想定したリスク量のポートフォリオの視点を得る

ことができ、このプロセスの結果は、主要なリスクのステークホルダーに報告されることと

なる 353。このように、「パフォーマンス」においては、ステークホルダーにもリスクの優先

順位づけから評価、その対応までを伝えることが含まれているのである。 

4 つ目は「レビューと修正」である。これは事業体のパフォーマンスをレビューすること

により、組織は、全社的リスク・マネジメントの構成要素が長期的かつ大きな変化を踏まえ

たうえで、どの程度有効に機能しているか、そして、どのような修正が必要かを検討できる

                                                      
350 COSO(2017),p.6. 邦訳(2018),18 頁。 
351 COSO(2017),p.6. 邦訳(2018),18 頁。 
352 COSO(2017),p.6. 邦訳(2018),19 頁。 
353 COSO(2017),p.6. 邦訳(2018),19 頁。 
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のである 354。ここでは、パフォーマンスのチェックと改善が行われる。 

最後、5 つ目の構成要素は「情報、伝達および報告」である。全社的リスク・マネジメン

トには、必要な情報を入手し、共有する継続的なプロセスが必要である 355。情報は内部お

よび外部から入手され、組織内を下から上へ、上から下へ、そして横断的に流れるものであ

ることが明示されている 356。つまり、様々な方面から情報を収集し、それを組織全体に伝

達するのである。こうして組織にいる全員が情報を把握できるようになっているのである。 

このように、改訂された ERM のフレームワークでは、ステークホルダーの多くの要求を

全社的リスク・マネジメントにより明確に関連づけるものになっており、リスクを切り離さ

れた活動対象ではなく、組織のパフォーマンスのなかに位置づける点が特徴として挙げら

れる 357。さらに、組織がより先験的にリスクに取り組めるようにすることで、組織は変化

というものがただ損失だけをもたらすものではなく、新しい利益機会をもたらすものであ

る、ということを理解できるようになっているのである。 

 

構成要素の視点からは上述したような変更点が挙げられるが、フレームワーク全体を通

しては、COSO・ERM(2004)のフレームワークとどのように異なっているのだろうか。まず

COSO・ERM(2017)では、基盤の部分でミッション、ビジョン、コアバリューを設定し、各

構成要素と関連させながら組織に浸透させている点が発展していると言える。さらに、構成

要素の面で、2004 年の COSO・ERM(2004)は他の構成要素の基盤ともなる「内部環境」か

ら「ガバナンスとカルチャー」へ変化しているところも注目すべき点である。内部環境から

ガバナンスとカルチャーに代わっていることから、ガバナンスに関して明確に言及するよ

                                                      
354 COSO(2017),p.6. 邦訳(2018),19 頁。 
355 COSO(2017),p.6. 邦訳(2018),19 頁。 
356 COSO(2017),p.6. 邦訳(2018),19 頁。 
357 COSO(2017),p.2. 邦訳(2018),12 頁。 
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うになっており、ガバナンスが重要視され、その役割が明確になっていることが理解される。

ERM において基盤をなすものが「内部環境」のみでは不十分であり、よりガバナンス体制

を整える必要性が高まってきていると考えられる。 

加えて、最後の構成要素である「情報、伝達および報告」において、その伝達内容に「事

業体のカルチャーを定義づける特徴、望ましい行動基準およびコアバリュー」、「全社的リス

ク・マネジメントの相互関連性、価値」、「事業体の戦略と事業目標」が加わっている。新し

いフレームワークに追加された概念である「コアバリュー」や、「カルチャーを定義づける

特徴」、また「目標と戦略」などを伝達することで、組織が目指すべき方向性を統一させる

ことが可能となる。また、すでに言及したように、COSO・ERM(2004)の時点から、情報は

内部だけでなく外部からも入手できる。さらに、情報が組織内を下から上へ、上から下へ、

そして横断的に伝達されるべきことは言うまでもないが、その伝達内容がより明確になっ

ていると言える。 

上記のようにフレームワークが改訂されたことにより、カルチャーを組織の下部まで落

とし込み、コアバリューを意識させ、全社的リスク・マネジメントを行うことの価値を認識

できるようになっているのである。 

 

以上を要約すると、COSO・ERM(2017)は組織のミッション、ビジョン、コアバリューを

戦略と結びつけ組織全体へ落とし込む構造になっており、より組織の基盤となる部分へ言

及している。また、伝達内容が詳細になっており、とりわけ組織の「価値」や「企業理念」

を伝達内容に加えているなど、組織の根幹を形づくるものにまでその範囲を広げているこ

とが窺える。組織にモラルに関する部分にまで組織の内側のみならず、外側のリスクについ

ても管理可能なものになっているのである。加えて、リスク・マネジメントのプロセスの結

果をステークホルダーに伝達することにより、外部のステークホルダーが戦略のみならず、
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それを実施し、達成するための活動を理解できるようになっているのである。最後にまた、

ガバナンスの役割と責任について言うならば、取締役会が経営者のリスク・マネジメント活

動を監視することになっており、そこではガバナンスの役割が明確に認識されているので

ある。 

以上が COSO・ERM(2017)の大まかな仕組みである。次節では、COSO が 2018 年に

WBCSD と共同で発表した ERM フレームワークに関するプログラムである『ガイダンス』

(COSO・WBCSD(2018))を取り上げよう。 

 

第 3 節 COSO と WBCSD の共同『ガイダンス』(COSO・WBCSD(2018))  

COSO は 2017 年にこのフレームワークを公表した後、さらに 2018 年に WBCSD と共

同で ERM フレームワークに関する『ガイダンス』(COSO・WBCSD(2018))を公表してい

る。この『ガイダンス』は 2017 年に公表した ERM のフレームワークに ESG 関連リスク

を統合させたものである。ESG とは Environment(環境)、 Social(社会)、 Governance(ガ

バナンス)の頭文字を合わせたものである。この ESG に対する投資家の関心が年々強まっ

てきている。 

それではなぜ、ESG への関心が高まってきているのであろうか。それは、近年の世界経

済を見てもわかるとおり、新技術がもたらす影響力がかつてほどの勢いを失くす一方で、同

時に少子高齢化が進むなかでモノやサービスを消費する市場の拡大も頭打ちとなり、市場

は簡単には広がらなくなってきたからである。つまり、新しいフロンティアが消滅しつつあ

るのである。そのうえ、ここにきて経済活動が活発化することにより、そのエネルギー源と

なっている石油や石炭などの燃料を用いることで、大気中の二酸化炭素が増加し、結果的に

異常な気候変動を引き起こしている。また、これらは森林や水などの自然の資源にも影響を

与えている。さらに、資本主義は経済を成長させる一方で、貧富の差の拡大という弊害も引
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き起こしている。グローバル化したことにより、国によっては企業を誘致するために法人税

の過剰な引き下げを行ったり、都心部へ資本が集中したり、様々な理由から富豪はより裕福

になり、貧困層はより困窮した状態へ陥っているのである。 

市場が拡大している間は、利益の最大化に重点を置いて事業活動を行っていた企業も、現

在のように市場拡大に限界がきているなかでは、どうすれば存続することができるのかを

検討しなければならない状況になってきている。企業はもはや自己の利益の最大化や短期

的利益を追求するようでは存続できないのである。そこで、ステークホルダーや社会全体へ

の影響を考えながら事業活動を行っていくことが必要不可欠になってきている。すなわち、

資本主義がもたらす問題が次第に浮き彫りとなり、さらにその問題が拡大し、企業はもはや

この事態を無視できないのである。こういった状況のなかで、世界の目は ESG に注目する

ようになってきたのである。 

 この流れは、国際連合が提示した指針を見てもグローバルな問題となってきている。2000

年 9 月にニューヨークで開催された国連のミレニアム・サミットでは MDGs(ミレニアム開

発目標)が設定された。この MDGs は、極度の貧困と飢餓の撲滅など、2015 年までに達成

すべき 8 つの目標を掲げたものである。達成期限である 2015 年の時点では、一定の成果を

あげており、その後、この目標は SDGs(持続可能な開発目標)へと引き継がれている 358。

MDGs が国際機関、先進国政府、有識者など一部の限られたメンバーでトップダウンに策

定されたものであるのに対し、SDGs は 3 年の年月をかけて途上国、先進国を含むあらゆる

ステークホルダーの議論を踏まえて策定されたものであるところに特徴をもっている。 

SDGs は 17 の目標から成っている。その内容は、皆が健康で生きがいをもちながら、平

和で平等な社会を実現し、自然環境や地球上の生態系に配慮した生産・消費活動を行える社

                                                      
358 外務省 HP「ミレニアム開発目標(MDGs)」
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/doukou/mdgs.html (最終参照日：2019 年 12 月 10 日) 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/doukou/mdgs.html
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会を協力しながら目指すというものである 359。もはや自分たちや企業に関連するものだけ

の利益を考えれば良いのではなく、世界全体で自然環境やすべての生態系を含む全員の健

康と平和を志向しなければならない局勢にあるのである。フロンティアが失われつつある

この時代に、新たな機会としてこの SDGs が利益機会として台頭してきたのである。 

 SDGs が公表されてから、様々なグローバル企業が SDGs 達成への貢献を表明した。こ

のように、多くの企業が SDGs に協力的な姿勢を見せるのはなぜであろうか。それは、市

場のフロンティアが消失している現状において、SDGs に利益機会を見出しているからでは

ないかと考える。これについて足達他(2018)は SDGs という国際目標の設定が企業活動に

どのような影響があるか、リスクと機会の 2 つの側面から考える必要があると主張してい

る 360。 

一方で、リスクについては、企業の事業活動において環境問題はもちろんのこと、近年と

くに問題視されている労働問題や人権問題などへの対応が重要なポイントとなってくる。

これらの問題への対応が不十分な企業は、従業員や消費者、地域社会などの様々なステーク

ホルダーとの関係が悪化し、場合によっては世間から非難され、結果的に事業継続のリスク

にもなり得る。このリスクに関しては、これまで発生した企業の不祥事を見てもわかる通り

である。他方、機会の側面では、自然にやさしいクリーンエネルギーの開発やモビリティシ

ステムの構築などの解決しなければならない問題そのものから、市場開拓の機会を見出し

ているのである。 

そうしたなかで、COSO は WBCSD と共同で『ガイダンス』を公表したのである。序章

でも述べたように WBCSD とは、スイスのジュネーブに本部を置く、持続可能な開発を目

                                                      
359 外務省 HP「JAPAN SDGs Action Platform」
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/index.html (最終参照日：2019 年 12 月 10 日) 
360 足達他（2018）,23-24 頁。 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/index.html
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指す企業約 200 社の CEO 連合体である。参加企業は、政府や NGO、国際機関と協力し、

持続可能な発展に関する課題への取り組みやそれまでの経験を共有するのである。現在、参

加企業は 30 か国以上にまで広がり、日本からは日立製作所やホンダ技研工業などが参加し

ている。WBCSD の活動としては、「循環型経済」、「気候変動・エネルギー」、「生態系・景

観管理」、「社会インパクト」、「持続可能なライフスタイル」、「水」の 6 つのクラスターでプ

ロジェクトを展開している。プロジェクトのほとんどは他の NGO や財団、機関などと協力

して運営されている。 

なお、WBCSD の下部組織である Business＆Sustainable Development Commission(ビ

ジネスと持続可能な開発委員会)は、「Better Business, Better World(より良きビジネス、

より良き世界)」を公表している。そこでは、今日のビジネスモデルにおける重要な欠陥に

ついて言及されている。世界中でこれまでと同様の経済モデルが続いた場合には、環境面お

よび社会面への負荷が増大し、長期的には企業自身のビジネスコストが増長すると指摘さ

れている。1980 年代から気候変動による被害は増大しており、また、IT の開発が進むにつ

れ、世のなかは様々なことが自動化されることによって便利になったが、その一方で製造業

やサービス業においては実質賃金の低下をまねき、ひいては雇用が奪われるという影響も

でてきている。ビジネスモデルとしても、これ以上成長できないどころか、重要な欠陥があ

るために状況が悪化していくという行き詰った状態である。この報告書では、企業活動にお

ける社会的、環境的側面での対応が見受けられない場合、地域社会、サプライヤー、従業員

などのステークホルダーから企業への反発が強まり、やがて政府や自治体による強固な規

制が導入され、企業にとってはさらにビジネスがしづらい状況になるであろうと注意を喚

起しているのである。 

しかし、先の報告書では、SDGs で掲げられたグローバル目標と４つのビジネスチャンス

「食料と農業」、「都市と都会のモビリティ」、「エネルギーおよび原材料」、「健康および福祉」
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を連動させることで、12 兆ドルの機会創出にもなることを主張している 361。つまり、企業

は SDGs が設定されたことで、事業活動にもたらされるリスクと機会の均衡をとり、事業

へ組み込むことが求められているのである。 

短期的な利益を求めると、リスクが蓄積されて突如顕在化するというのは、経済において

のみならず、異常気象をはじめとする環境問題や労働、人権問題においても同様のことが言

えよう。つまり、企業経営においても、投資においても、短期的な利益を追求することが、

結果的に長期的な利益の破壊を導いてきたのである。 

次頁の図表 8-4 に示されているグローバルリスクは、自然に起こるものではなく、人々

が短期的な利益を求めてきた結果の表れであろう。これらのリスクが顕在化する前までは、

多くの人々が資産価格が急落することや、大規模な金融危機が起こるなど考えていなかっ

たであろう。しかし、実際にこれらのリスクは発生し、多大な影響を与えているのである。 

投資家の間でもこの ESG に対する関心は高まってきている。「ESG 投資」という言葉が

存在感を増してきたことからも分かるように、機関投資家は投資パフォーマンスを検討す

るにあたり、ESG を投資分析に入れるようになっている。この 2018 年に公表された ESG

関連リスクの『ガイダンス』こそが、当初から筆者が COSO・ERM(2004)の発展形態とし

て想定していた「CSR を考慮した ERM」に相当するものである。 

  

                                                      
361 Business＆Sustainable Development Commission(2017),p.6. 
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図表 8-4 インパクト面で上位 5 位までのグローバルリスク 

 2010 年 2012 年 2014 年 2016 年 2018 年 

1 位 資産価格の 

急落 

大規模でシス

テミックな 

金融危機 

財政危機 気候変動への緩

和や対応への 

失敗 

大量破壊兵器 

2 位 グローバル化

の後退 

（先進国） 

水供給危機 気候変動 大量破壊兵器 異常気象 

3 位 原油価格の 

急騰 

食糧不足危機 水供給危機 水供給危機 自然災害 

4 位 慢性疾患 長期間にわた

る財政不均衡 

失業及び不完全

雇用 

大規模な難民の

増加 

気候変動の緩和

や対応への失敗 

5 位 財政危機 極端なエネル

ギーと農産物

価格の変動 

重要な情報イン

フラの分断 

極端なエネルギ

ー価格のショッ

ク 

水供給危機 

(出所)World Economic Forum(2017),p.4. 

 

それでは、この COSO と WBCSD の『ガイダンス』は、これまでの COSO・ERM(2004)

と比較してどのような特徴をもつものなのであろうか。そして、筆者が想定していた「CSR

を考慮した ERM」と同様の特徴をもつものになっているのであろうか。こうした幾つかの

点を分析したい。 

前述の通り、この COSO と WBCSD の共同『ガイダンス』は 2017 年に公表された改訂

版 COSO・ERM のフレームワークに ESG 関連リスクを統合させるための手法であること
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は言うまでもない。それではなぜ、2018 年にこの『ガイダンス』が公表されることになっ

たのであろうか。その理由の 1 つは、世界的に注視されるリスクが変化してきたことであ

る。約 10 年前の 2010 年におけるグローバルリスクトップ 5 は「資産価格の崩壊の急落」、

「グローバル化の後退(先進国）」、「原油価格の高騰」、「慢性疾患」、「財政危機」など、経済

的または地理的な問題が大部分を占めていた。これは、リーマンショックを皮切りに発生し

た世界金融危機の影響を引きずっている影響が表れているためであろう。これに加えてギ

リシャの政権交代によって発覚した財政の粉飾決算をはじめとする経済危機の連鎖が起こ

り、市場の中心である米国、ヨーロッパが大打撃を受けたことで国家の財政危機のリスクが

上位に挙がってきている。図表 8-4 には入っていないが、2011 年のリスク 1 位は財政危機

であった。BRICs(ブラジル、ロシア、インド、中国、南アフリカ)を中心とした途上国の経

済成長を背景にエネルギー需要が高まり、石油やガスの価格が高騰したためである。この時

点では、図表 8-4 を見てもわかる通り、2010 年のリスクトップ 5 に環境的リスクはまった

く入っていない。環境問題よりも国家を揺るがす財政危機、資産価値の暴落の影響が多大で

あった様子が窺える。 

しかしながら、2012 年には「水供給の危機」など、環境的リスクへの注目度が高まって

きている。まだ 1 位は 2010 年の金融危機の影響をさらに受けている状態ではあるが、徐々

に環境問題が表面化してきたことで、グローバルレベルで対応しなければならない状況に

なってきている。 

その後の 2014 年に至っては、「気候変動」や「水供給」など、引き続き環境的リスクが

より重視される傾向になっている。相変わらず財政危機に関するリスクがインパクト面に

おいて 1 位ではあるが、世界が環境的リスクへ注目していることが窺える。そして、「失業

および不完全雇用」のリスクもトップ 5 に入ってきていることから、財政危機による影響

が一般市民へ広がっていることがわかる。そして 2016 年には、1 位に「気候変動への緩和
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や対応への失敗」リスクが浮上してくるのである。日本でも、ここ数年の様子からもわかる

通り、猛暑、暖冬、洪水、台風などの異常気象がもたらした被害や損害額は甚大なものであ

る。2018 年になると、インパクト面でのリスクの 1 位は「大量破壊兵器」であるが、2 位

から 5 位までは環境に関するリスクが占めている。 

これらのリスクトップ 5 において、この 10 年でより環境的リスクが重視されるようにな

ってきたことが図表 8-4 から読み取ることができる。しかしながら、トップ 5 から漏れた

からといって、決してそれらのリスクの重要度が下がったということではない。むしろ環境

に関するリスクが、これまで重視されてきた経済的リスクよりも深刻になってきたことが

表れているのだと言える。つまり、近年は昔と比べて様々なリスクにさらされているし、そ

れらのリスクがもたらすインパクトはさらに拡大してきているのである。 

さて、このように ESG に対して世界が注目するようになってきたことも影響して、COSO

と WBCSD は ESG 関連リスクの『ガイダンス』を公表することになるのであるが、この

『ガイダンス』のなかではとりわけ、既存の意思決定に有用なフレームワーク、企業におけ

る事例、またツールが活用されている。そして、それらは組織内のサスティナビリティ・デ

ィレクターやリスク・マネジャーに ESG 関連リスクをマネジメントするための具体的なア

プローチを提供するものである。 

 この共同『ガイダンス』もこれまでの COSO・ERM のフレームワークに倣って 7 つの構

成要素から成っている。『ガイダンス』の特徴を明らかにするためにも、それぞれの構成要

素がどのような役割を担っているのかについて詳細に解説を加えておきたい。 

 

 （7 つの構成要素）➀「効果的なリスク・マネジメントのためのガバナンスを確立する」 

まず、1 つ目の構成要素は「効果的なリスク・マネジメントのためのガバナンスを確立す

る」ことである。この要素は 2017 年のフレームワークの「ガバナンスとカルチャー」に相
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当する。図表 8-5 は組織のガバナンス構造を示したものであるが、トップには取締役会が

おり、そのすぐ下にリスク監視に関する小委員会を設置している。取締役会は最終的に、意

思決定と管理活動を委ねられている CEO とともに企業の長期的な成功のための責任と説

明責任を負っている。CEO は企業の重役（取締役）に委任し、彼らはリスク・マネジメン

トの業務活動を最終的に行うマネジメントに任せるといった仕組みとなっている。効果的

なガバナンスは取締役会から効率的な報告ラインがあるべきだということになる。 

取締役は上記の責任に加えて、効率的にリスクを識別し、査定し、管理し、監視するた

めに適切なプログラムがあるかどうかを問う責任をもっている 362。また監査委員会または

リスク委員会は、ESG に関する問題が自分の組織の戦略や野望にどのような影響を与える

のかを考えている 363。さらにマネジメントまたは執行委員会は、最終的にリスク・マネジ

メントに対して責任を負い、定期的に取締役会に報告すべきであるということになる 364。

執行委員会はどのようにして ESG 関連リスクが企業のパフォーマンスを改善することが

できるのかを考え、取締役会から執行委員会への助言（提案）において ESG の影響が考

慮されているかどうかを評価することになる 365。 

他方で、ERM 責任者または最高リスク管理責任者（Chief Risk Officer：以下 CRO とす

る）は、ERM 活動を調整したり、強化する責任があり、統合された体系的な方法で全社的

リスクを管理するためのプロセスの確立を先導することになる 366。さらに、フローチャー

ト、ストーリー、およびリスク文書を通じて ESG の統合を示す明確なプロセス文書を作成

することになる。併せて、ESG 関連のリスクを統合するための取り組みに抗って、ERM プ

                                                      
362 COSO and WBCSD(2018),p.22. 
363 COSO and WBCSD(2018),p.22. 
364 COSO and WBCSD(2018),p.23. 
365 COSO and WBCSD(2018),p.23. 
366 COSO and WBCSD(2018),p.23. 
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ロセスに影響を与えている原因は何かを検討することになる。 

 

図表 8-5 組織のガバナンス構造 

 

(出所)COSO and WBCSD(2018), p.22. 

 

リスク監視委員会は、取締役会を代表して監視および ERM の枠組みに関する特定の責任

を負っている 367。具体的には、各部門に適切なリスク選好度およびリスク許容度を設定し

なければならない 368。また、企業全体のリスク管理ガバナンス、リスク管理プラクティス

                                                      
367 COSO and WBCSD(2018),p.23. 
368 COSO and WBCSD(2018),p.23. 

①取締役会 取締役会u 

リスク監視に関する小委員会
（例 リスク委員会、財務委員会、監査委員会））u 

執行委員会

CEO, CFO, CAO, COO, CHRO, CIO, CSO, 総合委員会

リスクオーナー

リスクオーナー

リスクオーナー

リスクオーナー

リスクオーナー

リスクオーナー

リスク委員会

資金、業務、人的資源、
商品開発、サプライ
チェーン、持続可能性、
内部監査、金融、法律

ERM管理者

持続可能性

組織のマネジメントとスタッフ

1

2

3

6

5
4

7
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およびリスク管理インフラストラクチャーに関連する適切なポリシーと手順を確立するこ

とに対しても責任を負っている 369。さらに、ESG 関連のリスクを含む、リスクとリスク・

マネジメントの欠陥を全社的に識別して報告するためのプロセスとシステムを作成しなけ

ればならず、リスク・マネジメントの欠陥に対処するための是正措置の効果的かつタイムリ

ーな実施を担っている。そして、リスク・マネジメントと統制目標を管理目標と会社の報酬

構造に統合する責任を有している 370。 

さらにリスクオーナー（リスク管理責任者）は、リスクが適切に管理されていることを確

認する責任がある 371。各リスクを管理および監視するための活動に対して直接の責任また

は監督を行う複数の要員が必要になる可能性があり、加えて説明責任を明確にするため、個

別のリスクごとにリスクオーナーを割り当てる必要がある 372。  

図表 8-5 のなかの⑦に所属するサスティナビリティ・ディレクターは、ESG 関連の活動

（リスク、戦略、報告など）の調整において重要なサポートの役割を果たす 373。この役割

のなかには、気候変動や水不足などのメガトレンドとリスクの監視、リスクや機会の特定が

含まれる 374。サスティナビリティ・ディレクターは、ERM ディレクターと親密な関係を維

持する必要がある 375。持続可能性を新しい戦略やリスク対応に結びつけるためには、戦略

的計画および運用担当者とのつながりも重要である。これらの関係によって、新たに出現し

つつあるリスクを適宜評価することができ、会社はリスクと関連する機会を識別する用意

ができる 376。CRO だけが ERM の責任を負っているのではないのと同様に、ESG 関連リス

クのマネジメントはサスティナビリティ・マネジャーだけが責任をもつものではない。 

                                                      
369 COSO and WBCSD(2018),p.23. 
370 COSO and WBCSD(2018),p.23. 
371 COSO and WBCSD(2018),p.24. 
372 COSO and WBCSD(2018),p.24. 
373 COSO and WBCSD(2018),p.24. 
374 COSO and WBCSD(2018),p.24. 
375 COSO and WBCSD(2018),p.24. 
376 COSO and WBCSD(2018),p.24. 
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以上をまとめると、取締役に ESG 関連リスクの管理が自らの受託責任であるとの認識

をもたせる必要性が認識されている。また、ESG 関連リスクに一義的責任を負うのは、各

部門のリスクオーナーである一方で、サスティナビリティ・ディレクターを設置すること

で、リスクオーナーのサポートをさせることとしている。従来はリスクに対して責任を負

うのは各部門のリスクオーナーであり、サスティナビリティ・ディレクターについてや、

彼らとの関わりについては特に取り上げられていなかった。しかしながら、この共同『ガ

イダンス』では ESG 関連リスクにおいて、サスティナビリティ・ディレクターがリスク

オーナーのサポートをするように記載されている。すなわち、これまではリスクオーナー

とサスティナビリティ・ディレクターが連携できていなかった状態から、連携した状態へ

組織体制が変わることで、効率よく ESG 関連リスクをマネジメントできるようになるの

である。 

 

 （7 つの構成要素）②「事業のコンテクストと戦略を理解する」 

2 つ目の構成要素は「事業のコンテクストと戦略を理解する」ことである。これは 2017

年のフレームワークの「戦略と目標設定」にあたる要素である。組織内外のステークホル

ダーと連携し、気候変動や水不足などのメガトレンドが企業に与えうる影響を理解し、そ

れを事業戦略へフィードバックすることが事業活動の持続可能性を支えるものとなってい

る 377。メガトレンド、すなわち長期的な時間軸における時代の大きな趨勢や潮流を把握

し、それらがもたらす影響を分析し、事業戦略に活かしていくのである。メガトレンドの

視点は長期的であるため、これを捉えることは企業が長期的に存続していくためには欠か

せないのである。 

COSO の ERM フレームワークは、外的要因、すなわち政治的、経済的、社会的、技術

                                                      
377 COSO and WBCSD(2018),p.34. 
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的、法的および環境的要因と資本、人、プロセスおよび技術などの内部資源の両方を含むビ

ジネスコンテキストを理解することの重要性を示している 378。企業の内側と外側、両方の

環境の変化は、企業のビジョン、戦略、ビジネス目標、そして最終的には価値を創造し、維

持する能力に影響を与える可能性がある 379。ESG 関連の問題をビジネスコンテキストに統

合できなければ、企業はそれらのリスクを認識することが難しく、機会へ投資することも困

難と言える。 

従来は、企業のビジネスコンテキストを理解するにあたり、企業の有形資産に影響を与え

る可能性がある財務的および経済的の要因に焦点を合わせる傾向があったため、企業が考

える主なリスクには、金利、為替レート、またはコンプライアンス要件に関するリスクが含

まれていた 380。しかし近年、企業の無形資産が増加している傾向を考えると、資源の使用、

排出、そしてあらゆる形態の人的、自然的、社会的、知的資本への依存などのリスクはもは

や企業の運営と切り離すことはできないし、少なくとも中長期的に影響を与えるだろう 381。 

とはいえ、これらの影響は必ずしも否定的なものばかりではない。企業は、組織の外部の

活動を識別し、それらを組織の無形資産価値の創造に直接結びつけることで恩恵を受ける

ことがよくある 382。これらは伝統的な財務情報よりもはるかに広く、相互関連性があり、

より将来予測的な情報に基づく思考と意思決定によって、無形資産に関連するリスクと持

続可能な開発から生じる機会を捉えることができるのである。 

 

 

                                                      
378 COSO and WBCSD(2018),p.37. 
379 COSO and WBCSD(2018),p.37. 
380 COSO and WBCSD(2018),p.37. 
381 COSO and WBCSD(2018),p.37. 
382 COSO and WBCSD(2018),p.37. 
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 （7 つの構成要素）③「ESG 関連リスクを識別する」 

さて、3 つ目の構成要素は「ESG 関連リスクを識別する」ことである。ESG 関連リスク

のなかには一度も顕在化していないリスクも含まれるため、過去の事象のみを参照してリ

スク特定する手法では不十分な可能性がある 383。そのため、将来的な事象の発現可能性を

意識した分析方法や手法が求められる 384。 

 

（7 つの構成要素）④「ESG 関連リスクの評価と優先順位づけ」 

4 つ目の構成要素は「ESG 関連リスクの評価と優先順位づけ」である。ESG 関連リスク

のなかには過去に一度も顕在化していないリスクが含まれることは先ほども述べたが、こ

のように未だ顕在化したことのないリスクの重要性を正しく評価することは困難である。

したがって、ESG 関連リスクがどのような形で顕在化してくるのかをストーリーのなかで

捉え、それらが企業と事業戦略に与える影響を評価する手法が有用である 385。そこで、「ESG

関連リスクの識別、評価と優先順位づけ」を進めるために、メガトレンド分析やシナリオ分

析などの手法が有効であると考えられる。シナリオ分析は一般的に「自社の利益にかかわる

未来」を予想することだが、これらの分析情報はステークホルダーにも提供される 386。 

 

（7 つの構成要素）⑤「ESG 関連リスクへの対応」 

5 つ目は「ESG 関連リスクへの対応」である。リスクを識別し、その識別したリスクを

評価したうえで優先順位を行い、優先順位の高い順でリスクに対応していくことになる 387。

                                                      
383 COSO and WBCSD(2018),p.54. 
384 COSO and WBCSD(2018),p.54. 
385 COSO and WBCSD(2018),pp.53-54. 
386 COSO and WBCSD(2018),p.63. 
387 COSO and WBCSD(2018),p.96. 
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企業は様々な既存の ESG 関連リソース、例えば業界のワーキンググループや ESG 関連プ

ロトコルを適用し、ESG 関連リスクへの革新的で有効な対応を策定できる 388。これらの対

応は、新たな価値創造活動につながり得る事業ソリューションを生み出す可能性がある 389。

つまり、ESG 関連リスクへの対応を検討していくなかで、新たな価値創造の機会を生み出

すことができると考えられるのである。 

 

図表 8-6 COSO and WBCSD の共同『ガイダンス』における構成要素 

 

(出所)COSO and WBCSD(2018),pp.12-13. 

 

 

                                                      
388 COSO and WBCSD(2018),p.96. 
389 COSO and WBCSD(2018),p.109. 
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（7 つの構成要素）⑥「ESG 関連リスクのレビューと修正」 

６つ目の構成要素は「ESG 関連リスクのレビューと修正」である。これは「レビューと

修正」にあたる。経営者は、事業のコンテクストと戦略に関する変化を捉えるために ESG

のトレンドと指標をモニタリングし、リスク対応活動をモニタリングするための指標を設

定する 390。 

 

（7 つの構成要素）⑦「ESG 関連リスクの伝達と報告」 

7 つ目の構成要素は「ESG 関連リスクの伝達と報告」である。このなかにはモニタリン

グの要素も含まれる。取締役会と経営者は識別された ESG 関連リスクのうち重要性の高い

ものと、それらのリスクへの対応状況を共有する 391。また、識別された ESG 関連リスクと

その対応については、サスティナビリティ報告書や統合報告書を通して、投資家を含む社外

のステークホルダーにも伝達される 392。リスクの情報をステークホルダーに伝達する旨は

以前から提唱されていたことだが、ESG 関連リスクに関することとなると、前述したよう

なシナリオ分析やメガトレンド分析のプロセスも公表することになる。したがって、これら

ESG 関連リスクへの詳細な情報が公開されることにより、企業の透明性や信頼性が高まり、

投資家への意思決定に影響を与えることになる。また、このガイダンスの特徴の 1 つが外

部のステークホルダーに対しての情報伝達が、コミュニケーションに加え、統合報告書など

の外部レポーティングでも伝達・報告することになった点である。すなわち、一定の形式を

もって報告することで、対象となる企業組織と関連のあるステークホルダーのみだけでな

く、まさに世界全体に対して ESG 関連リスクについて報告されるのである。より広く、よ

                                                      
390 COSO and WBCSD(2018),pp.111-112. 
391 COSO and WBCSD(2018),p.123. 
392 COSO and WBCSD(2018),pp.53-54. 
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り詳細な ESG 関連リスク情報の伝達がなされるのである。 

 

以上が 7 つの構成要素であるが、この『ガイダンス』が公表されたことによって、これま

で分かれていたサスティナビリティ部門とリスク・マネジメント部門を連携させる組織体

制が可能になると考えられる。つまり、現在の組織のなかではリスク・マネジメントを所管

する部署と ESG 課題へ対処する部署が別々で、一体的な管理がなされていないという問

題があるが、こうした非効率な状況を打開することが可能となる。また、企業が多様なステ

ークホルダーを考慮することはもちろん、リスクに対する評価や優先順位づけ、対応プロセ

スに関する情報を伝達することにより、社外のステークホルダーたちも社内の人間と同じ

視点に立って企業の持続性を考えることができるのである。 

さて、以上の展開を踏まえ、図表 8-7 は COSO と WBCSD の共同『ガイダンス』を内部

統制論の制度的展開の歴史的視点とコントロール論（特にフランスのコントロール論）との

国際比較の視点から検討し、共同『ガイダンス』のもつ意義を明らかにしようとする意図か

ら作成されている。 
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図表 8-7 本論稿の内部統制フレームワークの展開体系図 

 

(出所)筆者作成 

 

繰り返し述べてきたように、この図表 8-7 こそが本論考の骨格をなしている。前述した

ようにCOSO・ERMは CSR を考慮したERMへと発展するのではないかと考えていたが、

実際のフレームワークは予想通り、よりリスクと機会を戦略に組み込むフレームワークに

発展している。加えて、そのフレームワークには、環境、社会、ガバナンスのリスクが当て

はめられており、まさに ESG 関連リスクを考慮したものに発展している。若干の相違点も

見受けられるが、大きな方向性としては筆者が最初に想定していた発展形態に沿った形で

発展してきていると言えよう。つまり、マネジメント・コントロールの変化によって、COSO

「内部統制」(1992)の発展形態である COSO・ERM(2004)も社会的な側面を重視し、環境

や社会、そしてガバナンス(ESG)を考慮するフレームワークへと変化してきていると結論

づけることができるのである。 
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第 4 節 まとめ 

以上をまとめると、発展した COSO・ERM は ESG 関連リスクをミッション、ビジョン、

コアバリューおよび戦略の段階でリスクまたは事業機会として捉えている。                

これにより、ESG 関連リスクに社会性と収益性の同時追求の機会を見出すことが可能なフ

レームワークへと発展してきていると考えるのである。また、取締役会が経営者のリスク・

マネジメント活動を監視することでステークホルダーの利益追求を確実にする一方で、経

営者を支援するガバナンス体制が可能となる。CSR 活動の目的は企業における ESG に関

する問題の影響度をできるだけ少なくして、社会の持続可能性を実現することである。各企

業は社会における企業市民として、自ら事業において CSR を実践しながら企業価値の強化

を図っていくことが求められているのである。 

 以上のことから新しい ERM は、取締役会が全社的リスク・マネジメントを監視すること

でガバナンスの機能が一層高まると言える。また、社外のステークホルダーを巻き込むだけ

でなく、社内の人間と同じ視点に立たせることで、ESG に関連する組織の行動を理解でき

る。加えて、取締役会が経営者のリスク・マネジメント活動を監視することでステークホル

ダーの利益追求を確実にする一方で、経営者を支援するガバナンス体制が可能となるので

ある。そして、投資家が強く求めるようになってきている情報として、ESG 情報が台頭し

てきていることはもちろんのこと、社会的利益と経済的利益の同時追求が企業の内外で求

められ、それを実現するためのフレームワークへと発展しなければならないのである。 

筆者の想定通り、COSO・ERM のフレームワークは、CSR（社会的責任）を考慮し、ESG

（環境、社会、ガバナンス）に関連するリスクをマネジメントするフレームワークへと発展

してきていることが確認できた。しかしながら、COSO と WBCSD の『ガイダンス』にお

いては、取締役会の在り方やサスティナビリティ部門とリスク・マネジメント部門との連携

など、ガバナンスに対する事項が多く明示されている。組織の外部に目を向けるだけでなく、
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組織の内外を繋ぐガバナンスの役割や影響についても考えていかなければならないだろう。 

この点、COSO と WBCSD の『ガイダンス』のなかでは、実際に長年存続している企業

(持続可能な企業)で用いられているリスク・マネジメントやマネジメント・コントロールの

手法が集約された形で具体例がとり上げられている。つまり、持続可能な企業というのは、

経済性と社会性を両立する体制が整っており、そういった企業になっていくためにはこの

『ガイダンス』が不可欠であると考えるのである。 

 2030 年を目標達成の 1 つの区切りにしている SDGs であるが、2019 年はじめに国連が

まとめた報告書においては、この時点で目標達成が厳しい状況であるとの報告がなされて

いる 393。SDGs においてビジネスチャンスがあるとはいうものの、やはりこれらの目標を

達成するのはこれまでの負の蓄積があるため、非常に難しいことであろう。しかしながら、

ものごとにおいて、何もしないことが 1 番のリスクである。さらなる努力が必要であるこ

とはもちろんのこと、これまで以上にグローバルレベルでの様々な組織が協力していく必

要がある。その際に、このフレームワークが 1 つの指針を提供してくることになると考え

るのである。 

  

                                                      
393 United Nations HP ‘Sustainable Development Goals Report 2019’ 
https://www.un.org/development/desa/publications/sustainable-development-goals-report-2019.html 
(最終参照日：2019 年 12 月 10 日) 

https://www.un.org/development/desa/publications/sustainable-development-goals-report-2019.html
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終章 「内部統制」とは何なのか―リスクと利益機会の複眼的視点― 

第 1 節 全体の総括  

本節では第 1 章から第 8 章までを振り返り、簡単に整理しておきたい。 

第 1 章では、会計監査論における内部統制の位置づけとその展開過程を跡づけてきた。

もともと財務諸表の監査は監査対象のすべてを「精査」していたが、経済が発展し、企業の

規模が拡大するにつれ、この「精査」を実施することが物理的にもコスト的にも事実上不可

能になってきた。このため、内部牽制システムを前提として、監査対象の一部を抜き取って

検証する「試査」が実施されるようになった。その意味でこの内部牽制システムが内部統制

の始まりであったと言える。つまり、そもそも内部統制は公認会計士による企業の複雑で煩

雑な作業である外部監査を支えるシステムであったのである。そこから徐々に企業の規模

が拡大し、組織も複雑化するようになってきたことに伴い、内部監査の対象である内部牽制

システムの信頼性が独自の問題として抽出され、いわば監査のための評価対象としての「内

部統制概念」と企業の組織コントロールとして求められる「内部統制概念」が次第にずれて

きたのである。 

 そして 1980 年代になり、「全般的統制環境」の概念が現れ、「管理統制」と「会計統制」

が 1 つになり始めるのである。そして、そこでは「統制環境」や「職業倫理」などについて

の言及がなされ始める。しかしながら、このような動きのなかにあっても、不正問題が収ま

ることはなかった。その結果として不正な財務報告の原因発見とその是正のためにトレッ

ドウェイ委員会が設置され、1987 年には同委員会の報告書が公表されることになったので

ある。ただし、「リスク」も不確実性も、監査の面におけることが主として問題とされたの

であり、明確な概念はとくに示されることはなかった。要するに COSO がフレームワーク

を公表するまで、関係者が共有できる「内部統制の定義ないし枠組み」がなかったことが、

内部統制に関する関係者の認識や理解を高める障害の 1 つとなっていたということができ
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る。ちなみに、COSO が 1992 年に統合的フレームワークを公表する前までに、米国におい

て内部統制システム構築を企業に法的に義務づけていた目的は、この法律を運用する

SEC(証券取引委員会)によれば、あくまで経営者不正等に伴う粉飾決算などの虚偽の情報開

示が証券市場の公正性を損なうことを防止するためであったとされている。 

このように COSO の内部統制の統合的フレームワークが公表される以前の会計監査論に

おいて注目すべき議論は、「管理統制」や「会計統制」の概念が議論され始めていたことと、

後に重要な論点となってくる「統制環境」という概念が揺籃してきていたことであったと言

える。 

続く第 2 章では、COSO「内部統制」(1992)の統合的フレームワークが公表されたこと

で、それが法的規制にも大きな影響を与えている様子を描き出している。本章では、米国で

は SOX 法が、日本では会社法と金融商品取引法が内部統制について取り上げたことを整理

した。すなわち、SOX 法の制定は COSO「内部統制」(1992)の「内部統制」が単なる自主

的な活動から法的に義務づけられた体制へと大きく舵を切る契機となったと言える。 

 第 3 章では、M. Power の理論に軸を置き規制哲学の側面から内部統制の生成について分

析してきた。規制哲学の視点から考えると、内部統制はコーポレート・ガバナンスを契機と

して生成してきたことが容易に理解される。そのコーポレート・ガバナンスが盛んに議論さ

れるようになった背景には、エンロンやワールドコムなどの大企業のスキャンダルが続発

したことや、株式所有パターンが起業家から機関投資家へ変化したこと、さらに法的環境が

変化してきたことなどが挙げられるであろう。そして、さらにこれらを取り巻く背景として

は経済のグローバル化に伴う規制緩和が大きく関係していると考えられた。 

 繰り返しになるが、規制哲学による内部統制の生成過程の分析について整理しておこう。 

規制緩和により、非政府組織が自主的なガバナンス原則を策定するようになり、影響力をも

ち始めたことで、「自己規制の強化」が行われるようになった。規制当局は原則を定めるに
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とどまり、詳細な内容は被規制組織に委ねられるのである。そして、基準を違反した場合は

規制当局によって規制が強化される。自己規制やソフトローなどは信頼があってこそ成り

立つものである。そこで、非規制組織は規制組織に信頼してもらうために、次第に「内部を

外部化」するようになったのである。 

 規制哲学の観点から内部統制を整理すると、このような「自己規制の強化」モデルに限ら

ず、「相互規制」、「分権的規制」、「ソフトロー」といったアプローチによって、多くの様々

な行為者のなかにルールが生み出され、広がってきたことがわかる。被規制組織は自主規制

を遵守することで、さらに厳しい規制が外部から導入されることによって発展が阻害され

る事態から組織を守るようになってきたのである。これは基準違反の事後的な発見から、事

前的な参加または組織が順応する内部的な遵守システムを通じた予防や自己開示への、大

きな規制上の変化を表している。すなわち、自己規制やソフトローなどのアプローチは、規

制者にとっても、被規制者にとっても望ましいものであり、これらの規制モデルは結果とし

て、協力や自己規制を信頼した広範な戦略のなかに埋め込まれるようになってきたのであ

る。 

 つまり、規制者が被規制者を厳しく規制することよりも、被規制主体が自ら開示、報告す

ることが、規制者にとっても被規制者にとっても理想的であると考えられるようになった

のである。そして、この理想においては、不正のような初期段階の失敗や逸脱の可能性は、

典型的には統制システムの設計自体の欠陥や業務上の逸脱の現れであると認識されるので

ある。このような遵守を軸に立てられた戦略は、組織の学習と責任を促すと考えられており、

次第に「道徳的技術」であった内部統制が、ガバナンスの中心に位置づけられることとなっ

たのである。 

 一方で、1980 年代後半における外部監査専門職に関する議論の展開は、監査をますます

一般的なリスクという考え方と結びつけるようになった。そして、そのなかで統制の保証に
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焦点を置くと同時に、コーポレート・ガバナンスに関する行動指針が生まれてきた。その上、

組織や規制当局は、組織的なリスクを自分たちで観察するものとしての内部統制システム

という考え方を提供することと合わせて、将来の不確実性を管理することを求め始めたの

である。さらに 1990 年代頃からは、内部統制活動は企業の戦略や目的と関連づけて理解さ

れるようになってきた。これは、COSO「内部統制」(1992)において、リスク評価プロセス

と結びつけられる形で統制を設計し、運用することが求められていることに起因している

と考えられる。 

 要するに COSO の統合的フレームワークはこうして統制機能の「戦略的な」重要性を示

すようになり、これによってコストの側面よりも利益機会の側面を描き出そうとしている

のである。組織が「内部を外部化」することが内部統制の生成へつながり、さらにそこへリ

スク・アプローチが加わり、そして COSO「内部統制」(1992)で徐々に内部統制が戦略と

結びつけられ、利益機会を意識するようになってきたのである。 

さて、次の第 4 章では、COSO「内部統制」(1992)によって、内部統制を経営者による執

行のレベルだけでなく、取締役会（監査委員会）や監査役会をも含めたコーポレート・ガバ

ナンスとの関連で議論できるようになった事情を示した。加えて、そこでは COSO の統合

的フレームワークによって、内部統制が企業社会のインフラ構築に大きな貢献をしている

ことが示されている。これは、このフレームワークがマネジメント・プロセスのなかに包含

されているコントロールを引き出して、内部統制システムの有効性を評価するための具体

的な基準を体系づけたことに起因すると言える。また、「内部統制」のフレームワークのな

かで「統制目的」と「構成要素」という 2 つの視点がつながり合うことによって、マネジメ

ントという枠組みでは必ずしも明確ではなかったコントロールの概念の内容が鮮明になり、

結果としてマネジメントを見つめる視点をさらに広く、そして厳しくすることができるこ

とを明らかにした。 
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さらに言えば、内部統制はマネジメント・プロセスのなかにある、「リスクの評価」、「情

報と伝達」、「監視活動」、「統制活動」と、これら要素すべての基盤となる「統制環境」によ

って構成されていることから、内部統制とマネジメント・コントロールの機能が重なり合っ

ているということが理解された。これは、従来の内部統制観では経営判断の問題は「経営者

固有の領域」とされていたことが、「統制環境」という要素が内部統制に加わることで、経

営者は取締役たちから監視を受けるため、経営者の独善的な判断は食い止められるはずで

ある、という考えである。そして、COSO「内部統制」(1992)が、「従業員による業務遂行

を制御するための手段」という経営者の視点を脱し、「統制環境」を通して経営者も取締役

会から監視を受けるという点で、株主の視点をも有していると考えられたのである。株主の

視点が加わるということは、まさにコーポレート・ガバナンスの問題であり、COSO「内部

統制」(1992)の台頭によって、内部統制がガバナンスを包み込んだと言えるのである。す

なわち、「統制環境」を契機として、内部統制論とコントロール論が互いにそれぞれを包摂

し始めたことが明らかにされたのである。つまり、マネジメント・コントロールは文字どお

りマネジメント・プロセスのコントロールであり、内部統制はマネジメントのコントロール

に加えて、ガバナンスのコントロールとも深く結びつくものとなっているということもで

きる。 

しかしながら、この COSO「内部統制」(1992)も完璧なものではなかった。なぜなら、

その後も不正問題は発生し続けたからである。このため、POB 分析や COSO 分析が行わ

れ、COSO「内部統制」(1992)フレームワークの弱点が明らかになった。また、2001 年に

起こったエンロン事件以降、社会全体においてリスク・マネジメントそのものの枠組みが要

請されるようになったことも相まって、COSO・ERM(2004)のフレームワークが公表され

ることになったのである。 

第 5 章ではこの COSO「内部統制」(1992)から COSO・ERM(2004)へ展開したことによ
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り、「内部統制」がより前向きなものになったことについて論じた。なぜならば、COSO「内

部統制」(1992)以前は不正を防止することに焦点を置いていた内部統制が、COSO「内部統

制」(1992)以後になると、リスク・マネジメントの要素が強くなったことや、徐々に組織の

戦略と結びつけられることで、機会をもマネジメントするようになったからである。また、

報告カテゴリーにおいても、COSO「内部統制」(1992)と COSO・ERM(2004)の違いが見

られた。それは、前者においては「公表財務諸表の信頼性に関連するもの」を報告内容とし

て挙げているが、後者においては「事業体で作成され内部的、外部的に発信されるすべての

報告書を含むもの」として、大きくその内容を拡張したからである。 

さらに、リスク対象も COSO「内部統制」(1992)と COSO・ERM(2004)では異なったも

のとなった。COSO「内部統制」(1992)が対象としているのは社内のリスクのみであった。

この社内のリスクとは、具体的に誤った会計処理や情報開示が行われてしまうおそれのあ

るリスク、つまり、財務報告にかかる内部統制の有効性を評価する際に無視できないリスク

である。これに対し、リスク対象が拡大するなかで、COSO・ERM(2004)は企業内外の様々

なリスクを対象とした。これは、企業が事業活動を行っていくうえで、組織は色々な外部の

要因から影響を受けるのにも関わらず、内部のリスクのみを対象としていては、将来をより

的確に見通すことができないためであった。 

COSO「内部統制」(1992)の目的は「業務の有効性および効率性」、「財務報告の信頼性」、

「事業活動にかかわる法令等の遵守」の 3 つであり、構成要素もリスクに対しては「リスク

の評価」までとなっていた。すなわち、リスクの対応については、経営者の意思決定の問題

であり、内部統制のフレームワークのなかで議論する問題ではないということから外され

ていたのである。そこで COSO・ERM(2004)は COSO「内部統制」(1992)の範囲を越える

ことになった。COSO・ERM(2004)は内部統制より広範な領域をカバーし、さらにリスクに

焦点を当て、より強固な概念を築くために内部統制を発展させて作り上げられたものであ
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ると言える。この COSO・ERM(2004)の生成によって、リスク・マネジメントという概念

はリスクと利益機会をバランスよくマネジメントすることで、リスク社会という後ろ向き

な空間を「機会」社会という前向きな空間へと転換させる概念へと進化したと言えるのであ

った。 

その意味で、COSO・ERM(2004)はリスク・マネジメントをもって、企業の事業目的を

「戦略」として認識し、その戦略達成に影響を与える潜在的事象を「リスク」として識別す

るとともに、当該リスクを事業体が求める水準に抑え込むためのプロセスと捉えるフレー

ムワークであった。つまりこれは、リスク・マネジメントにおいて、損失のみならず機会利

益を事前的にコントロールできると言えるからである。 

これは、それまで不確実性が事後（フィードバック）統制だったものから、事前（フィー

ドフォワード）になったことが大きく影響しているのではないだろうか。すなわち、不確実

性には損失と機会の両面があり、これを事前的に認識することができれば、統制過程でリス

クに対処することが可能となり、また事後に差異分析を行うことにより失われた機会（機会

原価）を明確にすることができ、将来の事業活動のためにより適切な計画編成を導くのであ

る。 

 本論考では、不確実性を事前に認識するための論理展開を説明している西村（2018）を

紹介し、将来の不確実性を事前に認識することは、事前の統制過程でリスクに対処すること

を可能にし、また事後に差異分析により失われた機会を明確にすることができ、将来の事業

のためにより適切な計画編成を導くことを明らかにした。まさに、COSO・ERM(2004)はフ

ィードフォワード統制を可能にするフレームワークである。そこから、リスク・マネジメン

トにおける利益機会の創出概念がでてくるのである。 

ところで、周知のように報告目的は COSO「内部統制」(1992)のときから存在していた

ものだが、その範囲も拡大している。COSO「内部統制」(1992)では公表する財務諸表の信
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頼性に関するものを報告することが目的としてあげられていたが、COSO・ERM(2004)で

は事業体で作成され、事業体の内外に発信するすべての報告書を含むものとして大きくそ

の内容範囲を広げている。さらに、COSO・ERM(2004)では、リスク選好とリスク許容度と

いう概念が導入され、これら 2 つの整合性をとることにより、積極的に戦略などに取り組

めるようになるのである。この影響というのは、まさに「リスク」という概念が、事業体に

マイナスの影響を与えるものとしてだけではなく、事業体にプラスの影響をも与えるもの

もある、との前提があってこそだと考えられる。加えて、リスクを個々の視点からポートフ

ォリオの視点で捉えるようになったことによって、全体的なリスクを検討できるようにな

った。 

以上、第 5 章では、内部統制がマネジメント・コントロールの要素を有していることを示

した。このマネジメント・コントロールの役割が拡大するにつれて、内部統制も影響を受け

ると考えたのである。 

そこで第 6 章では、コントロールの役割が拡大することで、内部統制がどのような影響

を受けるのかを具体的に検討するため、北米モデルのコントロールと社会的コントロール

の比較を行った。北米モデルのコントロールとはすなわち短期的利益を追求し、財務面を重

視するコントロールである。このコントロールは、経済のグローバル化に伴い、新自由主義

の影響を受けたコントロールであり、企業が継続的に事業活動を行っていく永続性よりも

短期的な経済的収益の拡大を重視している。そのため、目標や戦略を決定するときの視点は

短期的であり、株主の収益を最大化させることを優先的に考えるものであった。いかにして

すぐに利益を創出するか、そしてその利益を株主に還元するかが重要なのであった。したが

って、コーポレート・ガバナンスも株主志向となる。さらに、不確実な状況などは考慮の対

象にいれないため、成果の測定においても、基準が経済的または財務的であり、測定可能な

ものに焦点を当てる。これは、財務的コントロールが経済自由主義や個人主義の影響を強く
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受けているためであると考えられた。要するに、このコントロールのタイプは、企業の持続

性よりも、財務的な利益を獲得することが重要なのであり、社会全体を考慮するというより、

個人の利益を重視しているのである。 

一方、社会的コントロールの実施においては、前者のコントロールとは異なり、株主や経

営者のみならず、ともに働く従業員や周りの利害関係者も重視していることからコーポレ

ート・ガバナンスはパートナー志向であった。これは、CSR 戦略を発展させるためには、

ステークホルダーとともに、環境や社会の領域へと拡大した問題を分担し、解決していかね

ばならないことを意味しているためであった。そして、将来の長期的で持続可能なビジョン

を生み出し、育み、価値を創造し、それを利害関係者全員と分け合っていかねばならないの

である。しかしながら、このコントロールにおいては、外部の環境や社会も考慮しなければ

ならないにもかかわらず、それらがどのように変化するのかを予測するのが難しい。  

要するに、財務的コントロールが主に株主を重視しているのに対し、社会的コントロール

は株主を含めたステークホルダー全体との関係を重視している。また、長期的な視点をもち、

企業の永続性・持続性に重点を置いている。そして、成果などの予測において、考慮する要

因が多様化したことにより、予測が非常に困難であることが明らかになったのである。この

ように、社会的コントロールが台頭してきたことで、いくつかのグローバル企業においても

社会的な利益と経済的な利益を同時追求するような CSR 戦略コントロールが行われるよう

になってきた。 

その事例研究として、第 7 章ではグローバル企業であるダノン社とラファージュ社（現

在はラファージュホルシム社）の 2 社を取り上げた。2 社とも社会的利益と経済的利益を同

時に追求するために CSR 戦略コントロールを行っている企業であった。ダノン社において

は、カーボンフットプリントを削減するという環境に関する目標に加え、事業を活かした体

に良いヨーグルトを製造販売することで、人々の健康に貢献している。加えて、新興国に工
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場を設立することで、雇用も創出しているのである。これらの活動を促進するために、企業

内では「ダノンウェイ」というものを構築し、これに取り組んでいる。 

ダノン社は様々な国に子会社をもっている企業である。そのため、国によって文化が異な

る。そこで、子会社は基準をもとに、地方文化に合った目標、実践、行動計画を決定してい

た。さらに、職務会議やワークショップ等によって従業員とコミュニケーションをとり、経

営に参加させたり、反省したことをイントラネット上で共有したりすることで、グループレ

ベルでの共通価値観を形成でき、従業員にダノン社の歴史やカルチャー、CSR 等を含んだ

同社のバリューを認識、理解させている。つまり、子会社の実践の軸となる基準を明確に決

定したり、自己評価を行うことで、個々人の従業員レベルまでダノンの理念を浸透させるこ

とを可能にしていた。そして、ダノンウェイのような横断的プロジェクトが企業における共

通の価値構築を可能にしていると考えられたのである。 

一方、ラファージュ社はダノン社と異なり、セメント事業に軸を置いている企業であった。

このため、セメントの原料となる石を入手するための採石場を確保するため、採石場周辺の

地域社会との関わり方が重要になってくる。そこで、地域住民とコミュニケーションをとる

ことのできる場を設けていたのであった。 

2 社ともマクロレベルに「持続可能な発展」の理想と言説があり、それぞれその理想をミ

クロへ浸透させていく術をもっている。それが CSR 戦略コントロールである。ダノン社と

ラファージュ社はどちらも、他の企業よりも早い時期である 1970 年代から CSR へ積極的

に取り組む意識をもっていた。そして、2 社ともグローバル企業で様々な国に子会社をもっ

ていたため、独自の基準・方針を規定して、地方文化に合った目標、実践、行動計画を決定

できる仕組みを構築していた。これによって、企業の基準となるものを地方文化に合う形に

変えることができたのであった。さらに、職務会議やワークショップを開催し、従業員との

コミュニケーションをとる場を設けることで、従業員や地域住民を巻き込む仕組みが構築
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されていた。また、どちらの企業もイントラネット等を活用し、ベストプラクティスを共有

していた。これにより、従業員などのミクロレベルにまで企業の目的や理念、価値を共有す

ることができたのである。 

この他にも、環境マネジメントの仕様であるISO14001認証取得や自然、生物多様性の

保護を念頭に置いていた。このことから、ISOをもとにPDCAサイクルをまわし、環境に

対する政策、監査を行っていることがわかる。つまり、事業を行っていくうえで考慮して

いる対象は人的なもののみならず、環境などの非人的なものも含んでいるのである。 

今、2社の事例をもとに、持続可能な発展に関するプロジェクトの展開プロセスにおけ

るレベルごとの役割を整理するならば次のようになろう。 

まずどちらの事例にも共通していることとして、発端にマクロレベルで出現した持続可

能な発展の概念がある。そして、メゾレベルでは提起された問題を解決するためのプログ

ラムを設置し、グループによる活動領域を決定している。併せて、CSRを果たすための実

践を行うにあたり、経営者が社会の文化的な変化が企業の将来の戦略的争点に影響を与え

るという意識をもっている。そしてミクロレベルでは、それぞれの土地に合った地方的プ

ログラムを決定している。さらに、ダノン社の自己評価などの環境や社会や経済の問題を

統合することができる管理的技術を調整することによって、CSRを具体的な実践に落とし

込んでいるのである。従って、2社ともCSR戦略コントロールを行うことにより、多様な

ステークホルダーを巻き込みながら、企業の目的やそれぞれの「価値」を共有している。

それによって、ステークホルダーに開かれたコーポレート・ガバナンスが可能となるので

ある。 

どちらも自社の価値創造に加え、所属する社会の成長に貢献する事業活動を行っている。

そして、本来であれば事業展開していく場合にリスクと考えられるところに機会を見出し

ており、関わりのある人々をうまくコントロールしている。しかし、これらは各企業が独自
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に行っていることであり、何か具体的なフレームワークが用意されているわけではない。 

本節の最後に、興味深い指摘を紹介しておこう。2 社の CSR 戦略コントロールについて

研究を行っている Moquet(2010)の序文において、Moquet の指導教官であった Bouquin

が以下のように述べている点である。 

「A.C.Moquet の研究課題は、少なくともすべての分野でビジネスリスクを引き受けよ

うとする企業にとって、制約となっている CSR をビジネスモデルの最初から最後まで、統

合的なコンポーネントに変換することである。つまり、CSR を統合する企業のコントロー

ルシステムの基礎を築くことである。しかし、その概念的枠組みは、例えば COSO におけ

る社会的リスクという言葉を除いてほとんど存在しないのである。394」 

このように、CSR 戦略コントロールには明確な定義もなければフレームワークも存在し

ないのが現状である。ダノン社やラファージュ社の事例でも示したように、事業によってア

プローチする社会的な問題は異なるうえに、関わり合いのあるステークホルダーにも違い

がある。その意味で Moquet(2010)は、CSR を統合するコントロールシステムの基礎を構

築することに多大に貢献したということができる。つまり本稿は、Moquet の理論とそれに

対する Bouquin のコメントをもとに、COSO・ERM(2004)のフレームワークの可能性を見

出そうとした試みという位置づけになる。 

その意味から、マネジメント・コントロールの要素を包含している COSO「内部統制」

(1992)はこれらの変化の影響を受けると考えられるし、また、フレームワークとして CSR

戦略コントロールの一助になりえると考えられたのである。こういったなかで、当然の流れ

として、COSO・ERM(2004)は CSR を考慮したものへと発展していくと言える。すなわち

COSO は、伝統的で短期的な利益を追求する、情報も財務情報に重きを置く、企業内部に重

点を置く、さらにリスクをマイナスの影響しか与えない、といったようなものではなく、正

                                                      
394 Moquet(2010),p.XVIII. 
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面から CSR 戦略コントロールの影響を受け止め、長期的で持続可能な発展を志向するフレ

ームワークへと変わっていく必要があるのではないかと考えたのである。 

それでは、正面から CSR 戦略コントロールの影響を受け止め、長期的で持続可能な発展

を志向する内部統制のフレームワークとはどのようなものとなるのであろうか。まず 1 つ

目の特徴として考えられるのは、株主のみならず多様なステークホルダーに対して責任を

果たすフレームワークとなる点である。ここでの多様なステークホルダーというのは、株主

や従業員、投資家などの人的なもののみならず、環境などの非人的なものも含まれるのであ

る。近年の異常気象や地震などによる甚大な被害からも明らかなように、企業は自然環境も

考慮しなければならない状況であり、非人的なものも含めた多様なステークホルダーを考

慮しなければならないのである。 

また 2 つ目に、マクロレベルでの社会的な問題を従業員のようなミクロレベルまで浸透

させる仕組みを構築している点が特徴として挙げられる。特に、そうした社会性を帯びた問

題を受け止めることができるような組織や事業体の目的、理念および価値を共有するシス

テムが確立されていることである。加えて、上からの指示に従うだけのトップダウン型では

なく、現場からの意見もくみ取る相互作用のプロセスである。 

最後に、CSR をやらなければならない事項として捉えるのではなく、逆に事業に活かす

機会として捉え、事業戦略のなかに組み込み、全社を通して取り組む仕組みをもつものとな

るのである。 

このように、日本では組織にとっては負担と考えられる傾向が強い CSR をリスク・マネ

ジメントの視点から検討することで、そこから利益機会を創出するのである。そして、現に

COSO は新たなフレームワークを公表し、その内容も社会的、環境的リスクを考慮したも

のになっているのである。周知の通り、2017 年に COSO が公表した「COSO 全社的リス

ク・マネジメント戦略およびパフォーマンスとの統合：Enterprise Risk Management 
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Integrating with Strategy and Performance（COSO・ERM(2017)）」をもとに、WBCSD(持

続可能な発展のための経済人会議)と共同で発表した『ガイダンス』が、環境や社会、そし

てガバナンスに関するリスクを考慮したものがそれである。 

第 8 章で取り上げたように、経済社会がグローバル化するにつれて、社会全体が対応し

なければならないリスクの順位が変わってきている。企業はもはや成長性の面において、頭

打ちの状態にあり、そんななかでは対処しなければならないリスクに対処しないことがさ

らに企業の存続を危うくするリスクとなってくるのである。そもそも CSR に関する様々な

問題については世界全体で取り組まなければならない課題であるし、反対に取り組まなけ

れば企業が持続していくことは不可能であるといっても過言ではないだろう。例えば、レピ

ュテーションリスクなどを抑えるために最低限の CSR 活動を行うのではなく、CSR 活動を

戦略の 1 つとして捉える必要があるだろう。そのことも踏まえ、本稿では CSR 活動を戦略

に組み込み、リスクを抑えるだけでなく、価値を創造するマネジメントへと発展してきた内

部統制へ取り組む重要性が増してきていることが確認できたのである。 

また、COSO と WBCSD が共同で公表した『ガイダンス』は、COSO・ERM(2017)をも

とに ESG 関連リスクを当てはめているため、新しい COSO・ERM(2017)のフレームワー

クがそれまでの COSO・ERM(2004)とどのように異なるのかが議論の焦点となっている。

例えば、COSO・ERM(2017)のフレームワークは「ミッション」、「ビジョン」、「コアバリュ

ー」を設定するが、これらは事業体が活動して目標を達成するうえで必要不可欠なことであ

る。加えて、それまでのリスクの定義を改良し、リスクと価値の関係を強調している。つま

り、それまでリスクとは、事業体にマイナスの影響を与えるもののみを指していたが、「事

象が発生し、戦略と事業目標の達成に影響を及ぼす可能性」となったことで、リスクを低減

することに焦点をあてているのではなく、戦略策定や価値の創造の機会を識別するために

不可欠な要素であるという姿勢が強調されるようになってきた。組織が価値追及において
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受容する幅広いリスクの種類と量を示す「リスク選好」の範囲内でリスクを管理することに

よって、組織が価値を創造し、実現するのに COSO・ERM(2017)は役に立つのである。 

つまり、COSO・ERM(2017)の新しいフレームワークでは、もはや「リスク」と「事業機

会」を分けて定義していない。かつての内部統制とリスク・マネジメントは関連しながらも

別々に設定されていたが、内部統制がその概念や役割を拡大させるにつれ、全社的リスク・

マネジメントが出現した。それに伴い、リスクの概念も変化してきた。もともとリスクとは、

ただ企業にマイナスの影響を与えるものとして定義されてきたが、徐々にその概念を拡大

させていき、プラスの側面にまで範囲を伸ばしている。 

さらに、COSO・ERM(2004)の目的にもあった「戦略」にも発展がみられる。新しいフレ

ームワークによって、組織は戦略と事業目標がミッション、ビジョン、コアバリューに結び

つかない可能性について理解することができ、特定の戦略を選定することによって、組織が

潜在的にさらされるリスクの種類と量について理解することができるのである。戦略は、組

織のミッションとビジョンを支えるものでなければならないし、そのため、仮に戦略が成功

したとしても、戦略がミッションやビジョンと一致していなければそれらを実現できず、価

値を損なう可能性を高めてしまうのである。このように COSO・ERM(2017)によって、組

織において戦略の議論を高めることが期待されることになったのである。 

また、この新しいフレームワークではカルチャーの役割を考察している。そこでは、組織

においてリスクを認知するカルチャーを選択することになる。前述したように、新しい

COSO・ERM(2017)では、前の COSO・ERM(2004)と比べて伝達事項が増え、より詳細に

なっていることを指摘したが、これは組織のカルチャーにより高い透明性とリスク認知を

浸透させるためであると言える。組織のカルチャーは戦略策定からその実行にいたるまで、

大きく影響をあたえる。そのため、リスクを認知するカルチャーを選択することによって、

リスクは経営者や組織のトップだけで議論するものではなく、組織全体がリスク情報を理
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解し、共有することで、組織一体となって適切に取り組むことができるようになる。これは

第 7 章で取り上げたダノン社とラファージュ社における CSR 戦略コントロールの事例にも

表れていたことである。2 社はそれぞれに「ダノンウェイ」と「ラファージュウェイ」を通

して自社の使命（ミッション）や価値（バリュー）を共有している。COSO・ERM(2004、

2017)は全社一体となってリスクを最適にマネジメントする役割を担っているが、そもそも

組織全体がただ情報を共有するだけでなく、組織全体でリスクを理解し、考えることが重要

なのである。そのため、同じカルチャーやバリューが永続的に続いていくわけではなく、適

宜、変わっていくのである。 

さらに、新しい COSO・ERM(2017)のフレームワークでは、組織の業務のすべての側面

を全社的リスク・マネジメントに統合することを強調していた。このように、すべての業務、

例えば戦略の策定や事業目標の設定、また実行段階のリスク・マネジメントが統合されると、

リスクを考慮するということが独立した活動ではなくなる。むしろ、全社的リスク・マネジ

メントの役割は、組織運営を補助し、パフォーマンスを管理し、最終的に価値を創造し、そ

れを維持するという点にある。つまり、全社的リスク・マネジメントが独立した活動として

存在するのではなく、組織管理の一環として考えられるものである。また、インパクト面で

見たときのリスクが経済的なものから環境的なものへ変化してきたことに加え、リスク・マ

ネジメントが利益機会も見るようになってきたことにより、COSO と WBCSD が ESG 関

連リスクに関する『ガイダンス』を公表するに至ったのだろう。環境的なリスクは不確実性

が高いうえ、発生した場合に被害が深刻である。 

以上見てきたように、COSO は 2004 年に ERM のフレームワークを公表してから、13 年

後の 2017 年に新しいフレームワークを公表するに至った。経済社会、企業環境さらに地球

環境などの変化に伴い、不確実性の拡大、リスクが多様化してきた。従来の COSO・

ERM(2004)より構成要素と原則を用いて体系化されており、その内容はより詳細になって
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いる。そして ESG 関連リスクをこの新しい COSO・ERM(2017)フレームワークに当ては

めたのが COSO と WBCSD なのであった。 

COSO も環境や社会に関するリスクが重要視されてくるなかで、もともと対象としてい

たリスクには社会的なリスクも含まれてはいたものの、全面的に取り扱うまでには達して

いなかった。一方で、WBCSD も SDGs の設定などにより、どのように組織に ESG 関連リ

スクに取り組むかが課題であった。要するに COSO と WBCSD は、組織は異なるものの、

目指すべき方向は同じであったことから、共同で ESG 関連リスクに関する『ガイダンス』

を公表するに至ったのである。そこでは、ESG 関連リスクを新しいフレームワークに当て

はめることにより、ここ数年で特に重視されるようになってきた環境や社会に関するリス

クに対する手法や組織体制への取り組みが具体的に示されていた。 

以上を簡単にまとめれば、内部統制から COSO「内部統制」(1992)の統合的フレームワ

ークに展開し、そこで「統制環境」を契機としてコントロール論と内部統制論が互いに包摂

し合うようになっていった。その後、内部統制は COSO・ERM(2004)、COSO・ERM(2017)、

そして COSO と WBCSD の『ガイダンス』へと制度的に興味深い展開を示してきた。その

過程においては、内部統制はガバナンスや規制論の影響を受け、さらにリスク概念の変化を

被り、事後的対応から事前的対応になるなどの変化を受けてきた。そしてコントロール論と

対峙するなかで、内部統制論は意図するかそうでないかは明確にはできない形でコントロ

ール論と相互に包摂し合うステージに何度も直面することになった。それを内部統制論の

方から見れば、コントロール論がその特性を変化させるなかで、必要な要素を互いに包摂し

合う形で内部統制もその外延をますます拡大する結果となってきたし、多様なステークホ

ルダーを巻き込むフレームワークへと発展していったのである。 

さらに、ESG 関連リスクについての情報の伝達方法として、CSR 報告書や統合報告書の

活用が想定される。特に統合報告書を活用することにより、多様なステークホルダーに情報
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を伝達し、ESG 関連リスクへの詳細な情報が公開されることが可能となると言える。これ

によって企業の透明性や信頼性が高まり、投資家への意思決定に影響を与えることになる

ことが期待されているのである。リスクを事前の段階で、いかに先験的にマネジメントでき

るのかが、事業機会を創出し、利益を最大化させるのに重要である。従来に比べ、企業組織

内外全体に対し、明らかに非財務情報に重点を置いたレポーティングが可能となっている

のである。さらに、このようにレポーティングによって企業の信頼性が向上することが結果

的に企業の持続可能性につながると考えられる。 

最後に、内部統制の展開を踏まえた上で Moquet の研究を改めて見てみると何が推察さ

れるであろうか。Moquet の理論においては企業組織全体(グループレベル)で共通価値観を

形成でき、ミクロレベルに企業組織のカルチャーやバリューを認識、理解させている。他方、

COSO・ERM(2017)においてもカルチャーは事業体の人々が何を語り、何をするかを通じ

て、彼らによって展開され、形作られるものであるとされている。このことから、持続可能

性を実現するためのフレームワークには企業のカルチャーやバリューも企業組織全体で形

成していくことが重要な要素であり、その実践のためには CSR 戦略コントロールが不可欠

であると考えられる。 

 

第 2 節 まとめと今後の課題 

終章を閉じるにあたり、本節ではこれまでに明らかになった点を整理し、合わせて今後の

課題について簡単に述べておきたい。 

繰り返し述べてきたように、内部統制とはもともと組織が自らミスや不正を未然に防ぐ

ために行われてきた。また、内部統制はそもそも法的に強制されたものではなく、企業組織

内部で行われていたものであり、外部に公表する必要もなかった。したがって、積極的に取

り組む企業組織は多くはなかった。さらに言えば、内部統制において取り上げるリスクも主
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に監査上のリスクに限られていたし、内部統制は組織にマイナスの影響を与えるような事

象が発生しないようにするために行われていたのであった。つまり、組織が内部統制を行う

にあたっては積極的に前向きに取り組むというより、守りの姿勢で取り組むものであった。 

しかし、コーポレート・ガバナンス問題が人口に膾炙するようになるにつれ、新しい「内

部統制」概念が出現してきた。言うまでもなく、コーポレート・ガバナンスの議論の背景に

は、新自由主義における政治経済的理念の下で規制緩和・構造改革などが進められ、経営者

にこれまで以上の自由裁量が与えられるようになった事情がある。そこで、これまでの政府

規制に代えて、別の方法で経営者の自由に一定の規制をかける必要性が出てきた。その理念

がコーポレート・ガバナンスであり、その規制の仕組みが政府規制に代わる自己規制である。

その自己規制には、規制者と非規制者との間の信頼性が必要不可欠であるため、企業組織が

自省的に「内部を外部化」することによって、まさに新たな「内部統制」が生成してきたの

である。この「内部統制」によって組織の内部的な活動はかつてないほどに透明化され、監

査され、評価されるようになってきた。要するに、コーポレート・ガバナンスが議論される

なかで、自己規制としての内部統制が求められ、COSO「内部統制」(1992)が生成されたと

言えるのである。ここで確認しておきたいことは、コーポレート・ガバナンス志向が高まる

なかで内部統制の構成要素に「統制環境」が加わったことによって、それまでの統制の主体

が相対的に経営者から株主へ移っていったことである。 

現代社会の統治手段は政府による直接的な規制から、市場をベースとした間接的な影響

力をもつ「自由主義的な」技術へ転換したことで、自省的アプローチ、つまり自らの行動を

自らが規律する統制形態、そしてその自己規制を政府が規制する、メタ規制のスタイルに大

きく変貌することになったのである。その自律的な規制は、現代社会の隅々まで浸透してお

り、当然に内部統制に関わる監査活動がこれまで以上に緊要なものとされる文脈が整えら

れたのである。いわゆる「監査の爆発的拡張」の現象であるが、統制手段が間接的なものへ
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と転換したことで、様々な領域で内部統制システムの重要性が増大することとなっていっ

たのである。これを、内部統制を介して外部コントロールの内部化と内部コントロールの外

部化の区別が曖昧になってきているとみれば、それは内部統制論とコントロール論が互い

の要素を包摂してきていることの 1 つの証左であると言える。 

前述したように、内部統制は不正を防止するという守りの姿勢、すなわちリスクを抑制す

ることに重きを置いていたが、これにリスク・マネジメントの側面が加わることで、徐々に

リスクのなかに利益機会を見出すようになってきた。リスク・マネジメントというのは企業

にマイナスの影響を与える事象を抑制するためだけではなく、許容できるリスクを測定す

ることにより、いかに利益を生み出すことができるのかを判断することができるのである。

そして、コーポレート・ガバナンスの理念の下では ERM が重要な役割を果たすことになる

のである。なぜならば、これまでの現場に近い業務活動のレベルのリスクをコントロールす

るのとは違い、企業全体を見渡せるトップレベルにおける取締役会と経営者によるリスク

対応を問題とするからである。その具体的なあり様としては、現場に近い業務活動のレベル

のリスクをトップレベルにまで手繰り寄せ、それをもとに取締役会を中心として戦略を策

定し、その戦略を受けてトップ経営者がその知識と経験のもとに果敢に実行に移していく

というものとなる。それゆえに、あえて全社的リスク・マネジメント（ERM）と呼んだの

である。まさに、ERM こそ、コーポレート・ガバナンス時代の内部統制に相応しいものと

なっているのである。 

COSO・ERM(2004)の出現により、内部統制は不正を防止する「守りの姿勢」から価値を

創造する「攻めの姿勢」へと変わり、そしてそれが COSO・ERM(2017)のフレームワーク

へ発展することで、統制主体が株主から多様なステークホルダーへと拡大していったこと

にも言及した。この COSO・ERM(2017)のフレームワークにおいては、「内部統制」の目的

の 1 つである「財務報告の信頼性」に関わる「報告」の内容が拡大されるとともに、受託責
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任の内容が ESG(環境、社会、ガバナンス)情報にまで拡大してきている。 

要するに、内部統制は受託責任を果たすための 1 つの手段であるが、時代の変化ととも

に内部統制論とコントロール論とが互いに必要な部分、欠如した部分を包摂し合うことに

よって、企業組織が果たすべき受託責任の内容が拡大し、その結果、多様なステークホルダ

ーを包含したフレームワークへと発展してきていることが明らかになった。 

さて、本稿では会計監査時代の内部統制から COSO「内部統制」(1992)、COSO・

ERM(2004)の発展の流れを整理することで、コーポレート・ガバナンスが隆盛するなかで

内部統制が有するマネジメント・コントロールの要素を包摂し、内部統制をトップ経営陣の

守備範囲となる、戦略的で全社的なリスクのマネジメント（ERM）の形態を保持すること

になったことを見てきた。さらに、その ERM がトップレベルの経営戦略として CSR 活動

を組み込むことになることも予想できた。現実に、筆者の予想に沿った形で COSO が 2017

年に新しい COSO・ERM(2017)を公表したし、さらには 2018 年に COSO と WBCSD が共

同で『ガイダンス』を公表している。COSO・ERM(2017)は言うまでもなく、この『ガイダ

ンス』は、効果的なリスク・マネジメントのためのガバナンスを確立することを謳い、『ガ

イダンス』の全編を通して ESG(環境、社会、ガバナンス)関連リスクへの認識、対応、報

告といったプロセスに貫かれている。 

本稿のこれまでの内部統制を巡る一連の整理から、内部統制が対象とするものが際限な

く拡大していること、そして、その情報は多岐にわたり、より詳細になってきていることは

明らかである。確かに内部統制に関わる多様なステークホルダーが拡大し、それらを巻き込

みながら、彼らの要求に合った情報を提供するために発展していると判断することはでき

る。社会経済が複雑化、多様化してくるなかで、リスクや不確実性も複雑化していき、これ

まで顕在化していないリスクも考慮にいれながら事業活動を行っていかなければならない

状況に置かれていることも確かである。そうするならば、限りなく内部統制はその外延を拡
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張していくことによって、どのようなものとなっていくのであろうか。もはやそれは内部統

制と呼べるようなものなのであろうか。 

繰り返しになるが、内部統制の母体は内部牽制であり、この内部牽制は経営者が自己の資

産の運用を従業員に委託したことからはじまったのであり、その背景には経営者と従業員

という委託受託の関係がある。すなわち、この関係において、受託者は委託者の目的達成の

ために、委託された資産を運用・保全しなければならず、また、業務の相互チェックを行う

ことで会計記録の信頼性を確保しなければならない。さらに組織を管理し、目標を達成する

ために受託者には責任・権限が委譲されるのである。こういったなかで、受託者は受託責任

を果たし、目標を達成するために内部統制が必要なのである。つまり、この委託受託関係に

おいては従業員が管理統制プロセスを適切にすすめるための手段として、内部統制がその

役割を果たすのである。この委託受託関係は後に株主と経営者の関係にも当てはまり、内部

統制はガバナンスの機能を要するようになるのである。すなわち、内部統制の根源的な機能

は受託委託関係において受託責任を果たすために機能することであり、これこそまさに内

部統制の本源的機能である。委託者と受託者の中身が変わろうとも、また受託責任の内容が

変わろうとも内部統制が受託責任を果たすための手段であるということには変わりないの

である。 

これは管理プロセスを進めるためのものであることに変わりはない。つまり、内部統制が

ERM に変態しようが、CSR 活動を受け入れようが、さらに ESG 情報に彩られようが、内

部統制とは何かと問うたときに、それはあくまでも企業組織の管理統制プロセスを進める

ための手段であるということに変化を認めることはできない。そして、その本源的機能を明

らかにすることで、新しい内部統制のフレームワーク出現の意義を明確にすることができ

ると考えるのである。 

もっとも、コントロール機能を支える様々なメカニズムやツールなどを含めて考えるな
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らば、内部統制とは企業組織の管理統制プロセスを進めるための手段というよりも「装置」

といった方が適切である。 

 

以上、本論考では、内部統制の制度的展開とコントロール論との比較の視点から内部統制

を考えるためにいろいろな試行錯誤を行いながら考察を進めてきた。ところが、結論的には、

受託委託関係において受託責任を果たすうえで、内部統制が果たす本源的な機能というも

のは企業組織の管理統制プロセスを進める機能なのだという単純なところに落ち着いてい

る。 

しかしながら、新しいフレームワークが生み出され、内部統制の在り方が再検討されてい

るなかで、内部統制の本源的機能を明らかにするために、コントロール論の視点、規制哲学

の視点から検討したことが本稿の固有の部分であり、内部統制論とコントロール論とが相

互に包摂する契機、そしてその包摂の一連のプロセスを幾分なりとも明らかにしたことは、

本研究のささやかな貢献である。そして、様々な観点から内部統制の展開とその意義につい

て検討することにより、内部統制の本源的機能を再確認することで、企業組織における内部

統制の必要性を示すことができた。 

確かに、内部統制のフレームワークは時代の変化とともに様々な要素を包含するように

なったが、現在のように内部統制実務が形骸化している状況においては、このような内部統

制のフレームワークが望ましいとは言えない。しかし、本源的機能に立ち返ることでなぜ内

部統制を行うのかを再認識し、時代に合った形に対応していくことで新しいフレームワー

クが出てきた場合も、その出現と普及の意義を理解でき、内部統制実務が形骸化することも

ないのではないかと考えるのである。利用する側が適切に内部統制を行う意義を理解でき

ていれば新しい機能を包摂するフレームワークが台頭してきた場合もスムーズに対応でき

るのではないかと考える。この点に関しては、実務における取り組みをより一層研究する必
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要がある。その意味で、内部統制の展開を考える上でその一助となった Moquet の社会的責

任戦略コントロールは、2010 年における研究であるため、現時点ではどのようなコントロ

ールが実施されているのか、またそれがもたらす影響がどのようなものであるのかについ

ても明らかにしなければならない。とりわけ、ダノン社においては 2016 年から統合報告書

での報告が行われており、この影響についても検討する余地がある。 

上記の課題を含め、さらに今後、内部統制がどのように発展していくのか、そして内部統

制がまた形態変化を繰り返すことによってどのようにうまく適用されていくのかについて

は、引き続き今後の研究課題としたい。 
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